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Ⅰ．寄附講座の概要 
１．部局名 
  大学院医学系研究科 
 
２．寄附講座の名称 
  予防精神医学寄附講座 
  Department of Preventive Psychiatry 
 
３．寄附者 
  宮城県 
 
４．寄附金額 
  総 額  90,000 千円 
 
５．寄附の時期及び期間 
  時 期  平成 23 年 10 月、平成 24 年 4 月、平成 25 年 4 月、平成 26 年 4 月 
  期 間  平成 23 年 10 月 1 日～平成 26 年 9 月 30 日（3 年間） 
 
６．寄附金の使途 
年 度 
 
事 項 
平成 23 年 10 月 
 ～ 24年 3月 
(15,000 千円) 
平成 24 年 4 月
 ～ 25 年 3 月
(30,000 千円)
平成 25 年 4 月
 ～ 26 年 3 月
(30,000 千円)
平成 26 年 4 月  
～ 26 年 9 月 
( 15,000 千円) 
備 考 
 
人 件 費 
准教授  1 名 
助 手  2 名 
事務補佐員 1 名 
千円 
11,300 
5,500 
4,450 
1,350 
千円
22,600
11,000
8,900
2,700
千円
22,600
11,000
8,900
2,700
千円 
11,300 
5,500 
4,450 
1,350 
研 究 費 
 備品費      
 消耗品費 
 雑費 
光熱水道費 
研究スペース経費 
2,250 
1,250 
600 
400 
0 
0 
4,500
2,000
1,500
1,000
0
0
4,500
1,500
1,500
1,500
0
0
2,250 
250 
1,000 
1,000 
0 
0 
 
 
 
 
関連分野で一括支払 
既存の研究室を使用 
旅   費 700 1400 1400 700 
総長裁量経費 750 1,500 1,500 750 
合   計 15,000 30,000 30,000 15,000 
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７．寄附方法 
口座振替で分割納入 
平成 23 年度 15,000 千円 
平成 24 年度 30,000 千円 
平成 25 年度 30,000 千円 
平成 26 年度 15,000 千円 
 
８．担当教員及び職名 
  松本  和紀  （准教授） 
高橋  葉子  （助 手） 
寄附講座教員  （助 手）1 名 ※今後採用予定 
 
９．寄附講座の教育研究領域の概要 
（１）設置の理由 
東日本大震災により PTSD やうつ病など様々な精神疾患、自殺など心の問題が顕在
化しつつあり、被災地の大学としてこれらに対応することは必須である。しかし、こ
れに必要な人員や資材は膨大であり、現状の研究・診療の体制の中ではそれを確保す
ることは困難であることから医学系研究科に相当の人員を要する寄附講座を設置し、
被災地の要請に応えるものである。同時に、宮城県では震災に特化した精神保健福祉
医療体制を構築するために「心のケアセンター」を設立するが、本寄附講座と同セン
ターが連動することでより効率的に被災地の支援体制が作られる。 
 
（２）教育の内容 
災害後の精神疾患や精神的問題によって引き起こされる様々な影響を最小限に止
めるために次項（３）の予防精神医学的研究を基に、前述の心のケアセンターを中心
に震災後の精神保健医療福祉に関わる医師、保健師、看護師、臨床心理士、精神保健
福祉士などの震災対応の高度専門人材を育成し、さらに、一般医をはじめ学校保健、
産業保健、地域保健の関係者に教育を行い被災者のこころの問題への一次的対応能力
を向上させるための教育を行う。同時に、避難所や仮設住宅の避難者を含めた被災者、
並びに被災者を支援する人々のメンタルヘルス向上のために啓発活動を行う。 
 
（３）研究の内容 
予防精神医学研究として以下のことを行う；①震災後の精神疾患の予防と早期発
見・支援のシステム作りに関する調査研究；②精神保健医療福祉に関わる多領域にお
ける専門職の養成、研修のための研究；③心の健康づくりを推進するための普及啓発
活動のための調査研究；④被災地支援に関わる地方公共団体の職員、教職員のメンタ
ルヘルス対策に関わる調査研究；⑤被災地での精神障害者の重症化、慢性化予防プロ
グラムの開発研究；⑥被災地での精神障害者を支援する精神保健医療福祉活動に関す
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る調査研究。これらの研究を通して被災地域の精神保健医療福祉体制を再構築する。 
 
（４）診療の内容 
前項（２）で育成した精神保健医療福祉の専門人が多職種チームを作り心のケアセ
ンターと協力して、被災地へのアウトリーチ活動によってメンタルヘルスケアを行う。
また、重症者に対しては関連分野である精神神経学分野（大学病院精神科）の協力の
下で外来、入院での診療を行う。 
 
（５）期待される成果 
 寄附講座の人的支援や調査研究を通して、心のケアセンターの機能をより有効なも
のにし、被災地域での学校・産業保健、精神保健福祉医療に関する専門的指導を包括
的に行い、精神疾患の予防とメンタルヘルスの向上を図ることができる。これら予防
精神医学の実践、研究の成果を通して、被災地の大学として震災対応のノウハウを世
界に発信していく。 
 
（６）寄附講座の対象とする学問分野の説明図 
 
 
（７）講座の名称 
 震災後の精神疾患の発生を被災地での啓発活動などを通して未然に防ぎ（一次予
防）、また疾患を早期の時点で発見し介入することで疾病の重症化を防ぎ（二次予防）、
既に精神疾患を患っている方々が震災に関連したストレスなどで悪化することを防
ぐ（三次予防）という意味で、予防精神医学講座の名称が相応しい。 
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（８）その他 
 阪神・淡路大震災（1995 年 1 月）、新潟中越沖地震（2007 年 7 月）の際にもそれ
ぞれ「心のケアセンター」が被災地に設置され、長年にわたりメンタルヘルスの問題
に対応し、現在もその活動が継続している。それぞれ専門人材の確保に困難があった
が、昨今の医師・看護師などの不足・偏在の問題は深刻で、専門人材の確保には当時
以上の困難が予想される。さらに、近年、世界的に予防精神医学や地域精神医学が急
速に発展し、震災対応の専門人材の育成には高度の専門的知識や経験を必要とする状
況にあり、寄附講座と連携して活動を行う精神神経学分野は本邦においてこの領域で
の研究が最も進んでいる。 
 
１０．現有組織の構成状況及びそれらに照らした寄附受け入れの必要性 
 東北大学大学院医学系研究科精神神経学分野は、東北大学病院精神科を担当し、研
究活動として精神疾患全般の治療・病態研究を行っており、さらに年々急増する精神
疾患患者に対する診療活動として入院、外来での精神科医療全般を行ってきた。スタ
ッフは教授 1 名、准教授 1 名、講師 2 名、病院講師 1 名、助教 4 名、特任助手 1 名
で構成されており、現在の研究および診療活動には余裕はなく、さらに学部や研修医
教育の負担も大きい。したがって、新規に開始する震災に関わる精神疾患の調査研究、
精神保健医療福祉体制の再構築などは、従来の研究や診療の範囲を大きく超えており、
被災地域の要請に応えるためには相応の人員を擁する寄附講座の設置が必須である。 
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Ⅱ．活動内容 
A．研究活動 
１．被災地の職域におけるメンタルヘルス研究 
 
１）東日本大震災後の被災自治体等職員の健康状態等に関する調査研究 
 
研究実施者    
松岡洋夫  医学系研究科 精神神経学分野 教授 
松本和紀  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 准教授 
高橋葉子 医学系研究科 予防精神医学寄附講座  助手 
内田知宏 医学系研究科 予防精神医学寄附講座  助手 
阿部幹佳  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 教育研究支援者 
長尾愛美  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 厚生科研費研究員 
越道理恵  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 心理士 
上田一気 医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
佐久間篤 医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
桂 雅宏 医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
佐藤博俊 医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
白澤英勝 みやぎ心のケアセンター センター長 
 
【研究目的】 
東日本大震災（以下、震災）発生後から、津波被害を受けた宮城県沿岸部の自治体
では、従来業務に加えて膨大な復興業務を並行してこなす状況が続いており、仕事量
が増加している。仕事に伴うストレスが高い状態が持続していると考えられており、
自治体職員においては、精神疾患による休職者が増加していることが新聞等でも報じ
られている。 
過去の大規模災害においても、被災地の住民にはうつ病や心的外傷後ストレス障害
（post traumatic stress disorder: PTSD）等の精神疾患の罹患率が上昇することが知
られている。災害業務に従事する労働者についても調査が行われているが、消防士な
ど職業的救援者に限定された調査が多く、長期間復興業務に携わる被災市町自治体の
職員に対する調査は乏しい。 
そこで、我々は、被災地の自治体が実施する健康調査に協力し、精神医学的な観点
から助言を行うとともに、調査結果について解析を行うことで職員の健康の実態を明
らかにし、必要な支援の実施に役立てることが必要であると考えた。そこで、本調査
研究は、被災自治体の職員の健康調査におけるデータを解析し、職員の精神面での健
康がどのような因子に影響されているのかを明らかにし、災害後の自治体をはじめと
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した震災関連業務に従事する職員の精神面での今後のケア対策に活かすことを目的
とした。 
中間報告では、横断的な評価によって、震災後の精神症状が職種によっても異なる
ことを示したが、今回は、A 自治体については 2012 年 5 月、2013 年 9 月、2014 年
9 月に行われた健康調査の結果から、B 自治体については 2012 年 11 月と 2014 年 8
月に行われた健康調査の結果から、精神健康に関する状況の推移と精神健康の悪化に
関連する要因について縦断的な視点から報告する。 
 
１－１）A 自治体職員の健康状態等に関する調査研究 
 
【研究方法】 
対象は東北沿岸部被災 A 自治体の職員。調査票は調査時点において勤務している職
員（2012 年 1383 名、2013 年 1500 名、2014 年 1533 名）に配布された。2012 年は
1098 名（回収率 79％）、2013 年は 1068 名（回収率 71％）、2014 年は 891 名（回収
率 58%）から回収された。回答者の中には、震災発生後に雇用された職員や、他自治
体から震災後に派遣された職員も含まれているため、本研究では震災発生時から継続
して勤務している職員のみを対象とした。 
調査は本健康調査のために作成された自記入式調査票を使用した。震災による個人
の被災状況、震災後の職場環境の状況に加え、精神症状の評価として以下の 3 症状評
価尺度が使用された。 
 
①K6（Kessler Psychological Distress Scale） 全般性精神健康を 6 項目の質問で評
価する尺度 
②PHQ-9（Patient Health Questionnaire:こころとからだの質問票）抑うつ症状の重
症度を 9 項目の質問で評価する尺度 
③PCL （PTSD Check List:心的外傷後ストレス障害チェックリスト）PTSD の重症
度を 17 項目の質問により評価する尺度 
＊ PRIME-MDTM  PHQ-9 の日本語訳版については村松公美子先生から許可を
得て使用。日本語翻訳権：村松公美子、宮岡等、上島国利 
PRIME-MDTM および PRIME MD TODAYTM はファイザー社の商標である。 
・外傷後ストレス障害（posttraumatic stress disorde:PTSD）チェックリスト 
（PTSD Check List:PCL） 
17 項目の質問により、PTSD 症状、重症度について評価。 
＊ PCL の日本語訳版については鈴木友理子先生から許可を得て使用 
尚、本報告書では、繰り返しを避けるために、各尺度の使用許可についての記載は今
後の提示では省略する。 
 
調査票には協力の任意性が明記され、職場の上司や同僚などに結果が知られること
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がないよう、個人により封をされた後に回収された。調査後の配慮として希望者には
精神科医、臨床心理士、または精神科看護師が相談を行い、調査票を提出しない場合
でも相談を利用することが可能である旨を周知した。 
 
【倫理的配慮】 
本調査は、東北大学大学院医学系研究科倫理委員会の承認を得た上で行われた。 
 
【研究結果】 
回答者のうち、震災発生時から災害支援業務を行っていた職員は、2012 年 967 名
（男性 41％、平均年齢 43 歳）、2013 年 895 名（男性 40％、平均年齢 45 歳）、2014
年は 767 名（男性 36%, 平均年齢 45 歳）であった。2012 年の調査による職員全体の
被害状況としては、家族に死者行方不明者がいる職員は 9％、被災により転居した職
員は 23％、地震や津波により死の恐怖を感じる体験をした職員は 55%であり、甚大
な被災をしながら勤務し続けている職員が多いことが明らかとなった。 
震災後の職場環境に関して調査したところ、2012 年は職場のコミュニケーション
不足を感じている職員は 17%で、休養不足を感じている職員は 39%であった。2013
年はコミュニケーション不足 23％、休養不足 23％であり、職場環境の変化を自覚し
ている職員が多いことが明らかとなった。 
精神症状のハイリスク者の割合を（図 1）に示す。全般性精神健康の指標である
K6 について、総得点 13 点以上の高いストレスを自覚している職員の割合は 2012 年
15%、2013 年 11％、2014 年 9％だった。2010 年の国勢調査における、宮城県民の
平均は約 6％であることから、自治体職員は震災後高いストレス状況で勤務している
状況が明らかとなった。うつ病のリスクが高いPHQ-9の総得点が10点以上の職員は、
2012 年 22%、2013 年 22％、2014 年 16％であった。PTSD のリスクが高い PCL の
総得点が 44 点以上の職員は 2012 年 9％、2013 年 5%、2014 年 4％であった。 
2012 年の結果をもとに、抑うつ症状、PTSD 症状のハイリスクに影響を及ぼして
いる因子を、多変量ロジスティック回帰分析を用いて職域毎に検討した（表 1,2）。両
職域において、抑うつ症状については職場のコミュニケーション不足、休養不足が高
いオッズ比を示した（表 1）。PTSD 症状においては、休養不足に加えて、家族の死、
被災による転居といった震災の直接的な影響も有意な要因だった（表 2）。 
 次に各精神症状のハイリスク者、ローリスク者の推移を示すために、2012 年、2013
年の両年に回答した職員を対象に、2012 年のハイリスク者、ローリスク者が 2013
年にどのような割合でハイリスク、ローリスクへと分かれていったかの結果を提示し
た（図 2,3,4）。K6 では、2012 年、2013 年ともローリスクと判断された職員が 81.0%、
ローリスクからハイリスクへの移行が 4.2%、ハイリスクからローリスクへの移行が
7.8%、両年ともハイリスクが 7.0%だった（図 2）。PHQ-9 では、両年ともローリス
クと判断された職員が 68.2%、ローリスクからハイリスクへの移行が 7.8%、ハイリ
スクからローリスクへの移行が 10.8%、両年ともハイリスクが 13.2%だった（図 3）。
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PCL では両年ともローリスクと判断された職員が 91.0%、ローリスクからハイリス
クへの移行が 2.0%、ハイリスクからローリスクへの移行が 3.5%、両年ともハイリス
クが 3.5%だった（図 4）。 
 
【考察】 
今回の調査により、震災で甚大な被害を受けた地域で長期的に災害業務に従事する
自治体職員においては、精神健康悪化のリスクが高い状態が持続していることが明ら
かとなった。また、自治体職員のうつ病と PTSD のリスクの高さに影響する因子とし
ては、家族の死、被災による転居といった災害による喪失／悲嘆や環境変化の直接的
な影響に加えて、職場のコミュニケーション不足および休養不足といった、災害後の
職場環境が大きく関与することが明らかとなった。職場のコミュニケーションがうつ
病や PTSD のリスクに関わるという結果は、災害後の心的外傷ストレスや喪失／悲嘆
からの回復には人々との結びつきが重要であるという考えに一致するものである。 
災害による直接的な影響を変化させることには制限があるが、職場で休養を取りやす
い環境を作ることや、職場内でのコミュニケーションを高めることは、災害後に対処
可能な要因であり、今後は、これを改善するための具体的な対策を検討することが重
要である。 
 
 
 
  
図 1. 精神症状 ハイリスク者の推移 
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図 2. ハイリスク者の変動（K6 精神的苦痛） 
図 3. ハイリスク者の変動（PHQ-9 抑うつ症状） 
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図 4. ハイリスク者の変動（PCL PTSD 症状） 
表 1. 抑うつ症状に影響する要因（多変量ロジスティック回帰分析） 
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表 2. PTSD 症状に影響する要因（多変量ロジスティック回帰分析） 
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１－２）B 自治体職員の健康状態等に関する調査研究 
 
【研究方法】 
 対象は東北沿岸部被災地域の B 自治体職員である。調査は、第１回調査を 2012 年
11 月に実施し、第 2 回調査を 2014 年 8 月に実施した。第 1 回調査は 361 名を対象
として調査表を配布し、355 名から回答を得た（98％）。第 2 回調査は、408 名を対
象として調査表を配布し、397 名から回答を得た（97％）。 
調査項目は、現在の業務の状況や自身の被災状況、現在の健康状況、職業性ストレ
ス簡易調査表の身体愁訴の項目、うつ病・不安障害のスクリーニング調査票（Kessler 
Psychological Distress Scale：K6）、こころとからだの質問票（Patient Health 
Questionnaire：PHQ-9）による抑うつ症状とその重症度評価、そして、17 項目の質
問により PTSD の重症度を評価する外傷後ストレス障害チェックリスト（PTSD 
Check List：PCL）であった。 
調査票には協力の任意性が明記され、職場の上司や同僚などに結果が知られるこ
とがないよう、個人により封をされた後に回収された。調査後の配慮として、希望者
には精神科医、臨床心理士、または精神科看護師が相談を行い、調査票を提出しない
場合でも相談を利用することが可能である旨を周知した。 
 
【倫理的配慮】 
本調査は、東北大学大学院医学系研究科倫理委員会の承認を得た上で行われた。 
 
【研究結果】 
 第 1 回調査は、男性 156 名（56％）、平均年齢は 43.8 歳であった。家族に死者行方
不明者がいる者は 16％、被災による転居は 44％、死の恐怖を感じる体験をした者は
69%であった。職場のコミュニケーション不足を感じている者は 39%で、休養不足を
感じている者は 46%であった。 
 精神的な問題について高いストレスを自覚している（K6 の総得点 10 点以上）職員
の割合は 21％であった。うつ病のリスクが高い人の割合は（PHQ-9 が 10 点以上）、
17％であった。また、PTSD のリスクが高い者は（PCL が 44 点以上）、9％であった。 
 第 2 回調査は、男性 250 名（61％）、平均年齢は 45.3 歳であった。家族に死者行方
不明者がいる者は 13％、被災による転居は 35％、死の恐怖を感じる体験をした者は
57%であった。休養不足を感じている者は 38%であった。 
 精神的な問題について高いストレスを自覚している職員の割合は 13％、うつ病の
リスクが高い人の割合は 14％、PTSD のリスクが高い者は 5％であった。 
 第 1 回目調査（震災後 21 ヶ月）において、精神的不健康のリスクに関連する要因
を検討するため、多変量ロジスティック回帰分析を用いて検討した。うつ症状の悪さ
（PHQ-9）に影響を与える要因として、「職場での人間関係に苦労している」、「同僚
のサポートが得られていない」、「休養が十分に取れていない」、「仕事にやりがいが感
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じられない」、「地域の復興が進んでいないと感じられる」といった内容が挙げられた。
また、PTSD 症状の悪さ（PCL）に影響を与える要因として、「ご家族を亡くされて
いる」、「地震の揺れや津波での恐怖感を強く感じた」、「震災後、仕事中に住民から非
難を受け、精神的につらい思いをした」が挙げられた。 
 第 2 回目調査（震災後 41 ヶ月）における、精神的不健康のリスクに関わる要因を
明らかにするため、正規職員と派遣職員に分け、PTSD 症状、精神的な問題の程度、
うつ症状の程度のハイリスクに関連する要因を、カイ二乗検定を用いて検討した。そ
の結果、正規職員においては、各症状の悪さと「家族・友人からのサポートが少ない
こと」、「震災後の言動・行動に関して自責感があること」、「仕事が忙しく休養が十分
に取れないこと」、「住民からの非難を受け、精神的に辛い思いをしていること」、「仕
事上の関係者から非難を受け、精神的に辛い思いをしていること」が関連していた。 
PTSD 症状の程度（PCL）特有の要因としては、「震災前から治療している身体の
病気があること」、「震災後の転居の状況」、「震災により、家族に死者・行方不明者が
いること」とPTSD 症状の悪さとの間に関連がみられた。抑うつ症状の程度（PHQ-9）
特有の要因としては、「居住する地域の人達は信頼し合っていないと感じること」が
挙げられた。また、精神的な問題の程度（K6）、抑うつ症状の程度（PHQ-9）につい
ては、「上司からのサポートが少ないこと」、「同僚からのサポートが少ないこと」が
症状の悪さと関連していた。 
 派遣職員においては、精神的な問題の程度（K6）と、「友人・家族からのサポート
が少ないこと」、「仕事が忙しく休養が十分に取れないこと」、「仕事上の関係者から非
難を受け、精神的に辛い思いをしていること」、「同僚からのサポートが少ないこと」、
「職務内容がイメージしていたものと違ったこと」が精神的な問題の程度の悪さとの
間に関連がみられた。抑うつ症状の程度（PHQ-9）については、「赴任前、自身の健
康のことが心配だったこと」と症状の悪さとの間に関連がみられた。 
現在の健康状態について、職員が「健康に不安を感じる」ことが「しばしばある」、
「いつもある」と回答した者は、全体で約 18％であったが、正規職員では約 23％と
その割合は派遣職員よりも約 16％多かった。自由記載からは、メンタルヘルスに関
連したものでは、精神科系の訴えとして、不安感がある、集中できない、不眠・睡眠
不足の訴えとして、なかなか寝付けない、居眠り運転をしたがあった。業務の忙しさ
に関係したものは、疲労感として、疲れが取れない、疲れているがあった。不眠・睡
眠不足や眼科系の訴えとして、自動車の運転に支障が出ているという記載が見られた。 
また、PTSD 症状、精神的な問題、抑うつ症状のハイリスク者の入れ替わりを検討
するために、第 1 回、第 2 回共に回答がある者の各症状の追跡を行った（図 5）。そ
の結果、PTSD 症状については、第 1 回目調査時のハイリスク者が約 10％であり、
そのうち、約 60％は改善していたが、約 40％はハイリスクのまま推移していた。ま
た、約 4％が新たにハイリスク者となっていた。精神的な問題については、第１回調
査時のハイリスク者が約 20％であり、そのうち、約半数は改善していたが、半数は
ハイリスクのまま推移しており、6％が新たにハイリスク者となっていた。抑うつ症
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状については、第１回調査時のハイリスク者が約 17％であり、そのうち、約半数は
改善していたが、半数はハイリスクのまま推移していた。新たにハイリスク者となっ
た者は 7％であった。このように、各症状ともに約半数は回復が見られたが、依然と
して半数はハイリスクのまま推移していた。また、第 1 回目ではリスクが低いと判断
されていたが、第 2 回の時点において、症状が悪化している者も一定数存在している
ことが示された。 
 
【考察】 
第 1 回目調査時と比較して、職場全体の PTSD 症状、精神的な問題の程度、抑う
つ症状の程度は改善傾向にあると考えられる。しかし、第 1 回目調査時から 2 年余り
が経過していてもなお、半数は状態の悪いまま推移していた。また、新たに状態が悪
くなっている者も一定人数存在していた。長期に渡り、ストレスのかかる状況下で仕
事をしていくにあたり、継続的な対策、支援が必要であると考えられた。 
職場全体における精神的な健康の対策として、世帯人数が少ない、居住する地域の
人達が信頼しあっていないなど、家族や友人からのサポートが得られにくい人に対し
て注意が必要であると考えられた。また、休養が十分に取れるよう、可能な限り業務
過多にならない業務配分が必要であると考えられた。 
今後は縦断データについての更なる解析を行っていく計画である。その上で、どの
ような因子が被災地で働く支援者の中長期的な精神的健康に影響を与えるのかをよ
り詳細に明らかにしていく。 
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図 5. 各症状のハイリスク者の入れ替わり
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２）東日本大震災後における看護師のメンタルヘルスに関する調査研究 
 
研究実施者    
松岡洋夫  医学系研究科 精神神経学分野 教授 
松本和紀  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 准教授 
高橋葉子 医学系研究科 予防精神医学寄附講座  助手 
内田知宏 医学系研究科 予防精神医学寄附講座  助手 
阿部幹佳  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 教育研究支援者 
長尾愛美  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 厚生科研費研究員 
越道理恵  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 心理士 
上田一気 医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
佐久間篤 医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
桂 雅宏 医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
佐藤博俊 医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
白澤英勝 みやぎ心のケアセンター センター長 
 
【研究背景】 
大規模災害が発生すると、地元支援者は被災者でもあり支援者でもあるという二重
の立場で発災直後から長期間活動し続けるため、メンタルヘルスに問題を来すことが
懸念されている。地元支援者の中でも、被災地で働き続ける看護師は、被災地の医療
を維持するために重要な存在であり、そのメンタルヘルスを保つことは地域の復興に
とっても重要な意義がある。 
東日本大震災では、東北地方の沿岸部では壊滅的な打撃を受けた地域も多く、医療
機関にも大きな被害があり、地域の医療を維持するために多くの人々が尽力した。被
災地の看護師は被災者としても支援者としても多大なストレスを受け続けており、メ
ンタルヘルスへの悪影響が懸念されている。東日本大震災の被災地における看護師の
メンタルヘルスについて調べ、今回の災害や今後起こりうる災害の対策に役立ててい
くことが必要と考えられる。以上より我々は被災地の看護師を対象としたメンタルヘ
ルス調査を 2012 年春より継時的に行い中間報告書にも一部の結果を示した。以下
2012 年度の研究内容を要約して記す。 
2012 年度は調査を春と秋の 2 回実施した。第 1 回目は、東日本大震災の発災から
約 1 年後（約 13 ヶ月後）に実施した横断研究で、宮城県沿岸部の 5 病院に勤務する
看護師 473 名を対象に自記入式質問用紙を用いた調査を行った。最終的な分析対象は
415 名（有効回答率 87.7%）だった。勤務する病院が津波の直撃を受けたことにより
休廃止したか否かにより病院壊滅群（n = 136） と病院非壊滅群（n = 279）とに分
けて解析された。対象者全体の PTSD ハイリスク者は 12.1％、うつ病ハイリスク者
は 24.4％であった。PTSR 重症者は病院壊滅群（14.5%）が非壊滅群（8.1%）よりも
傾向水準で高く、抑うつ反応重症者については前者（14.7%）が後者（7.5%）よりも
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有意に高かった。このことから、東日本大震災の被災地で働く地元の看護師は、発災
から 13 ヶ月後においても 8 人に 1 人が高い PTSD リスクを、4 人に 1 人が高いうつ
病リスクを持っていた。特に、病院を津波で失った看護師でメンタルヘルスを害する
者が多く、重点的な支援が必要と考えられた。 
そこで第 2 回目調査は、震災から約 20 ヶ月後に、第 1 回目調査の対象者のうち、
病院壊滅群の看護師に対して第 1 回目調査と同様な調査を行い、追跡可能な 113 名を
分析対象として縦断調査を行った（追跡率 83.0％）。PTSR、抑うつ反応の平均はい
ずれも、発災 20 ヶ月後では 13 ヶ月後よりも有意に改善した。発災 13 ヶ月後と 20
ヶ月後において、PTSD ハイリスク者の割合は 14.0％から 10.3％に減少したが、こ
の変化は統計学的に有意ではなく、また、うつ病ハイリスク者の割合は 25.7％から
17.1％に減少したが、この減少は統計学的には傾向レベルに止まった。いずれの症状
についても、症状が改善する者がいる一方で、慢性化したり、遅発性に悪化する者を
認めた。被災地の看護者のメンタルヘルスの問題が長期に及ぶことが示唆する結果で
あり、継時的なスクリーニングとフォローが必要と考えられた。 
今回の報告では 2013 年度の調査結果について報告する。 
 
【研究目的】 
本研究の目的は、災害後の被災地看護師に対する支援者と被災者の両面からみた総
合的な支援方法を検討するために、東日本大震災における被災地の看護師を対象とし
たメンタルヘルス調査を行うことである。 
 
【研究方法】  
東日本大震災の発災から約 30~33 ヶ月後に実施した調査で、宮城県沿岸部の A 地
区にある 3 病院と B 地区にある 1 病院に勤務する看護師 437 名を対象に自記入式質
問用紙を用いた調査を行った。なお、2012 年度は C 地区の病院も対象だったが、2013
年度は対象組織が多忙なため実施は見送られた。 
全体では 198 名から回収（回収率 45.3%）されたが、A 地区の病院では 108 名に
配布し 90 名回収（回収率 83.3%）されたのに対し、B 地区の病院では 329 名に配布
し 120 名回収（回収率 32.8%）された。（二つの地区で回収率に差が出たが、B 地区
では自治体職員の健康調査の一環として行われたものから病院所属の看護職員のデ
ータを活用する形をとっており、病院職員に対する調査票の配布から回収までの期間
が短かったためと報告された。）調査票回答者の中には、震災発生後に雇用された職
員も含まれていたが、本研究では震災発生時から継続して勤務している職員のみを対
象とした。調査は本健康調査のために作成された自記入式調査票を使用した。震災に
よる個人の被災状況、震災後の職場環境の状況に加え、精神症状の評価として以下の
2 症状評価尺度が使用された。 
 PCL （PTSD Check List:心的外傷後ストレス障害チェックリスト）PTSD の重
症度を 17 項目の質問により評価する尺度 
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 PHQ-9（Patient Health Questionnaire:こころとからだの質問票）抑うつ症状の
重症度を 9 項目の質問で評価する尺度 
 
なお、調査票には協力の任意性が明記され、職場の上司や同僚などに結果が知られ
ることがないよう、個人により封をされた後に回収された。調査後の配慮として希望
者には精神科医、臨床心理士、看護師が相談を行い、調査票を提出しない場合でも相
談を利用することが可能である旨を周知した。 
 
【倫理的配慮】 
本調査は、東北大学大学院医学系研究科倫理委員会の承認を得た上で行われた。 
 
【研究結果】 
A 地区と B 地区で回収率に差があったため、地区を分けて分析を行った。B 地区は
回収率が低いため結果の解釈は慎重に行う必要がある。 
A 地区では、PTSD の傾向を調査する PCL の結果、平均値は 28.8 点であり、ハイ
リスク者の割合では、カットオフ値である 44 点以上の者の割合は 6.7%であった。う
つ病の傾向を調査するこころとからだの質問票（PHQ-9 日本語版）の結果、平均値
は 7.0 点であり、ハイリスク者の割合では、カットオフ値である 10 点以上の者の割
合は 28.9%であった。 
B 地区では、PTSD の傾向を調査する PCL の結果、平均値は 24.8 点であり、ハイ
リスク者の割合では、カットオフ値である 44 点以上の者の割合は 0%であった。うつ
病の傾向を調査するこころとからだの質問票（PHQ-9 日本語版）の結果、平均値は
6.2 点であり、ハイリスク者の割合では、カットオフ値である 10 点以上の者の割合は
21.1%であった。 
 
【考察】 
A 地区では 2012 年の春（震災後約 12 か月）と秋（震災後約 20 か月）に同様の調
査を行っており、今回が 3 回目の調査となる。PTSD の傾向を調査する PCL の結果
の推移では、平均値は第 1 回目（33.5 点）、第 2 回目（30.7 点）、第 3 回目（28.8 点）
と減少傾向であった。PTSD ハイリスク者の割合では、カットオフ値である 44 点以
上の者の割合は第 1 回目（15.7％）、第 2 回目（9.5％）、第 3 回目（6.7%）と減少し
た。一方、うつ病の傾向を調査するこころとからだの質問票（PHQ-9 日本語版）の
結果、平均値は第 1 回目（7.6 点）、第 2 回目（6.1 点）、第 3 回目（7.0 点）と V 字
傾向であった。うつ病ハイリスク者の割合でも、カットオフ値である 10 点以上の者
の割合は第 1 回目が 24.5％、第 2 回目が 15.1％、第 3 回目が 28.9%と V 字傾向であ
った。 
結果の推移をみると、PTSD 傾向は平均得点およびハイリスク者も減少しているこ
とから、全体的な傾向として時間が経つにつれてトラウマと関連した症状は改善傾向
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にあるといえる。しかしながら、抑うつ症状は平均得点およびハイリスク者をみると
V 字傾向にあるため、注意が必要といえる。 
今回は B 地区の回収率が低く、また C 地区が調査に参加しておらず、対象者数が
確保できていないためリスク要因の分析まではできなかった。今後は継続的な調査を
予定しているため、対象者数を確保し、リスク要因についての分析を試みたい。 
 
 
 
 
 
 
 
図 6. 沿岸被災地看護師の PTSD リスクの変化 
図 7. 沿岸被災地看護師の抑うつリスクの変化 
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３）東日本大震災後の社会福祉協議会職員の健康状態等に関する調査研究 
 
研究実施者    
松岡洋夫  医学系研究科 精神神経学分野 教授 
松本和紀  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 准教授 
内田知宏 医学系研究科 予防精神医学寄附講座  助手 
高橋葉子 医学系研究科 予防精神医学寄附講座  助手 
阿部幹佳  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 教育研究支援者 
長尾愛美  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 厚生科研費研究員 
越道理恵  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 心理士 
上田一気 医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
佐久間篤 医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
桂 雅宏 医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
佐藤博俊 医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
白澤英勝 みやぎ心のケアセンター センター長 
 
【研究の意義】 
平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、宮城県の沿岸部自治体を中心に地
震、津波により甚大な被害を受けた。 
我々は、地域の社会福祉を支え、復興を担う社会福祉協議会（以下、社協）の職員
に注目した。社協は、平時には地域に密着し、主に高齢者や障害者への様々な社会福
祉サービスを行っている。また、大規模災害の際には、行政など様々な関係機関と連
携し、被災者への支援活動のため、災害ボランティアセンターの設置、仮設の見守り
を行う生活支援相談員の配置等をすすめ、仮設住宅等で生活する被災者への生活支
援・相談活動に取り組んでいる。 
地域の復興に向けて、地域の社会福祉を支える社協職員の果たす役割は大きいが、
大規模災害後の社協職員のメンタルヘルスについては、これまで十分に調べられてこ
なかった。しかし、社協職員は被災者との距離が近く、自らも被災者として大きな被
害を受けている者も多く、仕事と支援との間の葛藤に晒されることも危惧されている。 
今回の震災では、地域全体が広範囲にわたり大きな打撃を受けていたため、社協の
職員は自らも被災しながら、社会的な弱者である高齢者や障害者への支援に加え、被
災者に社会福祉サービスを提供し、支援しなければならなかった。業務の質や量の変
化等により、肉体的にも精神的にも疲労の蓄積が大きくなってきているものと予想さ
れた。 
 
【目的】 
発災から 20 か月、32 か月後の、宮城県内の各自治体社協職員のメンタルヘルスの
実態と精神的不健康に関わる要因を検証すること。また、社協職員自ら健康状態を把
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握し、セルフケアに努めるよう啓発するとともに、集団での傾向を把握し、今後の対
策に役立てることを目的とする。 
 
【方法】 
＜対象＞ 
宮城県内の被災地域の社協職員 
・第 1 回 
① 気仙沼市社会福祉協議会職員 215 名 
② 南三陸町社会福祉協議会職員 200 名 
③ 女川町社会福祉協議会職員 40 名 
④ 石巻市社会福祉協議会職員 218 名 
⑤ 七ヶ浜町社会福祉協議会職員 30 名 
⑥ 仙台市社会福祉協議会職員 305 名 
以上、6 自治体の社協職員 1008 名（回答者数 822 名、回答率 81.5%） 
・第 2 回 
① 気仙沼市社会福祉協議会職員 227 名 
② 南三陸町社会福祉協議会職員 118 名 
③ 女川町社会福祉協議会職員 40 名 
④ 石巻市社会福祉協議会職員 199 名 
⑤ 仙台市社会福祉協議会職員 286 名 
以上、5 自治体の社協職員 870 名（回答者数 779 名、回答率 89.5%） 
＜調査時期＞ 
・第 1 回 平成 24 年 11 月～1 月（発災から約 20 か月後） 
・第 2 回 平成 25 年 11 月～1 月（発災から約 32 か月後） 
＜調査内容＞ 
・基本属性 
現在の状況:現在の業務の状況や自身の被災状況など 
・メンタルヘルスに影響しうる要因 
現在の健康状況:現在の体調やストレスの要因について 
・メンタル健康度チェック 
(Kessler Psychological Distress Scale:K6） 
6 項目の質問により簡易に精神面での状態を評価。全般性心理的ストレスについて
評価。 
・こころとからだの質問票 
（Patient Health Questionnaire:PHQ-9） 
9 項目の質問によりうつ病性障害についてのスクリーニングと症状の重症度評価 
 
＜解析方法＞ 
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宮城県沿岸部の社協職員に対し、第 1 回は発災から 20 か月後に、第 2 回は発災か
ら 32 か月後に調査を実施した。基本属性、メンタルヘルスに影響しうる要因につい
て質問し、全般性心理的ストレス（K6）、抑うつ症状（PHQ-9)、 PTSD 症状（PTSD 
Check List：PCL)を評価した。K6≧13 点、PHQ-9≧10 点、PCL≧44 点の者をハ
イリスク者とし、集計を行った。個人の要因、被災による要因、職場の要因の各要因
に対して、ロジスティック回帰分析を行い、K6、PHQ-9、PCL のハイリスク者に影
響を及ぼしている要因を検討した。各要因についてそれぞれ単回帰分析を行い、有意
であった要因について多重回帰分析を行った。 
 
【結果】 
 第 1 回の調査では、解析対象者（男 216 名、女 579 名）の平均年齢は 46.8±10.7
歳であった。第 2 回の調査では、解析対象者（男 204 名、女 569 名）の平均年齢は
47.6±10.4 歳であった（表 3）。 
K6 のハイリスク者は、第 1 回の調査において 8.3%、第 2 回の調査において 7.9%
であった。PHQ-9 のハイリスク者は、第 1 回の調査において 13.0%、第 2 回の調査
において 13.7%であった。PCL のハイリスク者は、第 1 回の調査において 4.1%、第
2 回の調査において 4.1%であった。この 2 回の調査において、K6、PHQ-9、PCL ハ
イリスク者の割合にほぼ変化は認めなかった（図 8）。 
また、第 1 回と第 2 回の調査の両方の調査で回答の得られた者 610 名（男性 158
名、女性 452 名、平均年齢 48.0±10.1 歳）について縦断で解析した。図 9 に示すよ
うにうつ病症状、PTSD 症状のハイリスク者には入れ替わりがあった。抑うつ症状、
PTSD 症状ハイリスク者、どちらも平成 24 年度（20 ヶ月後）でハイリスクだったも
のの約半数が、平成 25 年度（32 ヶ月後）もハイリスクのままとなっている。また 20
ヶ月後（平成 24 年度）にローリスクだったものも、32 ヶ月後（平成 25 年度）にハ
イリスクとなるものがあった。精神症状が慢性化するもの、遅発性に悪化するものが
存在していた。 
K6、PHQ-9、PCL ハイリスク者に関連する要因について、第 1 回調査、第 2 回調
査のそれぞれにおいて横断で検討を行った。第 1 回の調査における精神症状のハイリ
スク者に関連する要因について表 4 に示し、第 2 回の調査における精神症状のハイリ
スク者に関連する要因について表 5 に示す。 
第 1 回の調査では、K6（全般性心理的ストレス）ハイリスク者は、「職場の人間関
係に苦労している」が最も高いオッズ比を示し、次いで「震災前からのメンタルヘル
スの治療歴」が高いオッズ比を示して関連していた。その他、「震災により家族に死
者行方不明者がいる」、「住民からの非難で辛い思いをした」等の要因と関連していた。 
PHQ-9（抑うつ症状）ハイリスク者は、「震災前からのメンタルヘルスの治療歴」
が最も高いオッズ比を示し、次いで「職場の人間関係に苦労している」が高いオッズ
比を示して関連していた。その他、「休養がとれていない」「家計の収入が減った」等
の要因と関連していた。 
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PCL（PTSD 症状）ハイリスク者は、「休養がとれていない」が最も高いオッズ比
を示し、次いで「震災前からのメンタルヘルスの治療歴」が高いオッズ比を示して関
連していた。その他、「住民からの非難で辛い思いをした」等の要因と関連していた。 
第 2 回の調査では、K6（全般性心理的ストレス）ハイリスク者は、「職場でのコミ
ュニケーションがとれていない」が最も高いオッズ比を示し、次いで「見通しが立た
ない仕事が多いと感じる」が高いオッズ比を示して関連していた。その他、「震災当
時の自分の言動を責める気持ちがある」、「近所の人たちと信頼し合うことができてい
ない」等の要因と関連していた。 
PHQ-9（抑うつ症状）ハイリスク者は、「見通しが立たない仕事が多いと感じる」
が最も高いオッズ比を示し、次いで「震災前からのメンタルヘルスの治療歴」が高い
オッズ比を示して関連していた。その他、「職場でのコミュニケーションがとれてい
ない」「休養がとれていない」「独居世帯」「年齢」等の要因と関連していた。 
PCL（PTSD 症状）ハイリスク者は、「職場でのコミュニケーションがとれていな
い」が最も高いオッズ比を示し、次いで「震災当時の自分の言動を責める気持ちがあ
る」が高いオッズ比を示して関連していた。その他、「自宅が全壊・大規模半壊」等
の要因と関連していた。 
第 1 回調査、第 2 回調査のいずれにおいても、職種は精神症状に関連していなかっ
た。 
 
【考察】 
継続的に被災者の身近で働いている社協職員の多くは精神健康を維持しながら働
いているが、平時より高い割合で何らかの精神的不健康を抱えながら支援を続けてい
る者が存在する実態が明らかとなった。20 か月後と 32 か月後で精神症状のハイリス
ク者の割合に変化はなく、その入れ替わりをみると、慢性的に精神症状が持続してい
る者、遅発性に精神症状が悪化する者が存在していた。 
要因を検討すると、全体的には震災そのものの影響は次第に薄れているものの、震
災により家族を失う、家や財産を失うなどの被害の大きかった職員には長期的に精神
健康に注意が必要であると考えられた。また、震災後の職場の人間関係や、地域との
つながりも持続的に精神健康に影響を与えており、職場のコミュニケーションを改善
する、地域とのつながりを深めるなどコミュニティの重要性が示唆された。 
社協職員は発災直後から今日に至るまで、自らも被災しながら地域の社会福祉を支
えてきた。地域の復興、再生には地元で働く社協職員のような社会福祉に携わる労働
者の果たす役割は大きい。今後、被災地での復興住宅への移行が進んでいく。その中
で、住民の孤立、新たなコミュニティの形成、少子高齢化などの問題が出てくること
が予想される。社協職員、地域が一体となり、地域全体でお互いに支え合い、こころ
のケアに取り組む必要があると考える。 
今後も継続的に社協職員のメンタルヘルスについて調査を行い、その結果をもとに
継続的に支援を行うことを計画しており、平成 26 年度の社協職員の健康調査を行う
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予定である。現在、平成 26 年末頃からの調査開始をめざし、各自治体の社協と調整
中である。 
 
【倫理的配慮】 
本研究は東北大学大学院医学系研究科倫理委員会の承認を得て行われた。健康調査の
終了後、希望者には専門家による面接を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
β SE OR P β SE OR P β SE OR P
年齢 -.01 .01 .99 .29
性別（女性）
生活支援相談員
事務職
介護職 -.27 .29 .77 .36
独居世帯
震災前からメンタルヘルスの治療歴がある 1.30 0.39 3.67 0.00 1.83 0.37 6.24 0.00 1.19 0.49 3.29 0.01
家計の収入が減った 0.57 0.32 1.77 0.08 0.61 0.27 1.84 0.02 0.49 0.42 1.63 0.25
自宅が全壊・大規模半壊 0.12 0.31 1.12 0.71 0.32 0.27 1.37 0.23 0.62 0.39 1.86 0.11
震災により家族に死者行方不明者がいる 0.89 0.43 2.43 0.04 0.50 0.39 1.65 0.21 0.87 0.52 2.38 0.09
震災で命の危険を感じた 0.52 0.38 1.69 0.17 0.62 0.33 1.86 0.06 0.88 0.56 2.41 0.12
職場の人間関係に苦労している 1.52 0.34 4.58 0.00 1.34 0.28 3.83 0.00
休養がとれていない 0.39 0.31 1.47 0.21 0.78 0.27 2.17 0.00 1.32 0.44 3.76 0.00
住民からの非難で辛い思いをした 0.80 0.30 2.23 0.01 0.11 0.26 1.11 0.68 0.79 0.39 2.21 0.04
PCL　44点以上K6　13点以上 PHQ-9　10点以上
表 3.  基礎統計 
表 4.  第 1 回調査（約 20 か月後）における K6、PHQ-9、PCL ハイリスク者に関連する要因 
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β SE OR P β SE OR P β SE OR P
年齢 -0.03 0.01 0.97 0.01
性別（女性）
生活支援相談員 0.26 0.29 1.3 0.36
事務職員
介護職員
独居世帯 0.87 0.5 2.4 0.08 0.91 0.45 2.49 0.04
震災前からメンタルヘルスの治療歴がある 0.86 0.48 2.35 0.08 1.2 0.42 3.33 0.00 1.00 0.6 2.71 0.10
自宅が全壊・大規模半壊 1.11 0.45 3.02 0.01
近所の人たちと信頼しあうことができていない 0.78 0.31 2.18 0.01 0.44 0.26 1.55 0.10 0.79 0.45 2.20 0.08
震災により家族に死者行方不明者がいる 0.69 0.53 2.00 0.19
震災で命の危険を感じた 1.24 0.77 3.46 0.11
震災当時の自分の言動を責める気持ちがある 0.8 0.31 2.23 0.01 0.24 0.28 1.27 0.38 1.47 0.52 4.37 0.00
職場でのコミュニケーションがとれていない 1.56 0.53 4.75 0.00 1.08 0.52 2.94 0.04 1.86 0.64 6.42 0.00
休養がとれていない 0.67 0.37 1.95 0.07 0.94 0.32 2.57 0.00 0.37 0.51 1.44 0.47
見通しの立たない仕事が多いと感じる 1.19 0.36 3.28 0.00 1.34 0.31 3.81 0.00 0.62 0.51 1.86 0.22
住民からの非難で辛い思いをした -0.18 0.35 0.84 0.61 0.16 0.29 1.18 0.57 -0.07 0.47 0.94 0.89
K6　13点以上 PHQ-9　10点以上 PCL　44点以上
表 5.  第 2 回調査（約 32 か月後）における K6、PHQ-9、PCL ハイリスク者に関連する要因 
図 8.  K6、PHQ-9、PCL のハイリスク者の割合の推移 
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図 9. PHQ-9、PCL のハイリスク者の入れ替わり 
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２．被災地における心理支援方法についての研究 
 
１）認知行動療法の普及、啓発を目的とした東日本大震災被災地における一般市民及
び支援者向けこころのエクササイズ研修についての研究 
 
研究実施者 
松本和紀  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 准教授 
上田一気  医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
内田知宏  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 助手 
高橋葉子  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 助手 
阿部幹佳  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 教育研究支援者 
長尾愛美  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 厚生科研費研究員 
越道理恵  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 心理士 
大野 裕  国立精神・神経医療研究センター認知行動療法センター 
センター長 
田島美幸  国立精神・神経医療研究センター認知行動療法センター 
臨床技術開発室長 
白澤英勝  みやぎ心のケアセンター センター長 
 
【研究の意義】 
 東日本大震災により宮城県は沿岸部を中心に甚大な被害を受け、被災者の心のケア
は年単位の長期にわたって必要とされている。 
大規模災害後には、重度の精神疾患よりは、むしろ軽度の精神疾患や精神的不健康
を来すことが多いと考えられている。東日本大震災においても、被災地に住む人々に
は、外傷体験や喪失体験に加えて、家庭的、経済的、職業的に様々なストレスが持続
的にかかっている。しかし、この問題にアプローチするためには、医療機関での治療
ではなく、精神的な健康増進や予防的な観点から、一般市民に働きかけることが大切
だと考えられる。 
認知行動療法は認知・行動の両面からの働きかけによりセルフコントロール力を高
め、社会生活上の様々な問題の改善、課題の解決をはかる心理療法である。認知行動
療法はうつ病、不安障害など様々な精神疾患に適応があり、その有効性が報告されて
おり、精神疾患に対する治療法としてだけではなく、疾患にまで至らない抑うつ症状
に効果を示したり、精神疾患の予防にも効果があることが示されており、医療現場以
外の領域にも広く応用されている。 
日本では他の先進国と比べ、認知行動療法の普及が遅れており、これを広く社会に
普及し、被災地のメンタルヘルスケアに役立てていくためには、効果的な研修方法を
確立していく必要がある。 
そこで、我々は、認知行動的アプローチを一般の被災者が学び、今後の生活に役立
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てることが有用ではないかと考え、一般市民向けの研修会「こころのエクササイズ研
修」を宮城県内の被災地で実施し、調査を行うこととした。 
本研修のプログラムは、認知行動療法センターで開発された全 6 回からなるコース
で、認知行動療法の基本、活動記録表、行動活性化、コミュニケーションスキル向上、
アサーション、認知再構成法、問題解決技法などを、市民向けに分かりやすく解説し、
演習を交えながら実施するものである。 
 
【目的】 
認知行動療法の基本的な考え方やスキルを伝え、日常生活の中でのストレスケアに
ついて学んでもらうための「こころのエクササイズ研修会」を被災地の一般市民及び
支援者を対象に実施する。 
本研修のプログラムについてアンケートと質問票により質的調査を行い、研修の意
義と問題を明らかにする。そして、今後の認知行動療法の普及、啓発の可能性と課題
を明らかにすることを目的とする。 
 
【方法】 
＜情報収集＞ 
研修会の事前の情報収集、準備のため、平成 24 年 10 月 22 日から計 6 回、研究分
担者である上田が国立精神神経医療センター認知行動療法センターの高田馬場研修
センターにて行われている市民向けの「こころのエクササイズ研修会」を見学した。
また、集団認知行動療法の技法を研修会に取り入れるため、平成 25 年 1 月 15 日から
計 5 回、上田が NTT 東日本関東病院での「職場復帰のための集団認知行動療法・ア
サーショントレーニング」を見学した。 
＜対象＞ 
宮城県内被災地域の一般市民及び支援者 
＜実施時期＞ 
・第 1 回（保健師など支援者を対象に、試験的な研修・調査として実施） 
①平成 25 年 2 月 8 日 ②平成 25 年 2 月 15 日 ③平成 25 年 2 月 25 日 
④平成 25 年 3 月 1 日 ⑤平成 25 年 3 月 8 日 ⑥平成 25 年 3 月 15 日 
・第 2 回 
①平成 25 年 6 月 3 日 ②平成 25 年 6 月 10 日 ③平成 25 年 6 月 17 日 
④平成 25 年 6 月 24 日 ⑤平成 25 年 7 月 1 日 ⑥平成 25 年 7 月 8 日 
・第 3 回 
①平成 25 年 10 月 1 日 ②平成 25 年 10 月 8 日 ③平成 25 年 10 月 15 日 
④平成 25 年 10 月 22 日 ⑤平成 25 年 10 月 29 日 ⑥平成 25 年 11 月 5 日 
・第 4 回 
①平成 26 年 2 月 20 日 ②平成 26 年 2 月 27 日 ③平成 26 年 3 月 6 日 
④平成 26 年 3 月 13 日 ⑤平成 26 年 3 月 20 日 ⑥平成 26 年 3 月 27 日 
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・第 5 回 
 ①平成 26 年 5 月 14 日 ②平成 26 年 5 月 21 日 ③平成 26 年 5 月 28 日 
 ④平成 26 年 6 月 4 日 ⑤平成 26 年 6 月 11 日 ⑥平成 26 年 6 月 18 日 
＜研修場所、会場＞ 
・第 1 回（保健師など支援者を対象に、試験的な研修・調査として実施） 
 岩沼市 岩沼市総合福祉センターi あいプラザ 大会議室 
・第 2 回 岩沼市 岩沼市総合福祉センターi あいプラザ 大会議室 
・第 3 回 仙台市 仙台駅前「HUMOS5（ヒューモスファイブ）」 会議室 
・第 4 回 仙台市 太白区中央市民センター 会議室 
・第 5 回 石巻市 保健相談センター 講義室 
＜研修の講師、ファシリテーター＞ 
・講師：主に分担研究者である東北大学大学院医学系研究科 上田一気が担当した。 
・ファシリテーター：主に精神科医療保健従事者（医師、看護師、心理士）である、
東北大学大学院医学系研究科予防精神医学寄附講座のスタッフが担当した。 
＜研修プログラム＞ 
一般市民向けの認知行動療法研修について経験のある国立精神・神経医療研究セン
ター認知行動療法センターの協力を得て、研修プログラムを作成した。本プログラム
は全 6 回からなり、6 回の構成は下記の通りである。1 回のプログラムは 1 時間 30
分の内容である。 
① 認知行動療法の基礎を学ぼう 
「こころのクセテスト」や「よいところ探し」などの演習を行い、認知行動療法の
基礎を学んでもらう。 
② “やる気”が先か“行動”が先か？～楽しめる活動を増やすコツ～ 
行動活性化について学んでもらう。気持ちが落ち込んだり不安になった時に、自分
がどのような行動パターンを取りやすいのかを分析してもらう。 
③ コミュニケーションスキルアップ 
アサーションについて学んでもらう。家族や友人など身近な人たちの話がきちんと
聴けているか、上手な話の聴き方について学んでもらう。 
④ 自分の気持ちや考えをうまく伝えるコツ 
アサーションについて学んでもらう。自分の気持ちや考えがうまく伝える方法のコ
ツを学び、演習してもらう。 
⑤ 目からウロコ！発想転換のコツ 
認知再構成法について学んでもらう。抑うつ、不安となると、ネガティブな思考に
とらわれてしまう傾向がある。考え方のバランスを取りこころを軽くする方法を学
んでもらう。 
⑥ 岩も砕けば持ち上がる？！～問題を上手に解決するコツ～ 
問題解決技法について学んでもらう。現実的な困難な問題にあたるとき、何から手
を付けてよいか分からなくなることがある。問題を絞り込んで具体的に解決法を検
討していく方法を試してもらう。 
＜調査内容＞ 
・プログラム各回終了後のアンケート 
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研修の内容について、 
①難易度 ②時間配分 ③参加人数 ④配付資料 
⑤学んだことを生活に活かせるか ⑥他人に勧めたいか ⑦自由記述 
以上 7 項目の回答を求めた。 
・全プログラムの前後の調査票 
参加者の属性、研修の理解度を測るための質問、自己効力感を測るための尺度とし
て Self-Efficacy Scale(SES)を調査した。 
＜参加者の公募＞（図 10 参照） 
・第 1 回（保健師など支援者を対象に、試験的な研修・調査として実施） 
 岩沼市健康福祉部健康増進課の後援、協力の下で、チラシを配布し、告知を行った。
参加申し込みは、ファックス、電話で受け付けた。 
・第 2 回：岩沼市健康福祉部健康増進課の後援、協力の下で、チラシを配布し、また
岩沼市報平成 25 年 5 月号に記事を掲載し、告知を行った。参加申し込みは、ファッ
クス、電話で受け付けた。 
・第 3 回、第 4 回：仙台市精神保健福祉総合センター（はあとぽーと仙台）の後援、
協力の下で、チラシを配布し、告知を行った。参加申し込みは、ファックス、電話、
メールで受け付けた。 
・第 5 回：石巻市健康部健康推進課、からころステーション、ユースサポートカレッ
ジ石巻 NOTE の後援、協力の下で、チラシを配布し、石巻市報平成 26 年 4 月 1 日号
に記事を掲載し、告知を行った。参加申し込みは、ファックス、電話、メールで受け
付けた。 
 
【結果】 
第 1 回の岩沼市での研修は試験的な研修・調査として、岩沼市の関係機関の保健師
などの支援者を対象に研修を実施した。 
その後、第 2 回から第 5 回までは一般市民を対象に研修を実施した。 
＜参加者数＞ 
これまでに、岩沼市、仙台市、石巻市にて、第 1 回から第 5 回まで研修を実施した。
参加者の総数は 180 名であり、男性 19 名（10.6％）、女性 161 名（89.4％）であっ
た。平均年齢は 45.53±14.27 歳（range：22-91 歳）であった。各研修会の詳細を表 6
に示した。 
全 6 回のうち 5 回以上出席し、研修前後の調査票の回答が得られた 46 名（男性 2
名、女性 44 名、平均年齢 47.8±13.7 歳）について、特性的自己効力感尺度（SES）、
研修の理解度を測るための質問について、研修前後の変化を検討した。 
特性的自己効力感は介入前後の得点を Wilcoxon の符号付き順位検定で比較したと
ころ、自己効力感は研修前 69.2 から研修後 73.4 と有意に向上した(p<0.01, z=2.73)
（図 11）。 
研修の理解について 7 項目質問し、介入前後の得点を Wilcoxon の符号付き順位検
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定で比較した（図 12）。0.「あてはまらない」～4.「あてはまる」までの 5 件法で評
価し、「自分の考え方のクセを知っている」、「どのように考えるとうつや不安な気分
が強くなるのか分かっている」、「自分をいつも苦しめている考え方に気づき、発想を
切り替えることができる」、「解決策を実行した後で、状況がどう変化したかを注意深
く評価する」の 4 項目において有意な変化を認めた。 
また、研修に対する満足感は高く、実際に演習を体験しながら楽しく学ぶことがで
きたという感想が多く得られた。 
【考察】 
対照群のない予備的な前後調査であるため、結果の解釈は慎重に行うべきである
が、本研修プログラムは、被災者の自己効力感の向上に役立つことが示唆された。我々
の試みからは、被災地には認知行動的アプローチを学んで実生活に役立てたいという
ニーズがあり、これに応えるための研修プログラムが実施可能であることが明らかと
なった。今後は、さらに多くの地域で実践を試みるとともに、プログラムの改訂やプ
ログラム施行者の育成に努めていくことが必要と考えられる。 
今後、この結果をもとに認知により焦点をあて、認知行動療法のスキルの中でも
認知再構成法のアサーション（コミュニケーション）を中心にプログラムを改訂し、
これを用いて被災地の一般市民に向けた認知行動療法の考え、スキルを普及させる研
修会を実施し、ランダム化比較試験として研修の有効性を検証することを計画してい
る。 
 
【倫理的配慮】 
本研究は東北大学大学院医学系研究科倫理委員会の承認を得て行われた。 
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図 10.  告知用のパンフレット 
図 11.  研修前後での特性的自己効力感の変化 
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  開催地 開催時期 対象 平均参加者数 range 
第１回 岩沼市 2013 年 2 月～3 月 保健師等の 
支援者 
19.7 名 14-25 名 
第２回 岩沼市 2013 年 6 月～7 月 一般市民 10.7 名 9-12 名 
第３回 仙台市 2013 年 10 月～11 月 一般市民 15.3 名 11-19 名 
第４回 仙台市 2014 年 2 月～3 月 一般市民 14.8 名 13-16 名 
第５回 石巻市 2014 年 5 月～6 月 一般市民 32.8 名 29-41 名 
 
  
研修前 研修後 Z P
1) 自分の考え方のクセを知っている。 2.12 2.95 ‐3.43 0.00
2) どのように考えるとうつや不安な気分が強くなるのか分かっている。 2.46 2.92 ‐2.08 0.04
3) 自分をいつも苦しめている考え方に気づき、発想を切り替えることができる。 1.98 2.51 ‐2.95 0.00
4) なるべく他の人の考えを聞き、考え方のレパートリーを増やそうとしている。 2.81 2.95 ‐0.87 0.38
5) 問題を解決しようとする時には、達成したい具体的な目標を立てるようにしている。 2.43 2.59 ‐0.36 0.72
6) 問題を解決しようとする時には、もうそれ以上のアイデアを思いつけなくなるまで、できるだけ多くの選択肢を考える。 2.07 2.11 ‐0.74 0.46
7) 解決策を実行した後で、状況がどう変化したかを注意深く評価する。 1.88 2.26 ‐2.05 0.04
質問
5件法　0 (あてはまらない) から4 (あてはまる)
図 12.  研修前後での研修の理解についての質問の得点の変化 
表 6.  第 1 回から第 5 回までの研修会の開催地、時期、対象、参加者数 
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２）サイコロジカル・リカバリー・スキル（Skills for Psychological Recovery）を用
いた東日本大震災における心のケア従事者向けのトレーニング研修についての研究 
 
研究実施者 
松岡洋夫 医学系研究科 精神神経学分野 教授 
松本和紀 医学系研究科 予防精神医学寄附講座 准教授 
高橋葉子 医学系研究科 予防精神医学寄附講座 助手 
内田知宏 医学系研究科 予防精神医学寄附講座 助手 
越道理恵  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 心理士 
長尾愛美  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 厚生科研費研究員 
阿部幹佳  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 教育研究支援者 
上田一気 医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
白澤英勝 みやぎ心のケアセンター・センター長 
加藤  寛  兵庫県こころのケアセンター・センター長 
大澤智子   兵庫県こころのケアセンター・研究主幹 
 
【研究目的】 
サイコロジカル・リカバリー・スキル（Skills for Psychological Recovery : SPR）
は、2010 年にアメリカ国立 PTSD センターとアメリカ国立子どもトラウマティック
ストレス・ネットワークが開発した、災害復興期の心理的支援方法である。2011 年 6
月に兵庫県こころのケアセンター研究班が翻訳して日本語版を作成し公表した、災害
の復興回復期に特化した支援プログラムである。SPR は、これまでにいくつかの海外
の災害後に用いられているが、わが国では本格的に適用されていない。 
東日本大震災の被災地において実際に支援に関わっている精神保健医療の専門家
が SPR のトレーニングを受け、これを実際の被災者に適用することは、被災地にお
けるメンタルヘルス対策として実践的な意義がある。しかし、心理的支援においては
必要な専門スキルの研修が必要であるが、その研修方法は十分には確立していない。 
本研究は、復興回復期に推奨されている最新の心理的支援法である SPR を、被災
地の心のケアに従事している専門家にトレーニングし、アンケートと質的調査を行う
ことで、SPR の研修の意義と問題を明らかにし、SRP の日本での適用の可能性と課
題を明らかにすることを目的とする。 
 
【対象】 
被災地の心のケアに従事している専門家。 
 
【SPR 研修会、フォローアップ研修会の実施】 
SPR 研修会は 2～3 日、フォローアップ研修会は 1 日のワークショップであった。 
講師 : 大澤智子 兵庫県こころのケアセンター 臨床心理士  
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＊SPR トレーナー資格取得者。 
 
【調査方法】 
①SPR 研修会の開催前に、受講者の支援実施状況、心理支援についてのとらえ方につ
いて無記名のアンケート調査を行った。さらに、SPR 研修会終了後には、SPR 研
修会の内容について無記名のアンケート調査を実施した。 
③研修会終了後、受講者が各自のフィールドで被災者に対して SPR を用いた支援を
行ってもらった。 
④SPR を用いた支援を行った際には、支援で用いた SPR のスキル、支援時間、支援
回数、支援の内容や問題点をスキル実施ログに記入するよう依頼した。 
⑤2～3 ヶ月後に、SPR 研修会に参加した受講者のうち、希望者を対象に SPR フォロ
ーアップ研修会を開催した。 
⑥フォローアップ研修会時に、各自記入してもらったスキル実施ログを参考に、SPR
を活用してみて実際にどうだったかについて各グループで話し合ってもらった。 
⑦スキル実施ログはフォローアップ研修会後に回収した。 
⑧アンケート、ログの内容、グループでの話し合いの内容を分析し、SPR 適用の課題
点を明らかにした。 
 
【調査内容】 
① プログラム受講直前、プログラム修了直後 ＜アンケート調査（無記名）＞ 
・受講者の支援実施状況、支援の実施に関する認識など。 
・本教育プログラムの受講状況（講義の理解度など）。 
 
② プログラム修了後～フォローアップ研修までの間に、受講者の方々各自のフィー
ルドで SPR を活用した時 ＜スキル実施ログ調査（無記名）＞ 
・支援対象者の属性（年齢、性別、主訴など。個人が特定されない情報）。 
・支援で用いた技法、支援時間、支援回数、支援の内容や問題点。 
 
③フォローアップ研修受講時 ＜グループ・ディスカッションの内容を記録＞ 
・フォローアップ研修受講者に、各自記入してもらったスキル実施ログを参照しなが
ら、SPR を活用してみて実際にどうだったかという評価を各グループで話し合って
もらった。各グループで話し合われた意見を議事録としてまとめた。 
・フォローアップ研修終了後にスキル実施ログを回収した。 
 
【結果と進捗状況】 
宮城県内の精神保健医療従事者を対象に SPR 研修会を実施した。計 5 回の研修を
実施し、137 名の方からアンケートの回答を得た（回収率 90.7％）。各研修会の日程
は下記の通りである。 
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第 1 回目：H24 年 6 月 15 日、16 日 
第 2 回目：H24 年 7 月 27 日、28 日 
第 3 回目：H24 年 9 月 1 日、29 日、10 月 27 日 
第 4 回目：H25 年 7 月 27 日、28 日 
第 5 回目：H26 年 6 月 18 日、19 日 
 
フォローアップ研修会については、これまでに計 3 回が実施済みであり、H26 年
10 月 2 日に第 4 回目を実施予定である。各フォローアップ研修会の日程は下記の通
りである。 
   第 1 回目：H24 年 11 月 16 日 
   第 2 回目：H25 年 3 月 23 日 
   第 3 回目：H25 年 12 月 5 日 
   第 4 回目：H26 年 10 月 2 日（実施予定） 
 
これまでのアンケート結果を解析した結果、研修直後の段階では、「興味」、「わか
りやすさ」、「現在の仕事との関連」、「試してみる意欲」では受講者の大半が肯定的意
見なのに対して、「活用していく自信」は低かった。 
また、実際に SPR を活用したケース検討を通してのフォローアップ研修の結果、 
「研修のわかりやすさ」が高まっている受講者が多かった。事例提供した者はしな
かった者に比べて、「自分の仕事の中で SPR を試してみようと思う」と答えた者が多
かった。これらのことから、フォローアップ研修を受けた後には理解度が上がり、さ
らに事例提供を行うと、実際に SPR を実践してみようという意欲が上がることが明
らかになったが、自信につながるまでには至らなかった。 
スキル実施ログの回収数は 17 ケースであった。支援対象者の精神症状（複数回答）
は、抑うつ（10 ケース）、不安（7 ケース）が多かった。実際に使用したスキル（複
数回答）は多い順に、情報収集（11 ケース）、周囲の人と良い関係をつくる（11 ケー
ス）、ポジティブな活動（8 ケース）、心身の反応（5 ケース）、役に立つ考え方（5 ケ
ース）、問題解決（4 ケース）だった。 
さらに、フォローアップ研修会時の各グループのディスカッションの記録の結果か
ら、（1）SPR が役に立ちそうだと思う場面、（2）今までに実際に SPR を試してみた
（試そうと思った）ことがあるか、（3）SPR を活用する上で難しい点・工夫点・課
題、（4）どのような研修体制やスーパービジョンがあれば SPR を活用しやすくなる
かについて質問を行った。（1）SPR が役に立ちそうだと思う場面に対しては「相談
業務」、「健康教室等グループでの活用も可能ではないか」という声が寄せられた。ま
た、「対象者が自分の問題を解決するモデルは、支援者の“問題を解決してあげなけ
れば”という負担が軽くなって楽になった」という声も挙がった。（2）今までに実際
に SPR を試してみた（試そうと思った）ことがあるかについては、構造化したセッ
ションでの活用は少なかったが、「エッセンス的に活用している」という声が多かっ
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た。（3）SPR を活用する上で難しい点・工夫点・課題としては、「スキルの指導とい
う部分が日本文化になじまないので一緒に考えるとういスタンスが重要」、「マニュア
ルどおりではなく TPO に合わせて柔軟に使う必要がある」、「マニュアルの表現をじ
ぶんなりに変えて使うステップが必要」等の声が出た。（4）SPR を活用していくた
めには、「事例検討」、「タイムリーな SV」という要望があった。 
 これらの結果から、SPR の研修には一定の意義があるが、SPR の基本研修と 1 回
のフォローアップ研修だけでは限界があり、グループ・ディスカッションの意見にも
挙がった通り、事例検討の繰り返しと SV 体制を整える必要があることが明らかにな
った。 
 また、SPR の日本での適用の可能性と課題としては、いろいろな支援場面に活用で
きる可能性が意見として挙げられた。一方、構造化されているマニュアルを、いかに
自分のフィールドでフレキシブルに応用できるかといったことや、マニュアルの要素
を実際にどう言葉で表現し、展開していくかといった具体性の部分が求められている
事が示唆された。 
 以上のことから、今後はスカイプを用いた定期的なケース検討を企画し、被災地で
SPR を活用した事例に対する SV を行い、その効果を検討する予定である。また、支
援方法として広く普及啓発していくためには、モデリング機能が必要だと考えられる。
そのため、SPR 活用場面についてのデモンストレーション DVD 等が有効ではないか
と考えられるため、今後検討していく予定である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 13.  研修の感想:興味と分かりやすさ 
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図 14.  研修の感想:仕事との関連性、試す意欲、活用する自信 
図 15.  研修のわかりやすさ：前後比較 
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図 16.  活用していく自信：前後比較 
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３）災害回復・復興期における心理支援法 サイコロジカル・リカバリー・スキル
（Skills for Psychological Recovery）の実施可能性を検討する介入研究 
 
研究実施者 
松岡洋夫 医学系研究科 精神神経学分野 教授 
松本和紀 医学系研究科 予防精神医学寄附講座 准教授 
高橋葉子 医学系研究科 予防精神医学寄附講座 助手 
内田知宏 医学系研究科 予防精神医学寄附講座 助手 
越道理恵  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 心理士 
長尾愛美  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 厚生科研費研究員 
阿部幹佳  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 教育研究支援者 
上田一気 医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
白澤英勝 みやぎ心のケアセンター・センター長 
加藤  寛  兵庫県こころのケアセンター・センター長 
大澤智子   兵庫県こころのケアセンター・研究主幹 
 
【研究目的】 
東日本大震災により宮城県は沿岸部を中心に甚大な被害を受け、被災者は肉体的、
精神的な重圧を経験している。このため、被災者のこころのケアは年単位の長期間に
渡り必要であると考えられている。過去の研究によると、大規模災害後の被災地域住
民には PTSD やうつ病などの精神疾患に加えて、精神疾患には至らない亜症候性の精
神的問題が増加することが知られている。そのような精神疾患を予防したり、亜症候
性の精神的問題に適切な支援を行うためには、精神的不健康を自覚する亜症候性の精
神的問題に対する心理的支援が重要だと考えられる。 
災害後の心理的支援法は、これまで災害直後から急性期にかけて行われる者やトラ
ウマに焦点を当てた方法を中心に研究や開発が行われてきた。しかし、災害直後から
急性期での心理支援の効果としては、非特異的な介入を上回るものではなかった。ま
た、回復・復興期の支援方法として、いくつかの心理的支援方法が役に立つことは知
られているが、複数の心理的支援方法を組み合わせて幅広い被災者に役立つ実践的な
心理支援方法はこれまで開発されてこなかった。 
サイコロジカル・リカバリー・スキル（Skills for Psychological Recovery：SPR）
は、災害回復復興期に多くの被災者が経験しうる様々な精神的問題に広く適応できる
実践的な心理支援方法として、アメリカ国立 PTSD センターと、アメリカ国立子供ト
ラウマティックストレス・ネットワークが開発し、2010 年に公開され、2011 年 6 月
に兵庫こころのケアセンター研究班によって日本語版が作成された最新の心理支援
技法である。 
 本研究の目的は、東日本大震災の被災者を対象とし、災害回復期に推奨されている
最新の心理的支援法である、SPR を用いて介入を行い、同プログラムの我が国の被災
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地における実施可能性を検証することである。 
 
【対象】 
宮城県被災地 A 地区に居住もしくは就労している者で、精神的不健康を自覚する
18 歳以上の若者。精神医療機関で治療を受けている者や重篤な精神症状がある者は
除外した。また、日本語を母国語とし、本研究の目的、内容を理解し、本人から必要
な研究参加の同意を文書で得られた者とした。 
 
【調査方法】 
①A 地区の自治体と覚書を取り交わし、共催で住民に「災害後のストレス回復プログ
ラム」の参加者を公募した。 
②支援を行う精神医療保険従事者（看護師、保健師、心理士、医師等）は、すべて兵
庫県こころのケアセンターの SPR トレーナーによる研修を受講しており、同トレ
ーナーと東北大学病院精神科の精神科医の SV をもとに SPR を実施した。 
③選択基準を満たす参加者に対して、研究の趣旨を説明し、書面で同意を取得した後
に、介入前評価を行った。 
④介入者は参加者に対して訪問による 1 回 60 分程度の面接を 1 週間から 2 週間に 1
回程度の頻度で計 5 回程度実施した。 
⑤介入終了後に介入後評価、2 ヶ月後のフォローアップ面接時にフォローアップ評価
を実施した。 
 
【調査内容】 
①精神健康状態（General Health Questionnaire：GHQ-30）＜プライマリ・エンド
ポイント＞ 
②QOL（SF8 Health Survey：SF-8） 
③心的外傷後ストレス症状（The Impact of Event Scale-Revised：IES-R） 
④レジエンス（Tachikawa Resilience Scale：TRS） 
⑤自己効力感（Self-efficacy：SE） 
⑥プログラムへの満足度（Client Satisfaction Questionnaire：CSQ-8J） 
 
【結果と進捗状況】 
 平成 25 年 7 月より、参加者の公募を開始した。平成 26 年 7 月時点で、申込者は
計 18 名に達した。このうち適応外 3 名、介入前のキャンセル 6 名、延期 1 名があり、
残りの 8 名に介入を開始した。このうち 4 名は事前加入例であり、調査開始後の介入
例は 4 件である。事前介入例を含めた 8 名については、現段階までに有害事象は認め
られていない。 
 介入を開始した 8 名のうち、現在までに 7 名がセッションを終了し、4 名がフォロ
ーアップセッションまで終了している。予備的な解析として、7 名の介入前後、4 名
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のフォローアップの評価を検討したところ、プライマリ・エンドポイントである GHQ
得点は、いずれも介入前より介入後の方が下がっており、得点は健常とされる 6 点以
下となっていた。また、フォローアップに関しても、介入前よりも GHQ 得点は下が
っており、得点も 6 点を下回っていることから、SPR を使用した介入による一定の
効果が得られることが予想される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 17.  GHQ 得点の変化 
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３．精神医療保健領域での被災の影響についての調査 
 
１）東日本大震災後の宮城県の精神科医療機関における精神科医療の実態調査 
 
研究実施者    
松岡洋夫  医学系研究科 精神神経学分野 教授 
松本和紀  医学系研究科 予防精神医学寄附講座 准教授 
佐久間篤  東北大学病院 精神科 
上田一気  医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
 白澤英勝 東北会病院、みやぎ心のケアセンター 
樹神学 こだまホスピタル 
原敬造 原クリニック 
小高晃 宮城県立精神医療センター 
岩舘敏晴 国見台病院 
三浦伸義 東北薬科大学病院精神科 
林みづ穂 仙台市精神保健福祉総合センター 
小原聡子 宮城県精神保健福祉センター 
 
【研究の背景】 
 東日本大震災により、宮城県は沿岸部を中心に甚大な被害を受けた。精神科医療機
関も沿岸部を中心に大きな被害を受け、その影響は広範囲に及んだ。発災直後から、
施設の損壊のために医療の継続が不可能となった病院が生じたり、機能が保たれた病
院に患者が殺到するなど、各施設に様々な困難が生じた。発災後、全国からこころの
ケアチーム等を含めた様々な支援が入り、被災地での精神保健活動が行われたが、精
神科医療の主要部分を実際に担っていたのは地元の精神科医療機関であった。しかし、
宮城県全体として発災直後から急性期にかけて精神科医療の状況や、精神科医療の現
場がどのような状況にあり、どのような困難が生じていたのか、精神疾患をもつ患者
にどのような影響が生じたかについては十分に把握されていない。 
 
【目的】 
本研究は、東日本大震災後の宮城県の精神科医療機関における患者の動向を把握し、
また精神科病院の被害状況について調査することで、大規模災害後が精神科医療機関
にどのような影響を及ぼすのかを明らかにし、将来の大規模災害対策に役立てること
を目的とする。 
 
【方法】 
 宮城県内の精神科医療機関における震災後 1 年間の患者動向についての調査を行
った。対象は、宮城県内の精神科・心療内科を標榜する病院、診療所で、平成 24 年
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4 月に調査票を郵送し各病院における診療録等による後方視調査を依頼した。調査項
目は、各医療機関の被害程度、震災直後、および震災後 1 年間の新患患者数、再来患
者数、入院患者数、震災と関連した急性ストレス性障害（ASD）と心的外傷後ストレ
ス障害（PTSD）患者数、災害対策の改定した点などであった。また追加調査として、
震災による大きな被害を受けた宮城県沿岸地域の A 市の 2 つの精神科病院を含む、宮
城県内の 4つの精神科病院に注目し、震災後 1年間、および震災前 3年間の外来患者、
入院患者の状況を調査した。さらに協力を得られた宮城県内の 2 病院において、その
診断の内訳や入院のきっかけ等について診療録の調査を行った。 
 
【倫理的配慮】 
本調査は東北大学大学院医学系研究科倫理委員会の承認を得た上で行われた。 
 
【結果】 
津波により県内の 3 つの精神科病院が直接的な被害を受け、その内 2 つの精神科
病院は病院機能が停止し、入院患者の転院が必要となった。4 病院の機能が大幅に低
下し、外来や入院の受け入れが不能となった。 
被災地域に近く、医療継続ができた一部の病院で直後の 3 月に新患患者数が大幅
に増加した（図 18）。精神疾患以外の患者が、最寄りの医療機関として精神科を受診
したケースが多かった（図 19）。一方、PTSD のために精神科病院を受診する患者は
少数であった。震災後の再来患者数は、直後の 3 月に減少していた病院が多かったが、
その後の増減については病院間で差を認めた（図 20）。 
県全体では、新入院数は 3 月に増加していた（図 21）。その後は震災前の 12 ヶ月
と比べて患者数に大きな違いは認めなかった。被災地域に近く、機能を維持していた
精神科病院では、震災直後期の 3 月の新患患者数、入院患者数がともに増加していた。
被災地域に近く、機能を維持していた 3 病院において、発災後 8 週間の新入院患者の
内訳をみると、精神病圏の患者が最も多かった（図 22）。一部の精神科病院（精神科
2 病院）で入院のきっかけを調べたところ、震災に関連するものが 6 割を超えていた。
震災を契機に服薬を中断し入院に至ったケースも認めた（図 23）。発災後、多くの精
神科医療機関が災害対策の大幅な改定を迫られた。燃料、食糧の備蓄や、その保管場
所、衛星電話などの通信手段の確保、避難訓練の見直し、地域ネットワークの見直し
などが必要であるとの回答が得られた。 
 
【考察】 
東日本大震災後では、宮城県では 3 つの病院が津波被害に遭い、その他の病院でも
様々な被害が認められた。直後期から急性期にかけて、精神科病院の外来、入院患者
の動向に著しい変化を認め、その特徴は被災状況によって異なっていた。被災中心地
域で機能していた精神科病院には、精神疾患をもつ患者以外の地域住民も医療を求め
て多数来院し、精神疾患のみならず身体疾患をもつ患者の支援が行われた。発災直後
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期から急性期にかけて、宮城県の精神科入院患者数は全体として増え、特に、統合失
調症圏の患者の新入院数が増えた。震災の直接的な衝撃（地震、津波、避難）、およ
びその後の避難生活、環境の変化は、脆弱性を抱えながら地域で生活していた精神病
圏の患者に、より強く影響を及ぼした可能性が示唆された。地域の被災程度、復興状
況、通院状況の変化など、多様な因子が受診行動に影響していると考えられた。 
 
【臨床的意義・臨床への貢献度】 
大規模災害においては、精神科医療機関が直接被害を受ける可能性がある。直後～
急性期には、被害を受けた病院からの転院の受入、被災により病状を悪化させたり、
地域生活が困難になる患者の入院需要が急増する可能性があることが明らかとなっ
た。また、被災地において機能した精神科病院では、自院の患者だけではなく、他院
の精神科患者、一般身体科の患者が受診するなど、災害医療において重要な機能を果
たすことが明らかとなった。本調査の結果からは、平時から精神科医療機関は災害を
想定した連携や協力のための体制を整備する必要があることや、直後・急性期に精神
科医療機関を支援する体制の整備が重要であることが示唆された。 
 
 
 
 
 
 
  
図 18.  月毎の新患患者数 
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図 19.  発災から 1 か月間の新患患者の内訳（平成 23 年 3 月 14 日～4 月 10 日） 
図 20.  月毎の再来患者数の推移（前年(平成 22 年 3 月～平成 23 年 2 月)の平均との比較） 
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図 22.  疾患分類別の新入院患者の内訳と推移（被災地、被災地近郊の 3 病院） 
図 21.  月毎の新入院患者数の推移（被災病院からの転院含む） 18 病院 
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図 23.  精神科 2 病院の発災後 8 週間の新入院患者の詳細 
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４．精神疾患の予防と早期介入に関する研究 
 
研究実施者 
松岡洋夫  医学系研究科 精神神経学分野 教授 
松本和紀  医学系研究科 予防精神医学寄附講座  准教授 
大室則幸  病院精神科 助教 
桂 雅宏  病院精神科 助教 
濱家由美子 病院精神科 助手 
砂川恵美  病院精神科 心理士 
小原千佳  医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
菊池達郎  医学系研究科 精神神経学分野 大学院生 
 
１）精神病発症リスク状態（At-Risk Mental State：ARMS）の長期予後研究 
 
【研究の背景】 
東北大学病院精神科 SAFE クリニックでは平成 27 年 1 月 31 日までに早期精神病
の疑われる 518 名と接触し、うち 494 名のスクリーニングを実施、精神病発症リス
ク状態（At-Risk Mental State：ARMS）121 名、初回エピソード精神病（First Episode 
Psychosis：FEP）96 名に関して研究参加同意を得た上で追跡を実施した。平成 26
年 3 月 31 日までに追跡開始された 118 名の ARMS について、インテイク後最低半
年以上が経過した時点で Kaplan-Meier 法による FEP 移行率を推定したところ、48
ヶ月時点で 20.4±4.9%であった。 
メタ解析(27 研究 2502 名)による ARMS の FEP への移行率は 3 年間で約 36％で
あるが(Fusar-Poli；2013)、報告される移行率は年々低下傾向にあり、本施設でも近
年の欧米の大規模研究の結果と同等の移行率を示す ARMS の集団が得られていた。
ARMS の診断が高い確率で FEP 発症を予測する一方で、ARMS は必ずしも FEP へ
移行するものではなく、異種的な病態を含み、多様な予後を示す集団であることが知
られている。そのため、ARMS の経過研究により、FEP への移行を予測する因子に
ついて検討が必要となっている。 
そこで、ARMS の FEP 移行群と非移行群のインテイク時における臨床評価につい
て比較を行った。過去の研究から、陽性症状、精神病の家族歴、社会機能が予後を予
測する可能性が高いと考えられたため、SAFE クリニックの事例においてこれらの因
子が予後を予測する否かを検討した。 
 
【方法】 
対象は、SAFE クリニックにおいて追跡された ARMS121 名のうち、（平成 25 年 7
月 31 日時点で）インテイクから 1 年以上の経過が判明している 83 名（平均追跡期間
1167±993 日、うち 14 名が FEP を顕在発症）である。 
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この 83 名を、最終追跡時点までの経過に応じてサイコーシス移行群と非移行群とに
分類し、ベースライン時の調査項目について 2 群比較した。ARMS の診断基準に用
いられる減弱精神病症状（Attenuated Psychotic Symptoms: APS）は、ARMS の包
括評価（Comprehensive Assessment of ARMS: CAARMS）による評価を活用した。
その他に、陽性・陰性症状尺度（Positive and Negative Syndrome Scale: PANSS）、
機能の全体的評定（The Global Assessment of Functioning: GAF）の結果を用いた。 
本研究は東北大学大学院医学系研究科の倫理委員会の承認を得て、ヘルシンキ宣言を
遵守して施行された。参加者には、書面と口頭による説明を行った上で、書面による
同意を得て実施した。 
 
【結果】 
移行群と非移行群の臨床指標の比較、CAARMS の下位項目の比較、CAARMS の
APS の基準を満たした項目数の比較をそれぞれ、表 7，8，9 に示した。 
この結果、移行群と非移行群において統計学的に差を認め、1 年以上先の精神病移
行の予測因子として役立つ可能性があるのは、PANSS の陽性症状、総合精神病理尺
度の各合計点の高得点、CAARMS の陽性症状強度得点の合計の高得点、普通でない
思考：一級症状に関連する自我障害の高得点、解体した会話：形式的思考障害の高得
点、感情の障害：観察される不適切な感情や感情鈍麻、主観的な情動の障害の高得点、
および、CAARMS 陽性症状の該当項目数：3 項目以上であった。社会機能の低下、
家族歴については、予後と関連しなかった。 
 
 
 
 
 
  
表 7.  移行群と非移行群の臨床指標の比較 
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【考察】 
ARMS の精神病移行のリスク因子としては、過去に欧米からの報告がなされてい
る。メルボルン PACE の長期追跡研究では（Yung AR, 2004; Nelson B, 2011; 2012）、
思考内容の異常、 BLIPS の基準に該当、APS の長期持続、最近の APS 体験、抑う
つ、注意の低下、陰性症状、低い全般機能、最近の機能低下、サイコーシスの家族歴、
ベースライン時期が古いことがリスク因子としてあげられている。また、北米多施設
NAPLS（Cannon TD；2008）では、不自然な内容の思考／妄想の高得点、猜疑心／
被害念慮の高得点、社会機能の障害、最近の全般機能低下、精神病の家族歴、物質乱
用の既往が挙げられた。欧州多施設研究の EPOS（Ruhrmann S；2010）では、陽性
症状、不自然な内容の思考／妄想な内容の思考／妄想、統合失調型パーソナリティ障
害、過去 1 年の機能、教育年数、睡眠障害が挙げられた。 
表 9.  移行群と非移行群の APS の該当項目数 
表 8.  移行群と非移行群の CAARMS 下位項目の比較 
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本研究ではこのうち、APS における妄想性思考、特に、一級症状が減弱した形で
出現する CAARMS の普通でない思考内容、形式的思考障害を評価する CAARMS の
解体思考が精神病の移行を予測するという過去の研究を再現した。さらに、陰性症状
に含まれる感情障害について、予測指標として役立つ可能性が指摘された。一方で、
社会機能や精神病の家族歴については、精神病の予後予測と関連しなかった。 
我々の結果のうち、APS の診断基準該当項目数が、移行群ほど高いという結果は
注目すべきと思われる。特に、CAARMS の陽性症状項目 4 項目のうち 3 項目以上を
満たした場合の FEP への移行率は 50%であった。一般的な身体疾患においても、疾
患のリスクを予測するためにはリスク因子の数を用いるものがある。今後は、ARMS
においても、予後予測についてより妥当性の高いリスク因子を同定し、そのリスク因
子を組み合わせることで、予後予測に役立てることが期待される。 
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２）ARMS の認知機能とうつ症状、機能との縦断的関係について  
 
【研究の背景】 
ARMS は精神病の発症リスクについて前方視的に捉えた概念であるため、ARMS
と判定された症例が、実際にその後精神病に移行するのかどうかは、その時点では判
断できないという問題が存在する。このため、ARMS の転帰を予測しうる因子につい
ての研究がなされており、特に、認知機能障害がその候補として着目されている。 
認知機能障害は統合失調症において顕著に障害されることが知られており、注意障
害、記憶障害、処理速度の低下、遂行機能障害などの幅広い領域において症状が認め
られることが明らかになっている。これらの認知機能障害は、FEP や ARMS でも認
められることが明らかとなっている。一方で、ARMS の臨床像は、単に統合失調症の
病態が弱まったものと相同ではない。ARMS の患者はうつや不安といった非精神病性
の症状や心理社会的な問題を抱えることが多く、精神病に移行しない場合でも長期的
に精神科的ケアを必要とする者も多い。したがって、ARMS は精神病性障害に近縁で
はあるが、異種性の高い一群であり、統合失調症を代表とする精神病性障害とは異な
る視点からも病態を検討すべきであると考えられている。 
特に、うつに関しては、ARMS 症例の多くに気分障害（特に大うつ病性障害）の
診断がなされやすいこと、うつ病の治療として有効とされている認知行動療法が
ARMS に対しても効果があるということ、抗うつ薬による治療が ARMS の精神病へ
の移行率を低下させるということなどが、過去の研究結果から示されている。このた
め、うつ症状は ARMS の臨床像に大きな影響を与えていると考えられる。 
われわれは、先行研究において ARMS における認知機能が顕在発症後の FEP 同様
に障害されており、ARMS における認知機能障害とうつ症状がベースライン時点で相
関することを明らかにした (Ohmuro ら、2015)。しかし、これまでうつ病性障害に
おいてうつ症状と認知機能低下との関係を示した研究はいくつか存在しているが、
ARMS のうつ症状と認知機能について着目した研究はこれまで乏しく、ARMS にお
いてうつ症状が改善すると同時に認知機能も改善するのか、それとも改善せずに認知
機能低下は固定するのかといったことについて調べた縦断研究はこれまでに存在し
ない。 
本研究では、ARMS におけるうつ症状の改善度と認知機能の改善度の相関関係の有無
について調べることで、ARMS における認知機能障害の本態について、うつ症状との
関連の面から明らかにすることを目的とする。また、認知機能の改善が機能の改善と
関係するのかどうかについても明らかにする。 
 
【方法】 
対象とした ARMS は、ARMS の包括的評価（the Comprehensive Assessment of 
At-Risk Mental States: CAARMS）日本語版により ARMS と判定された 14～35 歳
の患者を研究に組み入れた。ただし、器質性の神経疾患や重篤な身体疾患の既往のあ
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る場合、明らかな精神遅滞のある者は除外された。ARMS 群に関しては、東北大学病
院精神科の早期精神病専門外来である SAFE クリニックの患者で、概ね初診後 1 ヶ
月以内に、ベースライン評価として、後述の検査、評価が行われた。また、初診後お
よそ 6 ヶ月後および 1 年後に認知機能、抑うつ症状、機能の評価を実施した。 
本研究は東北大学医学部倫理委員会の規定に基づいて行われ、倫理的配慮の上、イン
フォームドコンセントに同意した方を対象に実施された。 
 
評価については以下を実施した。 
認知機能：統合失調症認知機能簡易評価尺度（Brief Assessment of Cognition in 
Schizophrenia: BACS） 
Keefe ら (2004) によって作られた神経心理バッテリー課題であり、日本語版は
Kaneda ら (2007) によって翻訳され、妥当性が確認されている。言語性記憶と学習、
ワーキング・メモリ、運動速度、言語流暢性、注意と情報処理速度、遂行機能の 6 項
目について評価がなされた。本研究においては、われわれが以前に行った研究の健常
者 30 人のデータをもちいて標準化したスコアを Composite Z スコアとし、認知機能
の指標とした。 
 
うつ症状の評価：陽性陰性症状尺度（Positive and Negative Syndrome Scale: 
PANSS）：うつの項目を客観的な抑うつの強さの指標とした。 
ベック抑うつ質問票（Beck Depression Inventory-II: BDI-II）：自己記入式の抑うつ
評価のための尺度であり、主観的な抑うつの強さの指標とした。 
 
機能についての評価：機能の全体的評定尺度（The Global Assessment of 
Functioning: GAF）：全般機能の評価尺度。症状の重篤度を含めた心理的な側面と、
社会的、症候的な側面を総合的に評価し、0～100 で評価される。機能が高いほど高
得点となる。 
社会機能尺度日本語版（Social Functioning Sacle Japanese Version: SFS-J）：「引き
こもり」「対人関係」「自立（実行）」「社会活動」「自立（能力）」「レクリエーション」
「雇用」の７つの評価項目からなる自己記入式の社会機能評価尺度であり、今回は全
項目の合計得点を用い解析を行った。  
知的機能の簡易評価 Adult Reading Test：）を病前 IQ の推定のために用いた。 
 
統計解析 
対象群の認知機能指標（BACS Composite Z スコア）、うつ症状の指標（PANSS のう
つおよび BDI-II 合計点、）、機能指標（GAF および SFS 合計点）のそれぞれについ
て反復測定の分散分析を行った。また、認知機能指標とうつ症状の指標の縦断的変化
（インテイク時から6ヶ月後およびインテイク時から12ヶ月後）同士の相関関係と、
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認知機能指標と機能の指標の縦断的変化（インテイク時から 6 ヶ月後およびインテイ
ク時から 12 ヶ月後）同士の相関関係を Pearson の相関分析を行い解析した。 
統計解析は Windows 版の SPSS（バージョン 17.0）を使用し、各検定の有意水準は
5%（両側）に設定した。なお、今回の相関解析においては、少ない例数で探索的に
解析を行うため、検定の多重性による第一度の過誤の確率の増加を考慮せず、有意水
準には補正を行わずに解析した。 
 
【結果】 
 
例数  61 人 
性比  (M:F)  21:40  
検 査 時 年 齢
（SD）  
20.1 (4.2) 歳 
教育年数（SD） 12.1 (2.2) 年 
JART による 
予測 IQ (SD) 
100.2 (10.3 ) 
 
61 人がインテイクされ、追跡を開始された。ただし、中途での脱落や 6 ヶ月後もし
くは 12 ヶ月後の評価ができなかった者もおり、以下の結果はこれらの欠損データを
除いて解析を行ったものからなる。（それぞれの結果に、解析に用いられた例数を併
記する。） 
 
認知機能の縦断変化 
BACS の Composite Z スコアの反復測定の分散分析の結果、被検者内効果の球面性の
仮定に対する F 値は 11.35 で p<0.001、n=28 と有意な縦断的変化を認めた（図 24）。 
 
表 10.  対象群の人口統計学的データ 
－ 56 －
56 
 
 
 
 
 
 
 
 
うつ症状と機能の縦断変化 
PANSS のうつ、BDI-II 合計点、GAF<SFS 合計点のそれぞれについて反復測定の
分散分析を実施した結果、被検者内効果の球面性の仮定に対する F 値、p 値、例数は、
PANSSのうつについてF=17.90、p<0.001、n=34、BDI-IIについてF=12.55、p<0.001、
n=29、GAF について F=16.33、p<0.001、n=33、SFS 合計点について F=8.60、p=0.001 
n=26 と全ての項目において有意な縦断的変化を認めた（図 25）。 
図 24.  認知機能縦断変化 
図 25.  うつ症状と機能の縦断変化 
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認知機能の改善度とうつ症状の改善度の相関 
インテイク時から 6 ヶ月後までにおける BACS Composite Z スコアの改善度と、
同期間における PANSS のうつの改善度は、有意に相関していた (r=-0.40、p=0.01、
n=37)。同様にインテイク時から 12 ヶ月後までにおける BACS Composite Z スコア
の改善度と、同期間における PANSS のうつの改善度も、有意に相関していた 
(r=-0.44、p=0.02、n=28)。また、インテイク時から 6 ヶ月後までにおける BACS 
Composite Z スコアの改善度と、同期間における BDI-II の得点の改善度も有意に相
関していた (r=-0.34、p=0.04、n=35)。一方、インテイク時から 12 ヶ月後までにお
ける BACS Composite Z スコアの改善度と、同期間における BDI-II の得点の改善度
は、相関を認めなかった (r=-0.08、p=0.70、n=27)。 
 
認知機能の改善度と機能の改善度の相関 
インテイク時から 6 ヶ月後までにおける BACS Composite Z スコアの改善度と、
同期間における GAF の改善度は、有意な相関を認めなかった (r=0.13、p=0.45、n=36)。
一方で、インテイク時から 12 ヶ月後までにおける BACS Composite Z スコアの改善
度と、同期間における GAF の改善度は、有意に相関していた (r=0.52、p=0.005、n=27)。
インテイク時から 6 ヶ月後までにおける BACS Composite Z スコアの改善度と、同
期間における SFS 合計点の改善度は、有意水準には届かなかったが、傾向レベルの
相関を認めた (r=0.33、p=0.08、n=29)。一方、インテイク時から 12 ヶ月後までにお
ける BACS Composite Z スコアの改善度と、同期間における SFS 合計点の改善度も
有意な相関を認めなかった (r=0.24、p=0.25、n=25)。 
 
【考察】 
今回の研究結果からは、ARMS において、認知機能、うつ症状、機能とも縦断的
に改善することが認められた。とりわけうつ症状は、最初の 6 ヶ月間で大きく改善す
ることが明らかになった。本研究にリクルートされた ARMS 症例は、認知行動療法
などの心理療法や必要に応じて薬物療法を受けており、これらの治療的介入が奏功し、
うつ症状の回復に貢献した可能性も考慮される。この最初の 6 ヶ月のうつ症状の改善
と認知機能の改善に相関が認められていることも興味深い。われわれの先行研究 
(Ohmuro ら、2015) によれば、ベースラインにおいて、ARMS の認知機能障害がう
つ症状の重症度と有意に相関することが示されていたが、今回の結果は、その知見を
さらに拡張し、うつ症状の改善が認知機能の改善と相関するということを明らかにし
た。このことからは、ARMS の認知機能障害には、状態依存的で可逆的な要素も多く
含まれており、ARMS に認められやすいうつ症状と大きく関わっていることが示唆さ
れる。一方、全般機能の改善と認知機能の改善との有意な相関は、最初の 6 ヶ月にお
いては認められなかったものの、インテイクから 12 ヶ月の間では認められた。認知
機能の改善に伴う全般機能の回復は、うつ症状の回復からは遅れて生じる可能性があ
るといえるかもしれない。 
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 本研究の限界としては、高い中断率などの要因のため、6 ヶ月後、12 ヶ月後の各指
標を得ることができた例数が少なく、検出力の低下を招いた可能性が指摘される。さ
らに、これらデータを得られた症例群とそうでない症例群の間に、系統的なバイアス
が存在する可能性も否定できない。また、ARMS の縦断的な治療は統制を行わずにな
されており、これらの治療の内容が今回の縦断的な変化に大きく作用した可能性があ
るため、今回の結果の一般化についても一定の限界が存在するといえる。また、健常
対照群の認知機能を縦断的に評価していないため、学習効果などによる縦断的な認知
機能の改善の影響をみることはできなかった。 
今回の研究によって、ARMS の認知機能、うつ症状、機能がそれぞれ縦断的に改
善すること、そしてうつ症状の改善と認知機能の相関は治療開始後 6 ヶ月後において
もっとも顕著であることが示された。ARMS においてベースライン時に存在していた
認知機能障害は、ベースライン時のうつ症状と相関するが、認知機能障害は状態依存
的であり、うつ症状の改善と相関し、早期に改善する可能性があることが明らかにな
った。 
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３）ARMS の薬物療法についての調査 
 
【研究の背景】 
抗精神病薬は ARMS において、FEP への移行率を低下させる効果がある(van der 
Gaag M,2013)と示される一方、抗精神病薬投与群は非投与群と比較して移行率に有
意差を認めない(McGlashan TH,2006)という報告もある。さらに、処方時期と移行の
関係において、その実態については言及した報告は少ない。そこで、主治医が実施し
た抗精神病薬処方状況について後方視的に調査し、薬物療法と予後指標との関連を検
討した。 
 
【方法】 
ARMS の専門外来である当科 SAFE クリニックの向精神薬の使用ガイドラインに
準拠した条件下(IEPA のガイドラインに示された要件に該当すると判断した場合や
患者の希望や症状のため前医からの処方を中止することが困難な場合は投与を検討)
で、抗精神病薬は使用された。 
当外来で 2014 年 3 月 31 日までにインテイクされた 118 名に対して、 
1)インテイク以前の抗精神病薬処方、追跡期間中の処方、最終的な追跡時点での処方
の有無とサイコーシス顕在発症の有無との関係を調べた。 
2) 12 か月時点での処方の有無と移行の関係を調べた。 
 
【結果】 
1) 抗精神病薬使用状況を表 11 に分類した。118 名中 47 名(39.8％)がベースライン時
点で抗精神病薬を処方されていたが、そのうち移行した者は 3 名(6.4％)であった。ま
た、移行前に 1 回でも処方されたものは 118 名中 48 名(40.7％)であり、そのうち移
行した者は 8 名(16.7％)であった。さらに、追跡中の全期間で 1 度でも処方された者
は 118 名中 56 名(47.5％)であり、そのうち移行した者は 16 名(28.6％)であった。ま
た、最終追跡時点で使用していたものは 118 名中 31 名(26.3％)であり、そのうち移
行した者は 14 名(45.2％)であった。移行後に処方された者を含むため、追跡中の全期
間で 1 度でも処方された者、最終追跡時点で使用した者については移行者と非移行者
との比率に有意差を認めたが、受診前、移行前の処方は移行を有意に予測するもので
はなかった。 
 
2) 12 か月時点の抗精神病薬の処方状況を図 26 に示した。移行前に処方されていた
12 名中 1 名(8.3％)、移行前に処方のなかった 59 名中 4 名(6.8％)が、12 か月以降に
移行した。 
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抗精神病薬 人（％） 移行者 (%) p 
受診前に 
処方あり 
47 (39.8%) 3/47 (6.4%) 0.098 
移行前に 
1 回は使用 
48 (40.7%) 8/48 (16.7%) 0.426 
全期間で 
1 回は使用 
56 (47.5%) 16/56 (28.6%) 0 
最終追跡時点で
使用(移行者含) 
31 (26.3%) 14/31 (45.2%) 0 
 
 
【考察】 
本研究では当クリニックでの治療開始前に 47 名(39.8％)が抗精神病薬の使用歴が
あり、56 名(47.5%)が追跡中に１回は使用された。この結果は ARMS と判定されて
新たに抗精神病薬が処方される割合が 25～35％(Cannon TD,2008; Ruhrmann 
S,2010; Fusar-Poli P,2012)という報告と概ね一致し、台北では 79.7%(Liu CC,2011)
が抗精神病薬で治療を開始され、ソウルでは 65.2％(Kwon JS,2012)が追跡中に抗精
神病薬が処方されたという他のアジア地域の報告に比べて使用率が低かった。よって
この結果は、アジア地域においても西欧諸国と同様に抗精神病薬の処方割合を下げ、
抗精神病薬処方の適用を適切に判断することで過剰投与を避けられる可能性を示し
ている。また、追跡中に 1 回は使用した者は 47.5％であったが、最終追跡時点(平均
移行前処方
あり(12名)
10%
移行後処方
あり(6名)
5%
移行前処方
なし(59名)
50%
移行後処方
なし(2名)
2%
脱落(39 名)
33%
表 11.  抗精神病薬の処方状況と移行者の比率(N=118) 
図 26.  12 か月時点での抗精神病薬使用状況(N=118) 
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追跡期間 950 ± 782 日)では 26.3％、脱落者を含むものの 12 か月時点では 15.3％で
あり、抗精神病薬による治療が必要であるのは、ARMS の一部の者であり、かつ、必
要な期間も限定的である可能性が示唆された。 
一方、受診前に処方のあった者と、移行前に 1 回は使用した者のうち、後の移行率に
おいて有意差は認めなかった。また、12 か月時点で移行前に処方されていた 12 名中
1 名(8.3％)と移行前に処方のなかった 59 名中 4 名(6.8％)と、概ね同等の割合で 12
か月以降に移行しており、抗精神病薬が移行率を抑制するという直接的な結果は得ら
れなかった。しかし、移行のリスクの高い者に選択的に処方されていた影響が関与し
ている可能性もあり、今後抗精神病薬の有用性を検討するためにはより厳密な手法を
用いた介入研究が必要である。 
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４）初回エピソード精神病（First Episode Psychosis: FEP）の 抗精神病薬の変更を
予測する因子の検討 
 
【研究の背景】 
初回エピソード精神病（First Episode Psychosis: FEP）の薬物治療においては、
大規模臨床研究にて、初回選択された単剤の抗精神病薬について検討が行われている。
しかし、初回選択された抗精神病薬において、後の切り替えの頻度やタイミング、切
り替えの予測因子に関する報告は少ない。そこで、東北大学病院 SAFE クリニックで
のFEPにおける抗精神病薬使用について、初回選択とその後の 1年の状況を調査し、
インテイク時の臨床的特徴が、薬剤切り替えを予測するかを後方視的に検討した 
 
【方法】 
東北大学病院精神科において FEP と診断され、当院治療前に 2 週間以上の抗精神
病薬の処方歴がない 60 名を対象に診療録より抗精神病薬の使用状況を後方視的に調
査した。 
1 年以上経過した 45 名については、第一選択使用した抗精神病薬を 1 年経過中に変
更したか否かで分類し、ベースライン時の調査項目を 2 群（1 剤継続群 vs 薬剤変
更群）で比較した。 
本研究は東北大学大学院医学系研究科の倫理委員会の承認を得て、ヘルシンキ宣言を
遵守して施行された。参加者には、書面と口頭による説明を行った上で、書面による
同意を得て実施した。 
 
【結果】 
調査対象となった 60 例の平均年齢は 22.8(SD 6.0)で、男性は 19 例(31.7％)、女性
は 41 例(68.3％)、入院で治療を開始した患者は 24 名(40.0％)、外来で治療を開始し
た患者は 36 名(60.0％)であった。 
DSM-IV の診断では、統合失調症が 39 人（65.0%）、統合失調症様障害が 4 人（6.7%）、
統合失調感情障害2人(3.3％)、妄想性障害2人(3.3％)、短期精神病性障害6人(10.0％)、
特定不能の精神病性障害が 5 人（8.3%）、精神病の特徴を伴う気分障害 2 人（3.3%）
(双極性障害 1 人、大うつ病性障害 1 人)であった。 
治療開始より 12 か月経過した時点において、60 例中 20 例(33.3％)は初回に選択した
抗精神病薬を継続していた。25 例(41.7％)は薬剤変更を要し、15 例(25.0％)は脱落し
た。治療から脱落した 15 名の内訳は、転医 9 名、通院自己中断(理由不明)は 6 名で
あった。 
入院患者 24 例において第 1 選択の内訳はリスペリドン（RIS）13 例(54.2％)、オ
ランザピン（OLZ）1 例(4.2％)、アリピプラゾール（ARZ）3 例(12.5％)、ペロスピ
ロン（PES）2 例(8.3％)、ブロナンセリン（BNS）5 例(20.8％)であった。外来患者
36 例において、第 1 選択の内訳は RIS9 (25.0%)、OLZ4 例(11.1％)、QUE1 例(2.8％)、
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ARZ12例(33.3％)、PES2例(5.6％)、BNS6例(16.7％)、PAL1例(2.8％)、FGA1例(2.8％)
であった。 
治療開始時は RIS の処方割合が 22 例(36.7％)と最も多かった。経過の中で薬剤変更
がなされ、次第に RIS の処方割合が減少し、全体として様々な種類の第二世代抗精神
病薬へと分散していた。 
1 年経過時では 45 例(75.0％)が外来での通院治療を継続していたが、このうち 4
例が寛解により抗精神病薬が中止されていた。またこの 4 例の診断内訳は統合失調症
2 例、短期精神病性障害 1 例、双極性障害 1 例であった。また、一年経過時に治療を
継続し、単剤あるいは処方なしで経過していた患者の割合は 45 例中 42 例(93.3％)で
あった。 
12 か月治療を継続した 45 例(75.0％)は、一剤継続群 20 例(33.3％)と薬剤変更群
25 例(41.7％)に分類された。2 群において、インテイク時データにおける年齢、性比、
入院率、PANSS、GAF、CGI において有意差は認めなかった。 
薬剤変更群 25 例において、第 1 選択の抗精神病薬を変更した理由は、「有害事象
のため変更した」13 例(52.0％)、「効果不十分のため変更した」9 例(27.3％)、「効果
不十分のため変更したかつ有害事象のため変更した」3 例(12.0％)であった。 
薬剤変更群 25 例のうち、変更により使用した(主剤として用いた抗精神病薬の)種
類数は、2 剤 12 例(48.0%)、3 剤 7 例(28.0％)、4 剤 5 例(20.0％)、5 剤以上 1 例(4.0％)
であった。 
 
【考察】 
本研究では、1 年経過時に当院での治療を継続していたのは 45 例であり、このう
ち 25 例は経過中に抗精神病薬の切り替えを要した（45 例の 56%）。インテイク時の
指標で、FEP における 1 年間での抗精神病薬切り替えを予測する因子は認められな
かった。過去の、統合失調症 648 例の研究（Haya Ascher-Svanum；2010）におい
ては、既存のうつ病、女性、PANSS 抑うつ・不安が試験期間 1 年における抗精神病
薬の切り替えの有意な予測因子だったが、本研究では、こうした特徴は認めなかった。
一方で、過去の研究（Haya Ascher-Svanum；2010）と同様に、インテイク時の陽性
症状や陰性症状は、抗精神病薬の切り替えを予測しなかった。 
治療開始時はリスペリドンの処方割合が 22 例(36.7％)と最も多かったが、次第に
その他の薬への変更が進み、1 年経過した時点では全体として、様々な種類の第二世
代抗精神病薬へと分散していた。効果や副作用の影響が考慮されて、特定の種類の抗
精神病薬に偏ることなく、各個人に対して最適化が試みられている可能性が示唆され
た。 
また、1 年時に追跡されていた患者のうち 8.9%は寛解により抗精神病薬中止で経
過観察されていた。寛解した一群については、さらに経過を慎重に観察していく必要
がある。 
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FEP の抗精神病薬の使用に当たっては、初回選択についての議論が多いが、抗精
神病薬の切り替え方法、切り替えるタイミング、切り替える際の薬剤選択についても
今後研究が進められていく必要がある。 
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５）日本における ARMS への CBT の実施可能性を検討する臨床試験 
 
【研究目的】 
統合失調症などの精神病性障害は 10～20 代にかけて顕在発症することが多い。顕
在発症前には、不安、抑うつ、対人恐怖、妄想的思考、異常知覚体験などの症状に加
え、不登校、ひきこもり、就労困難など社会的機能も低下する。このため、前駆期に
適切な治療介入を行うことで、精神病への発症を食い止めたり、遅らせたり、長期予
後を改善させるための方法が模索されてきた。メルボルンの PACE クリニックのグル
ープは、精神病を発症するリスクが高い精神状態（At-Risk Mental State: ARMS）
の診断基準を開発し、現在この基準は世界的に広く用いられている。ARMS の基準を
満たした者が、実際に精神病を発症するリスクは 2 年間でおよそ 30％とされている。 
ARMS にはこれまで抗精神病薬、認知行動療法（Cognitive Behavioral Therapy: 
CBT）などの治療方法が検討されてきた。抗精神病薬は、精神病症状を軽減する効果
はあるが、治療中断率や副作用の出現率が高く、国際ガイドラインでは例外的な場合
を除き初期治療としては勧めていない。このため薬物療法以外の方法として CBT へ
の関心が高まっている。CBT は、うつ病や不安障害に対する治療法として効果が確
立されており、安全性が高く、若者が好む治療法と考えられている。ARMS では、抑
うつや不安を訴える者も多く、こうした症状の軽減効果も期待される。これまでに英
国、オランダ、ドイツのグループが精神病の移行率を低下させる効果を報告している。 
一方、わが国の一般的な医療現場では、ARMS の基準を満たす若者は、統合失調
症と同様に抗精神病薬を中心とした治療がしばしば行われる。しかし、なかには副作
用が強く出現したり、必要以上長期に抗精神病薬が処方されたり、必要でない患者に
まで抗精神病薬が使用されたりすることが懸念されている。また、抗精神病薬の服薬
を希望しない患者への治療が困難という問題もある。こうした患者では、CBT での
治療を検討すべきであるが、わが国では ARMS に対する CBT は普及しておらず、そ
の効果も検証されていないため、この治療を受けることは極めて難しい。このため、
わが国においても ARMS に対して CBT を実施し、効果を検証する研究が今後行われ
る必要がある。 
そこで、今回の報告では多施設共同の現在までの進捗状況について報告する。 
 
【方法】 
日本における At-Risk Mental State への認知行動療法の実施可能性を検討する臨
床試験プロトコルと CBT for ARMS 実施ガイドラインにもとづき、症例の登録と治
療を開始する。なお、これらは、東北大学病院の倫理委員会にて承認を受けた。また、
東邦大学、富山大学、奈良医科大学においても同プロトコルの倫理申請が承認されて
いる。 
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【結果】 
CBT 導入症例の一覧につき表 1 に示す。研究開始後、現時点で、14 例が登録され、
通常治療に付加する形で CBT による治療を開始されている。14 例中、9 例について
は、最大 6 ヶ月間の CBT セッションが終結しており、うち 8 名は、12 ヶ月後の最終
評価が完了し、追跡が終了している。 
そのうち東北大学では 7 例の症例登録がなされ、5 例については、最大 6 ヶ月間の
CBT セッションが終結しており、うち 4 名は、12 ヶ月後の最終評価が完了し、追跡
が終了している。脱落は 1 例であり、10 回の CBT セッションが行われた時点で通院
中断となっている。全例ともに 12 ヶ月間の追跡終了時点もしくは通院最終日時点で、
この間における精神病への移行や抗精神病薬治療の開始はなく、入院や、その他の有
害事象などの出現も認められていない。 
CBT は、毎回のセッションの内容が、セラピストによって実施記録票にまとめら
れ、CTRS を用い、CBT へのフィデリティの自己評価を毎回行っている。また、毎
回の CBT の内容については、録音内容に基づき、施設内でのスーパーバイズが全例
につき実施されている。 
 
【考察】 
今回、ARMS に対する CBT による治療の実施可能性を検討するための多施設共同
の介入試験を開始した。このような、ARMS に対する CBT を用いた介入試験は国内
で例がなく、今回は特に実施可能性についての検討を行っている。研究が開始されて
から全体で 14 例、東北大学では 7 例の症例が登録され、順調に登録数が集まってい
るといえる。 
現時点で、CBT 自体は、国内で気分障や不安障害などの精神障害に対しても実施
されるようになりつつあり、一部では精神病性障害に対して実施される場合も増えつ
つある。CBT は侵襲性が低く、比較的安全に実施できる治療法であるといえるが、
今回、東北大学にて ARMS に対し CBT による治療を施行した際にも、現時点で有害
な事象はなく、安全に施行ができている。 
本研究では、CBT の質を確保するために、セラピストによる CTRS を用いた CBT
の遵守度のチェックと、セッションの録音内容に基づき、施設内でのスーパーバイズ
が実施されている。これらも特に問題なく現時点で実施が可能であった。 
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B．被災地支援に関わる活動 
１．みやぎ心のケアセンターへの専門職の人材派遣 
主な支援内容 
・講演、個別相談、調査打合せ、事例へのアドバイス、事例検討、 
職場のメンタルヘルス対策についてのアドバイス、同行訪問、会議出席 
 
氏 名 専 門 所 属 
支援
回数 
支援時期 
松本和紀 医師 予防精神医学寄附講座 58 2011 年 10 月～2014 年 9 月
高橋葉子 看護師 予防精神医学寄附講座 133 2011 年 10 月～2014 年 9 月
内田知宏 心理士 予防精神医学寄附講座 62 2011 年 4 月～2013 年 3 月
前澤裕子 心理士 予防精神医学寄附講座 5 2012 年 4 月～2012 年 9 月
越道理恵 心理士 予防精神医学寄附講座 30 2012 年 10 月～2013 年 3 月
長尾愛美 心理士 予防精神医学寄附講座 20 2014 年 4 月～2014 年 9 月
阿部幹佳 看護師 予防精神医学寄附講座 21 2014 年 4 月～2014 年 9 月
桂 雅宏 医師 精神神経学分野/ 
東北大学病院 59 2011 年 10 月～2014 年 9 月
佐藤博俊 医師 精神神経学分野/ 
東北大学病院 63 2011 年 10 月～2014 年 9 月
佐久間篤 医師 精神神経学分野/ 
東北大学病院 40 2011 年 10 月～2014 年 9 月
上田一気 医師 精神神経学分野 106 2011 年 10 月～2014 年 9 月
川井由美子 医師 東北大学病院 2 2011 年 10 月～2012 年 3 月
原田伸彦 医師 東北大学病院 1 2011 年 10 月～2012 年 3 月
近藤直洋 医師 東北大学病院 2 2011 年 10 月～2012 年 3 月
濱家由美子 心理士 東北大学病院 3 2011 年 10 月～2013 年 3 月
砂川恵美 心理士 東北大学病院 1 2011 年 10 月～2013 年 3 月
東海林渉 心理士 東北大学病院 4 2011 年 10 月～2013 年 3 月
計 610  
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２．講演活動 (合計 150 回) 
 
 
演者 タイトル 講演会 対象 参加人数 場所 日付
松本和紀 「精神障がい」の理解と対応：大震災と“精神障がい”をもった被災者 ふくろうクラブ講演会 家族会等 約70 登米 2011.10.13
桂　雅宏 民生委員の心のケア　第2回　こころのゲートキーパーとして
岩沼市民生委員会　第
３回定例会
保健師、民生委
員 岩沼 2011.10.21
高橋葉子 災害後の看護師の心のケア
宮城県看護協会気仙沼
支部：災害後の看護職
への心のケア研修会
気仙沼圏の看護
師 28 気仙沼 2011.10.22
桂　雅宏 保育所職員の心のケア　震災後のこころの問題
女川町保育所職員講演
会 保健師、保育士 女川 2011.11.8
桂　雅宏 保育所職員の心のケア　震災後のこころの問題
女川町保育所職員講演
会 保健師、保育士 女川 2011.11.9
高橋葉子 災害後のメンタルヘルス 永仁会病院：メンタルヘルス研修会 看護師 約30 大崎 2011.11.11
松本和紀 CBTpとearly psychosis 第1回CBTpネットワーク研究会 医療従事者 東京 2011.11.19
松本和紀 大規模災害後のメンタルヘルスと惨事ストレス
気仙沼海上保安署メン
タルヘルス研修会
気仙沼海上保安
署職員 約40 気仙沼 2011.11.20
高橋葉子
内田知宏 被災者とのコミュニケーション
石巻市 ほっとミーティン
グ
旧雄勝病院看護
師、石巻市立病
院看護師、保健
師（雄勝総合支
所保健福祉課）
9 石巻 2011.11.21
高橋葉子 看護師のためのストレスマネジメント
石巻市立病院：看護職
員へのメンタルヘルス研
修会
看護師 約20 石巻 2011.11.30
高橋葉子 看護師のメンタルヘルス対策について
宮城県看護協会：看護
管理者として災害に備え
る会
看護管理者 約20 仙台市 2011.12.6
高橋葉子
内田知宏
川井由美
子
自殺とうつのリスクマネジメント 石巻市 ほっとミーティング
旧雄勝病院看護
師、石巻市立病
院看護師、保健
師（雄勝総合支
所保健福祉課）
7 石巻 2011.12.19
高橋葉子 看護師のためのストレスマネジメント
石巻市立病院：看護職
員へのメンタルヘルス研
修会
看護師 約20 石巻 2011.12.21
高橋葉子 災害後のメンタルヘルス 牡鹿病院：災害後のメンタルヘルス研修会 病院職員 約20 石巻 2011.12.21
高橋葉子
災害後の心のケア―患者さんとのコ
ミュニケーションと自分たちのメンタル
ケア―
石巻赤十字病院：災害
後のメンタルヘルス研修
会
看護師 35 石巻 2012.1.5
桂　雅宏 The Relief Effort in Miyagi PrefectureAfter the 2011 East Japan Disaster
Meeting with experts
from WHO
WHO専門家、国
立精神神経セン
ター職員
15 東京 2012.1.13
桂　雅宏 アルコール依存　～本人・家族への援助を考える～
第１回岩沼市心のケア
検討会
市保健師、その
他支援者 25 岩沼 2012.1.18
高橋葉子
内田知宏 被災者とのコミュニケーション
石巻市 ほっとミーティン
グ
保健師（雄勝総
合支所保健福祉
課）、仮設見守り
隊
5 石巻 2012.1.18
高橋葉子 看護師のためのストレスマネジメント
石巻市立病院：看護職
員へのメンタルヘルス研
修会
看護師 約20 石巻 2012.1.26
松本和紀
こころの病の早期発見と早期治療：若
者に起こる統合失調症やうつ病の予防
に向けて
栗原市　講演会 市民 栗原 2012.1.27
松本和紀 東日本大震災における精神保健医療：みやぎでの経験から
第3回　神戸大学精神科
医局会主催学術講演会 精神科医 神戸 2012.1.28
松本和紀 宮城県の状況
被災地における自殺予
防対策検討会．新潟ここ
ろのケアセンター
専門家 長岡 2012.1.29
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演者 タイトル 講演会 対象 参加人数 場所 日付
佐藤博俊 アルコール問題など仮設住宅で困っていることについて
石巻市 ほっとミーティン
グ
仮設住宅支援員
等 石巻 2012.1.30
佐藤博俊 アルコール問題など仮設住宅で困っていることについて
石巻市 ほっとミーティン
グ
仮設住宅支援員
等 石巻 2012.2.1
佐久間篤 復興期の心のケア 気仙沼民生委員児童委員研修会
民生委員、児童
委員 気仙沼 2012.2.3
松本和紀 統合失調症の早期段階と認知機能 第5回みんなで認知機能を勉強しよう会 医療従事者 高槻 2012.2.3
松本和紀 現地での精神医療活動を通じて
平成23年度「こころの健
康づくり対策」研修会自
然災害等精神医療対応
研修会（医療従事者向
け）
医療従事者 東京 2012.2.6
高橋葉子 看護師のためのストレスマネジメント
石巻市立病院：看護職
員へのメンタルヘルス研
修会
看護師 約20 石巻 2012.2.9
佐久間篤 働く人々の震災後の心のケア 気仙沼市産業保健研修会 市民 気仙沼 2012.2.14
桂　雅宏 うつ病・うつ状態の基本と対応　～自殺対策との関連も踏まえて～
第２回岩沼市心のケア
検討会
市保健師、その
他支援者 25 岩沼 2012.2.15
松本和紀 震災後1年を経過する時に気をつけたい心の健康について
気仙沼本吉地区こころ
の健康づくり講話会 市民 40 気仙沼 2012.2.16
松本和紀
若者の心の病気の理解：統合失笑症・
境界性パーソナリティ障害・自傷に着
目して
宮城県精神保健研修会
講師派遣事業　柴田農
林高校講演会
柴田農林高校職
員 柴田町 2012.2.21
松本和紀 震災後1年を経過する時に気をつけたい心の健康について
気仙沼離平成23年度メ
ンタルヘルス地域交流
会
市民 気仙沼 2012.2.28
松本和紀 宮城県における精神保健医療の活動
東北大学病院シンポジ
ウム：東日本大震災：宮
城県における医療活動
 仙台 2012.3.6
佐藤博俊 アルコール問題など仮設住宅で困っていることについて
石巻市 ほっとミーティン
グ
仮設住宅支援員
等 石巻 2012.3.7
桂　雅宏 これからのこころのケアを考えるための事実と提言
第３回岩沼市心のケア
検討会
市保健師、その
他支援者 岩沼 2012.3.14
高橋葉子 災害後のメンタルヘルス 牡鹿病院：災害後のメンタルヘルス研修会 病院職員 約20 石巻 2012.3.21
松本和紀 震災後1年を経過して気をつけたい心の健康について」
石巻地方広域水道企業
団メンタルヘルス研修会
石巻地方広域水
道企業団職員 約30 石巻 2012.3.22
松本和紀 Early Intervention in Mental disorders
第2回精神科早期治療
研究会シンポジウム精
神疾患への早期介入：
エビデンスとストラテジー
医療従事者 東京 2012.3.31
松本和紀 みやぎの動きと今後の方向性と課題 平成24年度みやぎ心のケアセンター職員研修
心のケアセンター
職員 仙台 2012.4.3
松本和紀 最近のうつ病モデルと早期介入 平成24年度みやぎ心のケアセンター職員研修
心のケアセンター
職員 仙台 2012.4.3
高橋葉子 災害後の心のケア―患者さんと自分たちのためのメンタルケア―
宮城県看護協会塩釜支
部：メンタルヘルス研修
会
看護師 約30 塩釜 2012.4.11
松本和紀 震災後1年を経過して気をつけたい心の健康について」
石巻地方広域水道企業
団メンタルヘルス研修会
石巻地方広域水
道企業団職員 約30 石巻 2012.4.12
松本和紀 震災後のメンタルヘルスケアについて
石巻市管理職員並びに
部下に対する心と体の
ケア研修
石巻市役所管理
職 25 石巻 2012.4.12
桂　雅宏 保健師のメンタルヘルス・二次被災のケア
第４回岩沼市心のケア
検討会
市保健師、その
他支援者 岩沼 2012.4.18
松本和紀 震災後1年を経過して気をつけたい心の健康について」
石巻地方広域水道企業
団メンタルヘルス研修会
石巻地方広域水
道企業団職員 約30 石巻 2012.4.26
佐藤博俊 震災後のメンタルヘルス 気仙沼市職員管理職研修 気仙沼市市職員 気仙沼 2012.5.12
松本和紀 ARMSに対するCBT 第2回CBTpネットワーク研究会 医療従事者 東京 2012.5.12
桂　雅宏 パーソナリティ障害、認知に偏りのある方との接し方
第５回岩沼市心のケア
検討会
市保健師、その
他支援者 20 岩沼 2012.5.16
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演者 タイトル 講演会 対象 参加人数 場所 日付
佐久間篤 震災後の心の変化と今後の課題 気仙沼市職員退職者総会 気仙沼市役所OB 約40 気仙沼 2012.5.16
松本和紀 震災後のメンタルヘルスケアについて 石巻広域行政事務組合職員向け
石巻広域行政事
務組合職員向 約100 石巻 2012.5.17
高橋葉子 災害後の心のケア 公立南三陸診療所：メンタルヘルス研修会 看護師 約10 南三陸 2012.5.21
高橋葉子 災害後の心のケア 公立志津川病院：メンタルヘルス研修会 看護師 約10 登米 2012.5.24
松本和紀 震災後のメンタルヘルスケアについて 石巻広域行政事務組合職員向け
石巻広域行政事
務組合職員向 約115 石巻 2012.6.1
松本和紀 震災後1年を経過して気をつけたい心の健康について」
石巻地方広域水道企業
団メンタルヘルス研修会
石巻地方広域水
道企業団職員 約30 石巻 2012.6.7
高橋葉子 カウンセリング・マインドとコミュニケーション―理論編―
東北公済病院：カウンセ
リング研修 看護師 約60 仙台 2012.6.13
佐藤博俊 アルコール依存症について みやぎ心のケアセンター石巻センター職員研修
心のケアセンター
職員、保健所職
員
10 石巻 2012.6.19
桂　雅宏 住民健診のチェックポイント 第６回岩沼市心のケア検討会
市保健師、その
他支援者 24 岩沼 2012.6.20
高橋葉子 カウンセリング・マインドとコミュニケーション―実践編―
東北公済病院：カウンセ
リング研修 看護師 約30 仙台 2012.6.20
松本和紀 エビデンスと事例で考える統合失調症の発症リスクと治療 八戸精神科医会 医療従事者 八戸 2012.6.22
松本和紀 震災後のメンタルヘルスケアについて 自衛隊船岡駐屯地講演会
船岡駐屯地自衛
隊隊員 約30 柴田町 2012.6.25
佐藤博俊 ケア提供者のメンタルヘルス 石巻地域包括支援センター職員研修会
介護ヘルパーな
ど 石巻 2012.6.26
松本和紀
上田一気
震災後のこころの健康とこれからの対
策
出前講座こころの健康
セミナー 仮設住宅住民 気仙沼 2012.6.26
佐藤博俊 ケア提供者のメンタルヘルス 石巻地域包括支援センター職員研修会
介護ヘルパーな
ど 石巻 2012.7.3
桂　雅宏 認知症について知っておくべきこと 第７回岩沼市心のケア検討会
市保健師、その
他支援者 20 岩沼 2012.7.18
松本和紀 東日本大震災後の精神保健医療活動～宮城での経験から～
メンタルシンポジウムIN
浦安 医療従事者 浦安 2012.7.20
松本和紀 災害医療支援者のメンタルヘルス
日本医師会平成24年度
救急災害医療担当理事
連絡協議会
医師会救急災害
医療担当理事 東京 2012.7.26
松本和紀 地域と職域への支援を通じた宮城での取り組み
第7回地域うつ医療推進
サミット 医師 東京 2012.8.5
桂　雅宏
上田一気 震災後のメンタルヘルスケアについて
自衛隊船岡駐屯地講演
会　メンタルヘルス研修
会
自衛隊幹部 25 柴田 2012.8.24
桂　雅宏 支援者のストレスと燃え尽き 第８回岩沼市心のケア検討会
市保健師、その
他支援者 20 岩沼 2012.8.29
佐藤博俊 震災後の心の変化 石巻市 メンタルヘルス講演会
石巻市 傾聴ボラ
ンティア 約50 石巻 2012.8.30
佐藤博俊 東日本大震災とこころのケアについて 日本大学医学部同窓会宮城・岩手支部会 医師 25 仙台 2012.9.1
松本和紀 大規模災害後のメンタルヘルス対策について 高知県産業医学研修会 医療従事者 高知 2012.9.8
松本和紀 メンタルヘルスケアについて 石巻広域行政事務組合指導監督的職員
石巻広域行政事
務組合職員 約70 石巻 2012.9.13
佐藤博俊 自分と大切な人を守るための健康づくり
石巻市保健推進員研修
会
石巻市保健推進
員 約40 石巻 2012.9.20
松本和紀 メンタルヘルスケアについて 石巻広域行政事務組合指導監督的職員
石巻広域行政事
務組合職員 約70 石巻 2012.9.20
松本和紀 統合失調症への早期介入　初回サイコーシスへのアプローチを中心に
独立行政法人国立病院
機構花巻病院記念講演
会
医療従事者 花巻 2012.9.28
松本和紀 被災地でのストレスと心の健康～心とからだの休め方～
泉区保健福祉センターこ
ころの健康づくり講演会 市民 70 仙台 2012.10.2
佐藤博俊 働き盛り層におけるメンタルヘルスのポイント
塩釜地区産業衛生安全
大会 労働衛生担当者 約30 塩竈 2012.10.5
－ 71 －
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演者 タイトル 講演会 対象 参加人数 場所 日付
高橋葉子 「心のケア」について 仙台市ボランティア連絡協議会
ボランティアスタッ
フ 約30 仙台 2012.10.19
高橋葉子
被災地看護職のストレスとこころのケ
ア―被災地看護職への継続的なメンタ
ルヘルス支援の実践から―
兵庫県こころのケアセン
ター：連続セミナー東日
本大震災に学ぶ第1回
医療保健福祉従
事者 神戸 2012.10.24
松本和紀 震災後のこころのケア
高砂在宅ケア連絡会研
修会「震災後1年半が経
過して改めて心のケアを
考える」
支援者 仙台 2012.10.24
佐久間篤 職員のメンタルヘルスについて 気仙沼市健康調査報告会 市役所職員 約60 気仙沼 2012.10.26
桂　雅宏 事例を通して精神障害者への対応を検討する
第９回岩沼市心のケア
検討会
市保健師、その
他支援者 20 岩沼 2012.10.31
松本和紀 精神疾患・統合失調症の早期介入の可能性
第29回(平成24年度)金
沢医科大学精神神経科
学教室懇話会
医療従事者 金沢 2012.11.10
佐藤博俊 職場のメンタルヘルスについて 宮城県石巻合同庁舎職員研修会 県職員 約40 石巻 2012.11.13
佐藤博俊 職場のメンタルヘルスについて 宮城県石巻合同庁舎職員研修会 県職員 約40 石巻 2012.11.20
松本和紀 震災後に気をつけたいこころの健康について
気仙沼市こころの健康
づくり講演会 市民 気仙沼 2012.11.22
佐藤博俊 職場のメンタルヘルスについて 宮城県石巻合同庁舎職員研修会 県職員 約40 石巻 2012.11.27
桂　雅宏 事例を通して悲嘆について検討する 第１０回岩沼市心のケア検討会
市保健師、その
他支援者 20 岩沼 2012.11.28
松本和紀 震災後のメンタルヘルスケアについて 自衛隊船岡駐屯地講演会
船岡駐屯地自衛
隊隊員 約30 柴田町 2012.12.6
桂　雅宏 年の瀬のふりかえり　～「心のケア」を見直しませんか？～
第１１回岩沼市心のケア
検討会
市保健師、その
他支援者 20 岩沼 2012.12.19
桂　雅宏 「道具」としてのコミュニケ-ションスキル 第１２回岩沼市心のケア検討会
市保健師、その
他支援者 20 岩沼 2013.1.23
松本和紀 震災後のこころのケア～中長期的な支援に向けて～
震災とこころのケア講演
会 in 仙台 医療保健関係者 仙台 2013.1.23
松本和紀 東日本大震災の活動経験より
平成24年度PTSD対策
専門研修事業大規模災
害対策コース（精神医療
関係）
医療従事者 東京 2013.2.1
松本和紀 職場のメンタルヘルス：上司の立場で 石巻市職員へのメンタルヘルス研修会 石巻市職員 約100 石巻 2013.2.7
松本和紀 東日本大震災における宮城の精神医療と精神保健における被害と支援活動
災害精神支援の方略を
立案するワークショップ 専門家 東京 2013.2.11
桂　雅宏 こころの健診を振り返る、｢道具｣としてのコミュニケーションスキル part 2
第１３回岩沼市心のケア
検討会
市保健師、その
他支援者 18 岩沼 2013.2.20
松本和紀 職場のメンタルヘルス：上司の立場で 石巻市職員へのメンタルヘルス研修会 石巻市職員 約100 石巻 2013.2.21
松本和紀 職員健康調査の結果と対策 南三陸町　職員メンタルヘルス研修会 南三陸町職員 約150 南三陸 2013.2.28
松本和紀 震災後のメンタルヘルスケアについて 自衛隊船岡駐屯地講演会
船岡駐屯地自衛
隊隊員 約30 柴田町 2013.3.15
松本和紀 東日本大震災の活動経験より
石川県平成24年度　災
害時のこころのケアチー
ム活動マニュアル策定
事業における研修
石川県内精神保
健医療関係者 約50 金沢 2013.3.22
松本和紀 CBTの統合失調症とリスク状態への活用
N PO 法人みなとネット
21主催第10 回地域支
援ワークショップ
これからの地域支援と
早期治療統合失調症支
援における認知行動療
法（ C B T ）の活用
東京 2013.3.30
松本和紀
「うつ病の予防と早期発見」深い喪失
への支援を被災地に学ぶ
被災地から見える　うつ病を防ぐため
のヒント
朝日新聞厚生文化事業
団 市民 106 仙台 2013.6.1
－ 72 －
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演者 タイトル 講演会 対象 参加人数 場所 日付
松本和紀 地域を支える心のささえ～支える人のメンタルヘルス～
平成25年度宮城県民生
委員児童委員協議会会
長研修会
各市町村民児
協、事務局
（県社協・県民児
協）
118 仙台 2013.6.6
桂雅宏 事例検討 第15回岩沼市心のケア検討会
市保健師、その
他支援者 16 岩沼 2013.6.12
松本和紀 地域を支える心のささえ～支える人のメンタルヘルス～
平成25年度宮城県民生
委員児童委員協議会会
長研修会
各市町村民児
協、事務局
（県社協・県民児
協）
118 仙台 2013.6.6
桂雅宏 事例検討 第15回岩沼市心のケア検討会
市保健師、その
他支援者 16 岩沼 2013.6.12
松本和紀
「うつ病の予防と早期発見」深い喪失
への支援を被災地に学ぶ
被災地から見える　うつ病を防ぐため
のヒント
朝日新聞厚生文化事業
団 市民 186 東京 2013.6.15
松本和紀 宮城県の直後期・急性期の概観
厚生労働省科学研究
費：松岡班　第1回公開
シンポジウム
精神医療・保健・
福祉関係者等 74 仙台 2013.7.7
内田知宏 ネット・ゲーム依存とこころ・からだの健康について
平成24年度松島町立松
島中学校健康講話 松島中学校生徒 369 松島 2013.7.9
桂雅宏 震災後3年目を迎えるにあたって 第16回岩沼市心のケア検討会
市保健師、包括
職員 17 岩沼 2013.7.24
高橋葉子 在宅ケアにおける精神的ケア―終末期せん妄
石巻市地域ケア担当者
交流会
医療保健福祉従
事者 100 石巻 2013.8.26
桂雅宏 うつ病・うつ状態の基本と対応　～自殺対策との関連も踏まえて～
第17回岩沼市心のケア
検討会
市保健師、その
他支援者 16 岩沼 2013.8.30
松本和紀
精神病性障害への早期介入At-Risk
Mental Stateと初回サイコーシスを中心
に
岐阜県精神科医会 医療従事者 岐阜 2013.8.31
松本和紀 心の回復と生活支援（指定発言）
公益財団法人　ひょうご震
災記念２１世紀研究機構
東日本大震災生活復興プ
ロジェクト復興円卓会議
復興支援関係者 仙台 2013.9.12
桂　雅宏 震災後の心のケア活動とは？ 第8回東北大学病院市民公開講座 市民 500 仙台 2013.9.29
松本和紀
精神疾患の予防と早期介入にもとめら
れるもの～予防精神医学寄附講座の
活動を通して～
仙台精神科学術講演会 仙台 2013.10.19
桂雅宏
行動変容を促すためのコミュニケーショ
ン・スキル　その１　～カウンセリング・
マインド～
第18回岩沼市心のケア
検討会
市保健師、その
他支援者 22 岩沼 2013.10.30
松本和紀 思春期後期/青年期の精神疾患 仙台家庭裁判所研修会 家庭裁判所職員 20 仙台 2013.11.14
松本和紀 惨事ストレスとうつ病の予防・心の健康対策 職員研修
海上保安庁仙台
航空基地・
海上保安学校宮
城分校職員
40 岩沼 2013.11.22
高橋葉子 在宅ケアにおける精神的ケア―難病 石巻市地域ケア担当者交流会
医療保健福祉従
事者 100 石巻 2013.11.22
松本和紀 初発の“統合失調症”が疑われる若者の診療について 上十三地区精神科医会 医療従事者 50 十和田 2013.11.25
桂雅宏 行動変容を促すためのコミュニケーション・スキル　その２　～目標設定～
第19回岩沼市心のケア
検討会
市保健師、その
他支援者 18 岩沼 2013.11.29
高橋葉子 東日本大震災 看護職員の被災体験―現状と課題
JICA　中国四川大地震
復興支援心のケア人材
育成プロジェクト「災害精
神保健」
中華人民共和国
技術研修員 30 仙台 2013.12.3
松本和紀
東日本大震災後の宮城県の精神科医
療機関における精神科医療の実態調
査
第46回精神神経系薬物
治療研究報告会 大阪 2013.12.6
松本和紀 大規模災害後のメンタルヘルス職場のストレスとその対応
宮城県看護協会岩沼支
部研修会 看護職員 20 岩沼 2013.12.7
高橋葉子 看護倫理について 仙台赤十字病院研修会 看護師 70 仙台 2013.12.11
松本和紀 心の健康サポーター基礎講座 復興庁心の健康サポートセミナー 仙台 2013.12.22
－ 73 －
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演者 タイトル 講演会 対象 参加人数 場所 日付
桂雅宏 事例検討 第20回岩沼市心のケア検討会
市保健師、その
他支援者 12 岩沼 2013.12.25
松本和紀 惨事ストレスとうつ病の予防・心の健康対策
気仙沼海上保安署書職
員研修
気仙沼海上保安
署 6 気仙沼 2014.1.23
桂雅宏 アルコール問題あれこれ 第21回岩沼市心のケア検討会 市保健師 9 岩沼 2014.1.30
松本和紀 青年期のメンタルヘルスの全般的理解
仙台市青葉区こころの
健康づくり精神保健啓発
事業
仙台 2014.1.31
佐久間篤 職場でのうつ病対策
「平成25年度職員健康
調査の結果報告会」職
員研修
気仙沼市職員 40 気仙沼 2014.2.10
松本和紀 青年期のメンタルヘルスの全般的理解
仙台市青葉区こころの
健康づくり精神保健啓発
事業
仙台 2014.1.31
佐久間篤 職場でのうつ病対策
「平成25年度職員健康
調査の結果報告会」職
員研修
気仙沼市職員 40 気仙沼 2014.2.10
松本和紀 支援者・働く人々のストレスケア～自分ができること、周りができること～
河北新報社主催　こころ
のケア市民公開講座 市民 102 仙台 2014.2.16
松本和紀 東日本大震災の活動経験より
国立精神神経医療研究
センター平成25年度
「PTSD対策専門研修事
業」　大規模災害対策
コース（精神医療関係）
市民、精神保健
医療関係者 約150 名古屋 2014.2.18
上田一気 心を元気にする方法 気仙沼市「心カフェ」講演 市民 25 気仙沼 2014.2.18
上田一気 傾聴 気仙沼市傾聴について講演 社協等の支援員 40 気仙沼 2014.2.19
高橋葉子
内田知宏 介護職のためのストレスマネジメント 春圃苑研修 介護職員 60 気仙沼 2014.2.20
桂雅宏 震災から3年目　～これまでとこれから～
第22回岩沼市心のケア
検討会 市職員、保健師 3 岩沼 2014.2.26
桂雅宏 ストレスとセルフケア　～ストレス概論と感情労働を中心に～
第23回岩沼市心のケア
検討会
市保健師、包括
職員 16 岩沼 2014.6.4
松本和紀 ARMS update:国際的動向と東北大での成績 福島精神疾患勉強会 医療関係者 約50 郡山 2014.7.3
佐久間篤
災害が引き起こす心の変化、東日本大
震災後の状況、心の問題への上手な
対応方法
南三陸町管理監督者研
修会
市職員（管理監
督者） 39 南三陸 2014.7.8
松本和紀 ４年目に入った被災地の心のケア現状と支援に向けた課題
みやぎ心のケアセンター
職員定例研修会
みやぎ心のケア
センター職員 40 石巻 2014.7.25
阿部幹佳 健康相談からみた職員のメンタルヘルスの現状
気仙沼市安全衛生委員
会
安全衛生委員会
委員 22 気仙沼 2014.8.5
松本 和紀 「再生期の心の健康～うつとアルコールの問題から～」
平成26年度自死対策講
演会
宮城県仙台保健
福祉事務所・宮
城県塩釜保健所
管内の民生委員
500 名取 2014.8.28
松本 和紀 青年期のメンタルヘルスについて
仙台市青葉区こころの
健康づくり精神保健啓発
事業青年期のメンタルヘ
ルスの現状と支援のあ
り方について
教育関係者・市
民 約100 仙台 2014.9.5
松本 和紀 ARMS update + FEPでの薬物療法 大塚製薬社内勉強会 社員 約15 仙台 2014.9.19
－ 74 －
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３. 職場のメンタルヘルス・コンサルタント/相談/研修会活動報告 
 
当講座では、被災地の市町自治体、病院看護師、社会福祉協議会、消防、海上保安
庁、自衛隊、水道局、民生委員など、さまざまな職位においてメンタルヘルスについ
ての支援活動を行ってきた。支援方法は、健康調査、相談、コンサルテーション、研
修会など多岐にわたった。ここでは、そうした活動の一端を報告する。 
 
１）自治体等における支援 
東日本大震災は、震災前の被害想定をはるかに超えた甚大な被害を及ぼした。 
 震災発生以降、被災者の生活の支援や被災地の復旧・復興対策の取り組みが精力的
に進められており、被災地の地方自治体を中心に復旧・復興事業に係る多額の経費が
支出されている。特定被災市町村等である 227 市町村の 2012 年度歳出総額は 8兆 321
億円と前年度比で 1兆 2,2039 億円増（17.9％増，全国では 2.4％増）となり、被災自
治体の職員の業務量は激増している。 
 加えて被災自治体職員は、自分自身も被災していること、被災住民と直接接するこ
と、さらに過去の震災での経験等から、過労、心身の不調、早期離職や自死のリスク
が高まると考えられメンタルヘルス対策が急務であった。 
我々は被災沿岸自治体の職員の福利厚生を担う人事係の依頼を受け、メンタルヘル
ス対策を各支援組織と連携しながら継続的に行っている。 
ここでは、自治体ごとに支援について報告するとともに、特に健康調査にもとづく
報告会について詳細に報告する。 
 
（１）A 自治体 
A 自治体の職員メンタルヘルス支援を実施するにあたり、2012 年 1 月から、A 自
治体人事係に加え、管轄保健所、県精神保健福祉センター、みやぎ心のケアセンター、
すでに職員向けメンタルヘルス支援を行っていた宮城大学看護学部を適時交え支援
者会議を開催した（2011 年度 3 回、2012 年度 5 回、2013 年度 2 回、2014 年度 1 回）。
その中で A 自治体の職員の現状を把握、ニーズ調査、各支援組織の支援状況の共有
をし、職員向けメンタルヘルス支援について検討を行い支援につなげてきた。 
 
① 健康調査 
2012 年度より各年度に 1 回実施した（調査結果については研究活動の頁を参照）。
調査後、面談希望者およびハイリスク者で面談について「どちらでもよい」と答えた
者に対してはフォローアップ面接を行った（②参照）。また、職員に調査結果をフィ
ードバックするための報告会を調査後に開催した。その際に調査結果に関連したトピ
ックに関する研修会（⑤参照）も組み合わせ実施することで、職場のメンタルヘルス
リテラシーを高める機会となったと考えられる。さらに、管理者に職員の現状を知ら
せ、管理者も巻き込んだメンタルヘルス対策を進められるよう、自治体管理者に対し
各年度健康調査結果を報告する機会を持った。 
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② フォローアップ面談 
健康調査票の中で、精神科医療保健従事者との面談の希望を取り「面談を希望する」
と回答した者と、ハイリスク者（K6,13 点以上、または PHQ-9,15 点以上、または
PCL,44 点以上、2014 年度から CAGE,3 点以上）のうち、「面談はどちらでもよい」
と回答した者について人事係から該当職員に声がけをし、応じた職員にみやぎ心のケ
アセンターと連携しフォローアップ面談を実施した。 
2012年度は面接希望者が 35名と多かったため希望者のみを面談対象とし 26名に、
2013 年度は希望者 40 名、ハイリスク者のうちどちらでもよい 40 名のうち 9 名に（う
ち希望者 7 名）、2014 年度は希望者 32 名、ハイリスク者のうちどちらでもよい 37
名のうち 9 名（うち希望者 6 名）にそれぞれ面談を実施した。各年度ともハイリスク
者の多くが面談につながらないことが課題である。 
面談では、2012 年度は震災時の体験によるもの、震災による業務内容の変化、業
務量の増加に関する相談が見られたが、以後は職場の人間関係、家庭内の問題、自身・
家族の健康問題などについて聞かれるようになった。2014 年度からは応援職員の面
談もあり職場の人間関係についての苦労が聞かれた。 
面談を受けた者の多くは正常範囲内と判断されたが、複雑性悲嘆や部分 PTSD、う
つ病や抑うつ状態を呈する者も存在した。時間の経過とともにうつ病や抑うつ状態の
者は見られなくなったが、2014 年度にはアルコール関連障害の者がいた。 
 
③ 健康相談 
月 1-2 回程度、みやぎ心のケアセンターと連携し職場内で健康相談を実施した。25
年度からみやぎ心のケアセンターは本庁舎を担当し、当講座は 26 年度より出先機関
を担当した。 
職場内での健康相談であったが、全く利用者がない月もあり健康相談が十分に活用
されているとは言えないのが現状である。人事係の下で実施していることで職員に人
事評定に影響するのではないかという抵抗感が持たれていることが懸念され、今後の
は効果的な方法等について検討が必要である。 
 
④ メンタルヘルス対策支援への助言 
人事係のみのメンタルヘルス対策の実施では限界があることを示し、組織的なメン
タルヘルス体制構築について助言を行った。具体的には、職員と組織が協同しメンタ
ルヘルス施策を検討するため、人事係に安全衛生委員会の開催を強く働きかけ続け、
震災後開催が中断していた安全衛生委員会を 26 年度から再開することにつなげた。
今後は、安全衛生委員会での審議の結果を尊重しながらも、まだ取り組めていないメ
ンタルヘルス不調者の復職支援についての助言等を行う予定である。 
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⑤研修会 
2012 年度 2 回（管理職向け、派遣職員向け）、2013 年度 1 回（一般職員向け）開
催した。2012 年度分は中間報告書で報告済みであるため、2013 年度分について下記
の通り報告する。 
 
 
※A 自治体職員「平成 25 年度職員健康調査の結果報告会」 
職員研修会「うつ病について・働く人のうつ対策」 
 
【目的】 
平成 25 年 9 月に実施した職員健康調査の結果を職員に報告をすることにより、職
員自身と組織のメンタルヘルスの状況を理解する機会とする。さらに災害後に増加す
ることが考えられるうつ病について理解を深めセルフケアへつなげる。 
 
【開催日】 
 平成 26 年 2 月 10 日（火）  
 
【参加者】 
 A 自治体職員の希望した者（33 名） 
 
【内容】 
◎A 自治体職員「平成 25 年度職員健康調査の結果報告会」  
≪回答者の属性≫ 
健康調査に回答した職員は 1046 名中で、平均年齢は 43.5 才であった。震災以前の
入職者が 888 名、震災後の入職者は 127 名であった。 
 
≪回答者と業務について≫ 
震災後 2 年半を経過して、現在震災関連業務を「ほとんど行っていない」と回答し
た職員は 712 名（67％）と過半数を占めていた。約半数近くが昨年と比較しての震災
関連業務量が「減った」もしくは「やや減った」と回答した。 
 
≪健康状況≫ 
胃腸や血圧の変調の他、腰痛や体重増加として体調の変化を認めている職員が多い
ようである。疲労感を始めとする全般的な体調不良感の自覚に言及する記述も多く見
られた。 
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≪メンタルヘルスの状況≫ 
A． メンタル健康度チェック（K6） 
 
 
 
 
B．こころとからだの質問票 
（PHQ-9（「PRIME-MD TM PHQ-9 日本語版」）.（日本語版翻訳権：村松公美子、宮
岡等、上島国利.  PHQ-9 Copyright ©1999 Pfizer Inc. all rights reserved.）） 
 
 
 
 
C．災害ストレスチェック（PCL） 
 
 
 
25 年度の状況は 24 年度と比較して、メンタルヘルス健康度チェック、災害ストレ
スチェックの値は改善しているが、こころとからだの質問票は高い状態が持続してい
る。 
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図 27.  メンタル健康度チェック（K6）結果の推移 
図 28.  こころとからだの質問票（PHQ-9）結果の推移 
図 29.  災害ストレスチェック（PCL）結果の推移 
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◎職員研修会「うつ病について・働く人のうつ対策」 スライド抜粋 
 うつ病の一般的知識、災害とうつ病の関係について説明したのち、職員のセルフケ
アにつなげられるようストレス対策を具体的に紹介した。 
 
To GEMS Project: 東北大学精神医学教室東日本大震災メンタルヘルス支援・研究プロジェクト みやぎ心のケアセンター
うつ病とは
• 気分の落ち込みが続く
• 何事にもやる気が起きない
• 体重が大きく変動する、食欲が変化する
• 眠れなくなる
• 疲れやすくなる
• 集中できず、考えがまとまらない
• 死にたい気持ちがでてくる
→複数の症状が持続し、生活に支障が出る状態
To GEMS Project: 東北大学精神医学教室東日本大震災メンタルヘルス支援・研究プロジェクト みやぎ心のケアセンター
災害後はうつ病が増加します
慢性ストレス下では、うつ病になりやすい
心的トラウマは、うつ病を合併しやすい
うつ病予防は、心と体の病気を予防
多くのうつ病は、適切な治療で回復
 
To GEMS Project: 東北大学精神医学教室東日本大震災メンタルヘルス支援・研究プロジェクト みやぎ心のケアセンター
対策について考えみましょう
１．ストレスについて理解を深める
２．自分の調子をチェックする
３．睡眠に気をつける
４．楽しめそうな活動を増やしてみる
５．適度に体を動かす
６．問題を整理してみる
７．人間関係を見直してみる
８．人に相談してみる
９．専門家に相談してみる
To GEMS Project: 東北大学精神医学教室東日本大震災メンタルヘルス支援・研究プロジェクト みやぎ心のケアセンター
睡眠に気をつけましょう
• 睡眠時間にこだわらない
• 毎日同じ時刻に起床
• 眠くなってから床につく
• 眠りが浅いときは、遅寝・早起きに
• 昼寝は午後3時前の20‐30分
• 不眠に寝酒は×
• 必要に応じて睡眠薬
 
To GEMS Project: 東北大学精神医学教室東日本大震災メンタルヘルス支援・研究プロジェクト みやぎ心のケアセンター
“絆”は心の回復に役立ちます
災害は、人間関係を大きく変化させていきます。
転居、喪失、死別、対人トラブル・・・・
人と人とのつながり、コミュニケーション、ネットワーク
心の回復力 ストレスへの抵抗力
To GEMS Project: 東北大学精神医学教室東日本大震災メンタルヘルス支援・研究プロジェクト みやぎ心のケアセンター
回復力（レジリエンス）
レジリエンス
（挫折から回復・復元する弾力性）
人と人とのつながり
自らの長所を伸ばす
柔軟性（しなやかさ）
忍耐力
楽観性
 
To GEMS Project: 東北大学精神医学教室東日本大震災メンタルヘルス支援・研究プロジェクト みやぎ心のケアセンター
ポジティブ活動を増やしましょう！
ポジティブな活動の例
本を読む 散歩をする 仲間と会う
音楽を聞く 体操やストレッチ 友達を訪ねる
DVDをみる 自転車に乗る 集まりに出る
パソコンをする ドライブをする ボランティアに参加
文章を書く 旅行に行く 植物を育てる
編み物をする 新しい料理をする 趣味を再開する
外食に行く 映画を見に行く 買い物に行く
To GEMS Project: 東北大学精神医学教室東日本大震災メンタルヘルス支援・研究プロジェクト みやぎ心のケアセンター
２：具体的な目標を決めましょう！
 問題は、どのように解決されるといいのですか？
 解決したら、具体的に、どのようになるといいのですか？
 「私は～したいです。」、「私には～が必要です。」
できるだけ、
具体的で、達成できそうな、現実的な目標に
• 「家族が、楽しく会話をする時間を増やしたい」
• 「お風呂にゆっくり入りたい」
• 「お金の問題で、家族がもめないようにしたい」
例）
兵庫県こころのケアセンターSPR資料を基に作成
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（２）B 自治体 
B 自治体の職員メンタルヘルスについては、発災後、B 自治体の職員が問題意識を
持ち、県精神保健福祉センター等に相談をしていた。その後当講座に健康調査、みや
ぎ心のケアセンターに健康相談の依頼があったことを契機に、2012 年 7 月に、B 自
治体人事係に加え、管轄保健所、県精神保健福祉センター、みやぎ心のケアセンター
などを適時交え支援者会議を開催した（2012 年度 6 回、2013 年度 2 回、2014 年度 1
回）。B 自治体の業務量過多等のために、一時期メンタルヘルス支援が滞ったことも
あったが、継続的に職員の現状を把握、ニーズ調査、各支援組織の支援状況の共有を
し、職員向けメンタルヘルス支援について検討を行うことで支援につなげている。 
① 健康調査 
2012 年度、2014 年度に 1 回、計 2 回実施した（調査結果については研究活動の頁
を参照）。 
調査後、面談希望者およびハイリスク者で面談について「どちらでもよい」と答え
た者に対してはフォローアップ面接を行った（②参照）。また、職員に調査結果をフ
ィードバックするための報告会を調査後に開催した。その際に調査結果に関連したト
ピックに関する研修会（③参照）も組み合わせ実施することで、職場のメンタルヘル
スリテラシーを高める機会となったと考えられる。さらに、管理者に職員の現状を知
らせ、管理者も巻き込んだメンタルヘルス対策を進められるよう、自治体管理者に対
し各年度健康調査結果を報告する機会を持った。 
② フォローアップ面談 
健康調査票の中で、精神科医療保健従事者との面談の希望を取り「面談を希望する」
と回答した者と、ハイリスク者（K6,13 点以上、または PHQ-9,15 点以上、または
PCL,44 点以上、2014 年度から CAGE,3 点以上）のうち、「面談はどちらでもよい」
と回答した者について人事係から該当職員に声がけをし、応じた職員にみやぎ心のケ
アセンターと連携しフォローアップ面談を実施した。 
2012 年度は面談希望者 18 名、ハイリスク者のうちどちらでもよい 17 名のうち 23
名に（うち希望者 15 名）、2014 年度は希望者 13 名、ハイリスク者のうちどちらでも
よい 28 名のうち 22 名（うち希望者 8 名）にそれぞれ面談を実施した。各年度ともハ
イリスク者が面談につながりにくいことが課題である。 
2012 年度は、震災時の体験、近親者の喪失、遺体関連業務、業務内容の変化、業
務量の増加、家族に関する相談が見られた。2014 年度は、震災時の体験、職場の人
間関係、家庭内の問題の他、自身の再建や仕事のキャリアについて聞かれた。 
面談を受けた者には、複雑性悲嘆や PTSD 傾向、抑うつ状態を呈する者も一定数存
在したが、2014 年度には多くの職員が正常範囲内であると判断された。 
③ 研修会 
2012 年度１回（管理職向け）開催した。2012 年度分は中間報告書で報告済みであ
るため、2014 年度（2013 年は開催なし）について下記の通り報告する。 
※B 自治体管理職員に対してメンタルヘルス研修 
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【目的】 
 管理者が職場におけるメンタルヘルス対策に関する知識を習得することにより、自
身と職員の心の健康維持を図る。 
【開催日】 
 平成 26 年 7 月 8 日（火） 
＊1 回の研修は 45 分の設定であり、2 つの時間帯に分けた設定で行った。 
 ①11：00～11：45、②13：30～14：15 
【参加者】 
 B 自治体職員の課長級以上の職員（計 39 名） 
【内容】 
管理職員研修会「大規模災害後の心の変化と心のケア」 スライド抜粋 
 
災害後の心の変化
実際にどのような変化が起きるか
嫌なことを突然思い出す
気づいたらボーっとしている
不安で落ち着かない
怒ったり、泣いたり、感情が抑えられなる
疲れてるのに眠れなくなる
人と関わるのがつらくなる
自分を責める、無力だと感じる
 
災害後のメンタルヘルスに影響
を与える因子
以前から
の原因 被災状況
その後の
ストレス
ストレス対策：セルフケア
1. 仕事の使命・目的を再確認
2. 自分のストレス反応に気付くこと
3. 日常ペースの維持
4. 気分転換の工夫
趣味、運動、リラクゼーション
5. なるべく一人でためこまない
6. お互い支え合うこと
7. 酒・タバコが増えないように
8. 自分が率先してセルフケアを
（惨事ストレスのケア）
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こころの相談のコツ
1. 知識よりも勘を重視
2. こころを忘れ雑談する
3. チャンスがあれば専門家へ
普段からの対話
尋問は禁物
自発的な相談が理想
うつ病
こころのエネルギーが少ない状態が続くこと
• 気分が落ち込み、興味がわかない
• 眠れない、食欲がない
• 自分を責める、死にたくなる
うつ病の難しさ（周りの人）
どう話しかけたらいいのかわからない
落ち込んでいる人に話しかけるのは大変
身近だといろいろ想像して遠慮してしまう
（最近の）うつ病の難しさ
（管理職からみると）
働かず文句ばかり
職場の外では元気にみえる
困っても相談も何もしてくれない
➣若い人の“うつ”が増加している
陰性感情
 
 
 
【アンケート結果】 
アンケート回答者は 37 名であった。研修会全体に関しては、好意的な回答を得た
ことからおおむね好評であった。アンケートでは研修の良かったところ・印象に残っ
たところ、今後どのような研修を希望されますかについて自由記載を求めた。 
研修の良かったところ・印象に残ったところについては、「セルフケア（管理職が
率先して行動すること）について」、「職場でのコミュニケーション（雑談の大切さ）
について」、「うつ病について」、「その他」について記載があった。「セルフケア」で
は「管理職が自ら率先して休みを取るということが印象に残った」、「職場でのコミュ
ニケーション」の中には「今後職場の雑談を増やしていきたいと思う」といった記載
があり、研修会はラインケアにつながる機会となったと考えられた。さらに「うつ病」、
特に「若年層のうつ病」については関心が高く、昨今の職場での困りごとであると考
えられた。全体的な意見への自由記述ではおおむね好意的であったが、「みな疲れて
いる」といった職場の現実も記されていた。 
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0% 0%
19%
59%
22%
とても悪い
悪い
普通
良い
とても良い
0% 0%
13%
46%
41%
とてもわかりにくい
わかりにくい
普通
わかりやすい
とてもわかりやすい
0% 0%
16%
60%
24% とても役に立たない
役に立たない
普通
役に立つ
とても役に立つ
図 31.  「講義はわかりやすかったですか？」 
図 32.  「講義を受けたことが今後役に立つと思いますか？」 
図 30.  「講義は興味深いものでしたか？」 
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２）看護領域での支援 
 
【はじめに】 
東日本大震災により、東北沿岸部は甚大な津波被害を受け、宮城県では医療機関も
大きな打撃を受けた。被災地の看護職員は、自分自身も被災しながら支援者として職
務に勤しんでいる。看護者自身へのケアが不十分だとバーンナウトを起こすリスクも
あり、被災地の医療の質を保つためにも、被災地看護師のメンタルヘルス対策が必要
であると考えられる。 
我々は、被災地域の看護組織に対して発災急性期から支援活動を継続して行ってき
た。急性期は病院が被災した看護師への個人面談や、病院が被災したために避難所や
仮設住宅訪問業務に業務変更した看護師に対するコンサルテーション、こころのケア
についての研修、管理者への支援等を行った。震災 1 年後からは、そこに健康調査と
フィードバック、フォローアップが加わり、徐々に職場のメンタルヘルス支援に移行
している。今回は、報告書の時期に合わせ、2013 年 4 月～2014 年 9 月の支援活動に
ついて報告する。 
 
（１）コンサルテーション 
コンサルテーションでは、計 6 回、主に被災した病院の看護管理者の方を対象に組
織のメンタルヘルス対策について相談・助言を行った。被災した病院の看護師は他の
医療機関に派遣されたり、離れた場所で臨床業務を行っており、環境変化によりスト
レスを抱えている傾向があった。さらに勤務場所がバラバラなため、管理者がスタッ
フの状況を把握するのに困難さもあった。そのような状況下で、スタッフのコンディ
ションの管理をどう行っていくかについて、各病院の特色も踏まえつつ対策を話し合
い、その後のフォローを行った。 
 
（２）健康調査 
健康調査は、各年度に 1 回行った。（調査結果については研究活動の頁を参照。） 
調査後、面談希望者およびハイリスク者で面談について「どちらでもよい」と答えた
者に対してはフォローアップ面談を行った。（（３）参照。）また、調査結果を職場に
フィードバックし、組織的なメンタルヘルス対策について相談・助言を行った。調査
結果を現場に還元できたことにより、職員の派遣先に管理者が赴いて全員面接を行う
など、組織がメンタルヘルス対策を積極的に取り組むきっかけにつながった点で意義
があったと考えられる。 
 
（３）個人相談 
個人相談は、（２）健康調査のフォローアップとしてこちらから声かけし面談する
方法と、適宜管理者から心配なスタッフが生じたときに招集がかかり面談する方法を
とった。計 7 回面接を行った。明かな病的レベルにまでは至らないが亜症候性の症状
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を持ちストレスを抱えている職員が多かったが、一部は業務に支障をきたすレベルの
精神症状を呈していたため、医療機関への受診を促し、その後に休職に至った方もい
た。その場合、復職に関してタイミングや復職部署をどうするか、管理者の相談に応
じた。心的トラウマに関わる影響が年単位の時間を経てから顕在化する例もあり、継
続的なスクリーニングとフォローアップの必要性を組織が理解する機会にもなった
と考えられた。 
 
（４）研修会 
石巻で仮設住宅訪問等の在宅ケアに従事する看護師はじめとした支援者を対象に、
精神的問題で支援が難しいケースについての事例検討会のスーパーバイズを計 2 回
行った。各回 100 名程の参加があり、グループ・ワークにてディスカッションを行い
ケースに対する理解を深めた。病院や施設が被災し在宅ケア対象者が増えている被災
地では、在宅ケア担当者の支援としてケース検討を行っていくことには意義があると
思われた。 
 
【今後の課題】 
被災した病院は今後再建する予定である。別々の環境で業務にあたってきた看護師
達が一つの組織にスムーズに再統合できるよう、支援していく必要がある。また、在
宅ケアの問題等、被災地の医療問題から生じる課題に看護師が対応できるよう、精神
的ケアに関するスキルアップを図るための援助を行っていく予定である。 
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３）宮城県内の被災自治体の社会福祉協議会への支援 
 
【はじめに】 
社会福祉協議会（以下、社協）の職員は自らも被災しながら、社会的な弱者である
高齢者や障害者への支援に加え、被災者に社会福祉サービスを提供し、支援しなけれ
ばならなかった。社協職員は業務の質や量の変化等により、肉体的にも精神的にも疲
労の蓄積が大きくなってきているものと予想された。 
我々は、地域の社会福祉を支える社協職員の果たす役割は大きく、社協職員への支
援は地域の復興に向けて重要であると考えた。 
社協職員のメンタルヘルスの実態を把握するため、各自治体の社協において、メン
タルヘルスについての健康調査を行い、この結果をもって、メンタルヘルスの不調を
抱える社協職員に対し、精神科医療保健従事者の面談を行うこととした。 
その上で、メンタルヘルスの不調を抱える人々への支援を各自治体の社協と話し合
い、実情に合った適切な支援の検討を行った。 
 
【メンタルヘルスについての健康調査】 
宮城県内の被災地域の社協の職員を対象に発災から 20 か月後、32 か月後の時点で
調査を行った。調査においてみやぎ心のケアセンターと連携して実施した。対象者は
下記の通りである。 
＜第 1 回調査＞ 
調査時期：平成 24 年 11 月～1 月（発災から約 20 か月後） 
① 気仙沼市社会福祉協議会職員 215 名 
② 南三陸町社会福祉協議会職員 200 名 
③ 女川町社会福祉協議会職員 40 名 
④ 石巻市社会福祉協議会職員 218 名 
⑤ 七ヶ浜町社会福祉協議会職員 30 名 
⑥ 仙台市社会福祉協議会職員 305 名 
以上、6 自治体の社協職員 1008 名（回答者数 822 名、回答率 81.5%） 
＜第 2 回調査＞ 
調査時期：平成 25 年 11 月～1 月（発災から約 32 か月後） 
① 気仙沼市社会福祉協議会職員 227 名 
② 南三陸町社会福祉協議会職員 118 名 
③ 女川町社会福祉協議会職員 40 名 
④ 石巻市社会福祉協議会職員 199 名 
⑤ 仙台市社会福祉協議会職員 286 名 
以上、5 自治体の社協職員 870 名（回答者数 779 名、回答率 89.5%） 
 
調査票の中で、全般性心理的ストレス、抑うつ症状、PTSD 症状について、社協職
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員自ら健康状態を把握し、セルフケアに役立てられるようにセルフチェックシートを
つけた。また、調査票の配布と同時に、メンタルヘルスケアについてのパンフレット
を配布し、セルフケアに努めるよう啓発を行った。 
調査により社協のメンタルヘルスの実態を把握することができ、メンタルヘルスの
不調を抱えながら業務を続けている職員が一定数存在することが確認された。 
 これらメンタルヘルスの不調を抱える職員に対してのメンタルヘルスケア対策、フ
ォローアップとして、健康調査後には希望者に面談を行った。 
 また、各自治体社協としてメンタルヘルケア対策に役立ててもらえるよう、各自治
体の社協ごとの調査結果についてデータを含め調査結果の報告をし、フィードバック
した。 
 
【健康調査後の面談】 
調査票の中で、精神科医療保健従事者との面談の希望をとっており、「面談を希望
する」と回答した者全員と、K6（全般性心理的ストレス）で 10 点以上、PHQ-9（抑
うつ症状)で 10 点以上、PTSD Check List：PCL（PTSD 症状)で 44 点以上の者を
ハイリスク者として設定し、この基準に当てはまり「面談はどちらでもよい」と回答
した者を対象に面談を行った。面談においてもみやぎ心のケアセンターと連携して実
施した。 
発災から 20 か月後の第 1 回調査後面談、32 か月後の第 2 回調査後面談は、いずれ
も中長期に入っており、震災時の体験、震災による生活状況の変化など、震災の直接
的な影響についての相談は少なく、職場の人間関係、職場環境・体制の問題、家族・
親族との関係、家庭内の問題、自身・家族の健康問題など、職場や家庭についての問
題についての相談が多い傾向があった。これは、第 1 回調査後面談より第 2 回調査後
面談ではその傾向は強くなっていた。ただし、第 2 回調査後の面談においても、震災
による命の危険を強く感じる体験や、大きな喪失体験など、惨事ストレスにより、部
分的な PTSD 症状、複雑性悲嘆を呈している者も依然として存在していた。 
＜第 1 回調査後面談＞ 
① 気仙沼市社会福祉協議会 
 面談対象者：12 名 面談日：平成 25 年 1 月 29 日、1 月 30 日、2 月 12 日、 
 面談会場：気仙沼市民健康管理センターすこやか、気仙沼保健福祉事務所 
面談担当者：上田一気、駒米勝利（みやぎ心のケアセンター）、伊丹敬祐（み
やぎ心のケアセンター） 
② 南三陸町社会福祉協議会 
 面談対象者：9 名 
面談日：平成 25 年 1 月 25 日、1 月 28 日 
面談会場：南三陸町ベイサイドアリーナ 
面談担当者：上田一気、駒米勝利（みやぎ心のケアセンター）、八木宏子（み
やぎ心のケアセンター） 
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③ 女川町社会福祉協議会 
みやぎ心のケアセンター石巻地域センターが主導し、同町社協職員全員に面
談を行った。 
④ 石巻市社会福祉協議会 
みやぎ心のケアセンター石巻地域センターが主導し、同市社協職員全員に面
談を行った。 
⑤ 七ヶ浜町社会福祉協議会 
面談対象者：3 名 面談日：平成 24 年 12 月 21 日 
面談会場：七ヶ浜町 生涯学習センター（中央公民館）  
面談担当者：上田一気 
⑥ 仙台市社会福祉協議会 
面談対象者：3 名 面談日：平成 25 年 8 月 20 日、8 月 26 日 
面談会場：仙台福祉プラザ 
面談担当者：上田一気 
＜第 2 回調査後面談＞ 
① 気仙沼市社会福祉協議会 
 面談対象者：12 名 面談日：平成 26 年 3 月 24 日、3 月 25 日、3 月 26 日 
 面談会場：気仙沼市民健康管理センターすこやか、気仙沼保健福祉事務所 
面談担当者：上田一気、内田知宏、斎藤法子（みやぎ心のケアセンター） 
② 南三陸町社会福祉協議会 
 面談対象者：11 名 面談日：平成 26 年 1 月 27 日 
面談会場：南三陸町ベイサイドアリーナ 
面談担当者：上田一気、越道理恵、駒米勝利（みやぎ心のケアセンター）、斎
藤法子（みやぎ心のケアセンター） 
③ 女川町社会福祉協議会 
 同町社協の担当者と協議し、調整中である。 
④ 石巻市社会福祉協議会 
 面談対象者：11 名 面談日：平成 26 年 6 月 30 日、7 月 1 日、7 月 2 日 
面談会場：石巻合同庁舎、みやぎ心のケアセンター石巻地域センター 
面談担当者：上田一気、長尾愛美、桑島由美（みやぎ心のケアセンター） 
⑤ 仙台市社会福祉協議会 
 面談対象者：8 名 面談日：平成 26 年 3 月 5 日、3 月 7 日、3 月 10 日 
面談会場：仙台福祉プラザ、みやぎ心のケアセンター基幹センター 
面談担当者：上田一気、越道理恵、甘糟郁（みやぎ心のケアセンター）       
 
【調査結果の報告、フィードバック】 
 各自治体の社協、宮城県社協、および関連機関と共有し、メンタルヘルス対策に活
用できるよう報告会を行った。報告においてもみやぎ心のケアセンターと連携して実
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施した。健康調査の結果、社協のメンタルヘルスの実態について下記の日程で各自治
体の社協、宮城県社協に報告を行い、また震災復興定例支援会議にも出席して、宮城
県や関連機関・団体に報告を行った。 
これにより宮城県内の各自治体の社協は、震災後の困難な状況の中で支援活動、地
域の社会福祉を支えており、メンタルヘルスの不調を抱える職員が存在していること
社協へのメンタルヘルスの支援対策が今後も必要であることを理解、再認識して頂く
機会になったものと考える。 
＜第 1 回調査結果報告＞ 
① 宮城県社会福祉協議会 
報告日：平成 25 年 4 月 17 日 対象：宮城県社協担当者 3 名 
② 気仙沼市社会福祉協議会 
報告日：平成 25 年 6 月 12 日 対象：気仙沼市社協担当者 3 名 
③ 南三陸町社会福祉協議会 
報告日：平成 25 年 6 月 12 日 対象：南三陸町社協担当者 1 名 
④ 女川町社会福祉協議会 
報告日：平成 25 年 6 月 18 日 対象：女川町社協担当者 3 名 
⑤ 石巻市社会福祉協議会 
報告日：平成 25 年 6 月 25 日 対象：石巻市社協担当者 2 名 
⑥ 七ヶ浜町社会福祉協議会 
報告日：平成 25 年 5 月 30 日 対象：七ヶ浜町担当者 2 名 
⑦ 仙台市社会福祉協議会 
報告日：平成 25 年 11 月 6 日 対象：仙台市社協担当者 5 名 
＜第 2 回調査結果報告＞ 
① 宮城県社会福祉協議会 
報告日：平成 26 年 5 月 8 日 対象：宮城県社協担当者 2 名 
② 気仙沼市社会福祉協議会 
 報告日：平成 26 年 5 月 7 日 対象：気仙沼市社協担当者 2 名 
③ 南三陸町社会福祉協議会 
報告日：平成 26 年 5 月 7 日 対象：南三陸町社協担当者 2 名 
④ 女川町社会福祉協議会 
報告日：平成 26 年 5 月 7 日 対象：女川町社協担当者 1 名 
⑤ 石巻市社会福祉協議会 
報告日：平成 26 年 5 月 7 日 対象：石巻市社協担当者 1 名 
⑥ 仙台市社会福祉協議会 
報告日：平成 26 年 5 月 15 日 対象：仙台市社協担当者 5 名 
＜平成 25 年度 震災復興定例支援会議＞ 
報告日：平成 25 年 6 月 21 日 場所：JA 宮城ビル 
出席団体：宮城県、沿岸部の 13 市町の社協、宮城県社協、NPO、支援団体等 
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＜平成 26 年度 震災復興定例支援会議＞ 
報告日：平成 26 年 5 月 30 日、場所：JA 宮城ビル 
出席団体：宮城県、沿岸部の 13 市町の社協、宮城県社協、NPO、支援団体等 
 
【今後の支援】 
各自治体の社協への支援も中長期となっており、直接的な震災の影響に加えて、職
場の問題（人間関係、体制など）、家庭の問題（家族関係、健康問題など）が、職員
のメンタルヘルスに影響を与えているようであった。しかし、震災による直接的な影
響とは言えないものの、震災後の業務内容の変化、業務量の増加、職場の変化により、
職場の人間関係や環境が悪化したり、震災後に家庭の状況が変化し、家族の人間関係、
居住環境が悪化したりと、震災後の困難な状況の中で問題が顕在化しているようであ
った。現時点においても、惨事ストレスにより、部分的な PTSD 症状、複雑性悲嘆を
呈している者も依然として存在していた。 
また、今回の調査では明らかにできなかったこととして、メンタルヘルスの不調に
より働き続けることができず退職した職員やメンタルヘルスの不調（特に PTSD 症状）
はあるが助けを求める声を上げていない職員についての詳細が挙げられる。 
被災地域の社協職員は被災者であり、支援者でもあり、メンタルヘルスの不調を抱
えながら、震災支援活動、地域の社会福祉を支えている。我々は今後も健康調査を継
続し、縦断的に各自治体の社協職員のメンタルヘルスの状況を把握していく予定であ
る。これと合わせてメンタルヘルスの不調を抱える職員に対する面談もニーズに応じ
て継続する予定である。また今後は、これまでの調査結果に基づき、各自治体の社協
の実情に合わせた支援を、各自治体の社協の担当者と検討しており、一部の社協とは
メンタルヘルスに関する研修会の実現に向け協議、検討中である。 
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４．石巻地域センターへの支援 
 
石巻地域センターは、2012 年 4 月 1 日に設置されたみやぎ心のケアセンター内の
組織で、石巻市、女川町、東松島市の 2 市 1 町に在住する方々を対象とした支援を担
当している。このエリアは東日本大震災で最も多くの死者・行方不明者を出した地域
であり、石巻地域センターは、最大被災地である石巻圏域の地域住民がコミュニティ
の中で、一日も早く安心して生活がおくれるように地域に合わせた支援事業をおこな
っている。 
我々は震災直後期より、最大の被災地であった石巻圏域において避難所内の住民の
診療や投薬、地域保健師の業務支援・訪問同行、各自治体が行う仮設住宅対策への助
言や提案、支援者に対するメンタル面での支援、現地職員の組織づくり、事例検討と
各種スーパーバイズ、地域住民への講演・講話などをおこなっていた。その中で地域
内の関連機関、地域医療機関、各種団体との連携・協力関係がすでに構築されていた
ため、それらのノウハウを基盤として石巻地域センターの立ち上げ段階から支援をお
こなった。 
 
【支援内容】 
①地域住民を対象とした訪問または地域センター内での相談支援 
石巻地域センターの地域支援活動中に保健・福祉の領域だけでは解決が困難と思わ
れ、より医学・医療的な判断が必要と考えられるケースが散見された。そのような住
民の場合、評価や治療のためまず地域の医療機関への受診勧奨がおこなわれたが、受
診へのためらいや拒否・病識欠如などのため全ての事例でスムーズに受診につながる
わけではなかった。そこで我々は、石巻地域センタースタッフらにより医師の判断や
診察が必要と判断された者、または連携・協力機関である保健所、市、町から依頼が
あった者に対して、精神科専門医による相談支援を行った。 
相談支援は仮設住宅または個人宅への訪問と地域センター内で行われ、心身両面の
医学的評価に基づき、医療の必要なものに対して治療ガイダンスや疾患心理教育、受
診勧奨と医療機関への診療情報提供書作成などをおこなった。相談支援の対象となっ
た住民のほとんどに精神疾患を認めたが、疾患の内訳は震災被害による PTSD やうつ
病に限らず、その後の家族関係や住環境・支援環境の変化などに伴うアルコール関連
疾患の発症・増悪、認知症や統合失調症の事例化、適応障害など多岐にわたった。 
これら相談支援をおこなった住民のほとんどが受療行動につながっており適宜必
要な医療を受けることができた。この成果は地域センタースタッフの粘り強い関わり
があってこそのものであるが、専門医による評価は対象の住民自信が受療を受け入れ
やすくする要因の一つでもあった。また、専門医の判断は地域センタースタッッフの
判断の医学的な裏付けとなり、彼らが自信をもって職務を遂行する上でも重要な要素
であったといえる。 
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②地域の支援者・住民向けの講演 
健康な地域生活を全ての住民がおくるためには、支援者のスキルアップや住民への
啓発が重要である。被災後は心的外傷や過労などによりメンタルヘルスの悪化が懸念
され、各方面で支援者のスキルアップや地域住民への啓蒙事業が企画された。そこで
直接または石巻地域センターに講師の依頼・斡旋のあった事業に関して協力をおこな
った。 
支援者のスキルアップ関連では、東部保健福祉事務所(石巻保健所)の職員研修会(全
3 回)、地域包括支援センター職員への講演会(2 カ所)、健康推進員に対する講演会(旧
河北町)をおこなった。地域住民向けの講演として「第 2 回・第 3 回 石巻市自殺対策
事業 メンタルヘルス講演会」の講師をおこなった。 
講演内容は、支援者スキルアップや住民啓発のどちらも精神医療の非専門家が対象
であるため、容易に理解でき、かつシンプルに実践できるように組み立てをおこなっ
た。タイムリーな講演を行うことで地域の精神衛生の底上げにつながったといえるが、
それだけではなく、多くの企画担当者は多忙であったため、演者候補の検索・選定・
依頼の労力を軽減でき間接的な意味でも支援者支援にも寄与することができたと考
えられた。 
 
③石巻地域センターへのエンパワメント 
支援のニーズは石巻圏域に限っても地区ごとにそれぞれ異なり、震災直後から関連
機関・地元医療機関・各種団体の連携と協力が最重要課題であった。石巻地域センタ
ーは支援組織としては後発であり、すでに我々が蓄積していたノウハウや権限委譲
(エンパワメント)を通じて、石巻地域センターが地域住民のためにスムーズ活動でき
るように支援をおこなった。 
これまでに上記①②や石巻地域センターの全体ミーティングなどでのアドバイス
により、石巻地域センターはノウハウの継承やエンパワメントが終了しており、すで
に独力で関連機関や地元医療機関・各種団体と連携・協力して問題解決をおこなう能
力を有していると考えられた。今後は、石巻地域センターがもつ人的なコネクション
や新たに獲得したノウハウをいかに地元にエンパワメントしていくのかが課題にな
るといえよう。 
 
【考察】 
最後に。石巻地域は最大の被災地であり、震災の爪痕が色濃く残っている。我々が
支援をおこなった石巻地域センターは、今でも難しい状況の中で日々地域住民のため
に業務を遂行している。我々が無事に支援をおこなえたのは、何よりも石巻地域セン
ターの協力があってこそである。我々は今後も石巻地域への直接的な支援を継続する
だけではなく、地元の大学としてこれらから得た経験を広く他の地域でも共有できる
ように学術的に発信していく必要性を感じている。 
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５．岩沼市への支援 
 
【支援の概要】 
東北大学大学院予防精神医学寄付講座と連携した岩沼市への支援は、みやぎ心のケ
アセンター（以下、センター）の非常勤職員を兼務する筆者（桂）が中心となり実施
した。活動はセンターに対する岩沼市からの要請に基づいており、要請された支援の
種類に応じ、センター職員と適宜共同して行われた。 
 筆者は東日本大震災（以下、震災）後の「心のケアチーム」として同地域の支援に
参加した。その際に、岩沼市役所職員のメンタルケア、民生委員を介した住民支援を
援助した経緯から、これまでの活動は全て岩沼市健康福祉部を介して行った。 
また、支援は震災の被災者に対する直接支援として提供するのではなく、支援者支
援の形で実施した。以下に、岩沼市で実施した主要な活動について述べる。 
 
【心のケア検討会】 
 心のケア検討会は、震災後の心理的支援に携わる支援者の技術向上と、支援者自身
の心理的ケアを目的として社会福祉課保健師と共同で企画・開催されているもので、
岩沼市に対する支援の中核となるものである。対象者は岩沼市に所属する保健師の他、
地域包括支援センター、被災者サポートセンター（後述）、社会福祉協議会の職員等
で構成される。各回は 2 時間強程度で、2014 年 7 月末までに 24 回が実施された。テ
ーマは参加者のニーズを重視して決定され、講義やグループワークの形式で行われた。
内容と目的は主に次のように分類される。 
・うつ病、アルコール依存症、認知症などの精神疾患、自殺対策などに関する知識
獲得 
・心理療法の技法に則った支援技術、特にコミュニケーションスキルの向上 
・支援者のセルフケア 
・事例を通しての支援のあり方の検討 
・支援の現状と課題、方向性の検討 
 
【事例相談】 
 被災者や一般住民を支援する保健師、その他の支援者からの事例相談に対応してい
る。相談は主に上記検討会終了後に希望に応じて行われ、毎回およそ 2 例程度につい
てのコンサルテーションを受けた。 
 
【住民健診支援】 
 2012 年度の基本健診・特定健診・後期高齢者健診の中で、市民の心の健康調査を
実施することとなり、調査方法の監修と結果解析の役割を担った。具体的には、健診
会場において問診票（「ストレス問診」）を配布し、全般的不調、抑うつ、飲酒、睡眠
に関するスクリーニングを行った後、カットオフ値以上の者に対して、会場で保健師
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が面接を行う流れで実施した。その結果を用い、年齢や性別、居住地域、震災による
被災状況などをリスク因子とした解析を行った。この結果は岩沼市に属するものとし
て、保健師に対してフィードバックすると共に、広報により市民に対して報告を行っ
た（後述）。 
 
【庁内保健師検討会のコーディネート】 
 岩沼市の健康福祉部には 20 名程度の保健師が在籍しており、過半数が主に予防・
保健業務を担当する健康増進課に配属されているほか、他の者は障害・介護・児童を
担当する社会福祉課・介護福祉課・児童福祉課に配属されている。震災後 3 年が経過
し、仮設住宅から災害公営住宅への住民移転が進むに当たり、担当課を超えた包括的
支援を提供するための連携が必要であると考えられたこと、また将来的な組織再編を
見据えて現行の保健業務の問題点を見直す必要があると考えられたことなどから、健
康福祉部長を中心として庁内の保健師による検討会がもたれることとなった。地域に
おける長期的な精神保健・予防活動のあり方を検討する会であること、各課の利害関
係の外にある議論のコーディネーターが求められたことから、検討会の共同企画・運
営の依頼を受け、平成 26 年 6 月以降、これに携わった。 
 
【その他の支援業務】 
その他に実施された支援活動として、主に以下のものが挙げられる。 
・岩沼市民広報である「広報いわぬま」に 2012 年 3 月、2013 年 3 月の 2 回、記事
を執筆し、各々市民に対する啓発、健康診断の結果報告を行った。 
・仮設住宅に入居する高齢者や障害者などの日常生活を包括的に支援する「里の森サ
ポートセンター」の職員のメンタルケアのための面接を実施した。 
・岩沼市が作成した震災関連絵本である「きぼうのおか～千年先のきみへ～」（2014
年出版予定）について、内容や注意事項、活用法についての検討に参加した。 
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６．みやぎ心のケアセンターへの運営支援 
 
 管理者会議への出席 
 運営委員会への出席 
 被災地支援活動についての意見交換、情報共有 
 みやぎ心のケアセンターの広報誌記事の執筆 
 みやぎ心のケアセンター発行の紀要への投稿 
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C．教育・研修・普及啓発 
１．心理支援スキルアップ講座 
 
【目的】 
宮城県内の心理士を中心とした精神保健医療従事者の、心理学的評価と支援のスキ
ルアップを図ることにより、東日本大震災後の県内の精神保健医療の水準を高めるこ
とを目的とした。 
平成 24 年度には、精神医学的評価や診断に役立つアセスメントスキルと医学モデ
ルに基づく認知行動療法スキルを習得することを目的とした講座を開催した。平成 25
～26 年度には認知行動療法の事例検討会を開催し、初年度に習得したスキルを基礎と
して、認知行動療法をより効果的に実践するスキルの向上を目指した。 
 
 
【対象】 
宮城県内の精神科医療機関等に所属する医師・臨床心理士等の精神保健医療福祉従
事者 
 
【開催日と内容】 
平成２４年度  
回 月日 内容 講師名 講師所属 会場
松本和紀先生 東北大学大学院予防精神医学寄附講座
桂雅宏先生 他 精神神経学分野
東北大学病院
② 5月18日（金） 認知行動療法①認知療法の概論と導入 大野裕先生
国立精神・神経医療研
究センター認知行動療
法センター
宮城県建設会館
③ 6月 1日（金）
認知行動療法②活動記
録表と行動活性化、心理
教育
佐渡充洋先生 慶應義塾大学医学部精神・神経科学教室 宮城県建設会館
④ 6月15日（金）
SPR(Skills For
Psychological Recovery)
ワークショップ①
大澤智子先生 兵庫県こころのケアセンター 宮城県建設会館
⑤ 6月16日（土）
SPR(Skills For
Psychological Recovery)
ワークショップ①
大澤智子先生 兵庫県こころのケアセンター 宮城県建設会館
⑥ 7月 6日（金） 認知行動療法③症例の概念化（含スキーマ） 藤澤大介先生
国立がん研究センター
東病院 宮城県建設会館
松本和紀先生 東北大学大学院予防
桂雅宏先生 他 精神神経学分野
東北大学病院
⑧ 9月 7日（金） 認知行動療法④認知再構成法 中川敦夫先生
国立精神・神経医療研
究センター 認知行動
療法センター
戦災復興記念館
① 4月27日（金） 精神医学的診断とアセスメント 宮城県建設会館
⑦ 7月27日（金） うつ病の概念とアセ スメント 宮城県建設会館
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回 月日 内容 講師名 講師所属 会場
⑨ 9月21日（金） 認知行動療法⑤問題解決技法とアサーション 田島美幸先生
国立精神・神経医療研
究センター認知行動療
法センター
戦災復興記念館
⑩ 10月5日（金） CBTにおける基本的態 堀越  勝先生 国立精神・神経医療研 戦災復興記念館
⑪ 10月26日（金） 災害の遺族への理解とケア 中島聡美先生
国立精神・神経医療研
究センター 宮城県建設会館
⑫ 11月16日（金）
SPR(Skills For
Psychological Recovery)
フォローアップ・セッション
大澤智子先生 兵庫県こころのケアセンター
TKP仙台西口ﾋﾞｼﾞ
ﾈｽｾﾝﾀｰ
⑬ 11月30日（金） トラウマ・PTSDへの心理的支援 金吉晴先生
国立精神・神経医療研
究センター 宮城県建設会館
松本和紀先生 東北大学大学院予防精神医学寄附講座
桂雅宏先生 他 精神神経学分野
東北大学病院
⑮ 2月 8日（金） 動機づけ面接法 後藤恵先生 成増厚生病院 宮城県建設会館
⑯ 3月 1日（金）
認知行動療法⑦　認知行
動療法の評価とスーパー
ビジョン
大野裕先生
国立精神・神経医療研
究センター 認知行動
療法センター
宮城県建設会館
松本和紀先生 東北大学大学院予防精神医学寄附講座
桂雅宏先生 他 精神神経学分野
東北大学病院
⑮ 2月 8日（金） 動機づけ面接法 後藤恵先生 成増厚生病院 宮城県建設会館
⑯ 3月 1日（金）
認知行動療法⑦　認知行
動療法の評価とスーパー
ビジョン
大野裕先生
国立精神・神経医療研
究センター 認知行動
療法センター
宮城県建設会館
⑭ 1月18日（金） 認知行動療法⑥　事例検討会 宮城県建設会館
⑭ 1月18日（金） 認知行動療法⑥　事例検討会 宮城県建設会館
 
平成 25 年度   
回 月日 内容 講師名 講師所属 会場 参加者数
① 5月9日（木） 第1回：CBT事例検討会 松本和紀先生
東北大学大学院医
学系研究科予防精
神医学寄附講座
東北大学医学部
臨床中講堂 23
② 7月16日（火） 第2回：CBT事例検討会 大野裕先生
国立精神・神経医療
研究センター認知行
動療法センター
TKP仙台カンファ
レンスセンター 32
③ 9月26日（木） 第3回：CBT事例検討会 大野裕先生
国立精神・神経医療
研究センター認知行
動療法センター
TKP仙台カンファ
レンスセンター 23
④ 10月22日（火） 第4回：CBT事例検討会 大野裕先生
国立精神・神経医療
研究センター認知行
動療法センター
TKP仙台カンファ
レンスセンター 33
⑤ 11月19日（火） 第5回：CBT事例検討会 大野裕先生
国立精神・神経医療
研究センター認知行
動療法センター
TKP仙台カンファ
レンスセンター 26
⑥ 1月 12日（水） 第6回：CBT事例検討会 大野裕先生
国立精神・神経医療
研究センター認知行
動療法センター
TKP仙台カンファ
レンスセンター 18
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平成 26 年度 
回 月日 内容 講師名 講師所属 会場 参加者数
① 5月9日（木） 第1回：CBT事例検討会 松本和紀先生
東北大学大学院医学
系研究科予防精神医
学寄附講座
東北大学医学
部臨床中講堂 23
② 7月16日（火） 第2回：CBT事例検討会 大野裕先生
国立精神・神経医療
研究センター認知行
動療法センター
TKP 仙 台 カ ン
ファレンス セン
ター
32
③ 9月 26日（木） 第3回：CBT事例検討会 大野裕先生
国立精神・神経医療
研究センター認知行
動療法センター
TKP 仙 台 カ ン
ファレンス セン
ター
23
 
  
－ 98 －
98 
 
２．SPR 研修会 
 
【目的】 
サイコロジカル・リカバリースキル（Skills for Psychological Recovery : SPR）は、
アメリカ国立 PTSD センターとアメリカ国立子どもトラウマティックストレス・ネッ
トワークが開発した、災害復興期における被災者の回復を支えるための心理支援法で
ある。これは、エビデンスがあると言われている介入から選ばれた 6 つのスキルで構
成されている。東日本大震災後の被災者支援にも適用可能と考えられるが、SPR は
2011年 6月に兵庫県こころのケアセンターによって日本語翻訳されたばかりであり、
まだ学びの場は少ない。そのため、兵庫県こころのケアセンターの臨床心理士で SPR
認定トレーナーである大澤智子氏を講師に招き、研修会を開催した。また、実際 SPR
を活用したケース検討を通してのフォローアップ研修を実施した。 
 
【対象】 
被災地の心のケアに従事している専門家 
 
【SPR 研修会開催結果】 
 開催日 対象者 修了者数 
（受講者数）
第 1 回 H24.6.15. – 16. 心理スキルアップ講座 
参加者 
25 名 
（30 名） 
第 2 回 H24.7.27. – 28. みやぎ心のケアセンター・スタッフ 20 名 
（25 名） 
第 3 回 H24.9.1, 9.29, 10.27. 石巻地域公募 
（看護師、保健師、心理士、PSW） 
13 名 
（26 名） 
第 4 回 H25.7.27. - 28. 気仙沼地域公募 
（看護師、保健師、心理士、PSW など） 
17 名 
（18 名） 
第 5 回 H26.6.18. - 19. 仙台域公募 
（看護師、保健師、心理士、PSW など） 
50 名 
（52 名） 
計 125 名 
 （151 名） 
【SPR フォローアップ研修開催結果】 
 開催日 開催地 参加人数 
第 1 回 H24.11.16. 仙台 18 名 
第 2 回 H25.3.23. 石巻 13 名 
第 3 回 H25.12.5. 気仙沼 6 名 
第 4 回 H26.10.2.（予定） 仙台 － 
計 37 名 
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【SPR 研修会アンケート結果】 
 
 
 
 
図 33.  SPR 研修アンケート結果 
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【フォローアップ研修会アンケート結果】 
 
 
 
 
 
 
図 34.  フォローアップ研修会アンケート結果 
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D．公開シンポジウム 
平成 25 年度厚生労働科学研究費補助金 障害者対策総合研究事業精神障害分野 東
日本大震災における精神疾患の実態についての疫学的調査と効果的な介入方法の開
発についての研究（Ｈ24－精神－一般－002（復興））（研究代表者：松岡洋夫）の事
業の一貫として、公開シンポジウムを開催した。 
 
１．第１回公開シンポジウム 
東日本大震災の精神医療における被災とその対応―宮城県の直後期から急性期を振
り返る―（参加者数：111 名） 
 
 図 35.  公開シンポジウムポスター 
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第 1 回公開シンポジウム・プログラム 
 
平成 25 年 7 月 6 日 土曜日：宮城県建設産業会館 ４階１・２会議室 
開会の辞 16:00～16:10 松岡洋夫（東北大学） 
S1 精神科診療所／地域支援の立場から  座長 松本和紀：東北大学 
16:10～16:50 宮城 秀晃先生：宮城クリニック 
16:50～17:30 原 敬造先生：原クリニック 
17::30～18:00 総合討論 
懇親会（艮陵会館） 18:30～  
 
平成 25 年 7 月 7 日 日曜日：宮城県建設産業会館 １階大会議室 
開会の辞   09:30～09:40 松岡 洋夫（東北大学） 
全体の概観 09:40～10:00 松本 和紀（東北大学） 
S2 総合病院精神科の立場から 座長 富田 博秋先生：東北大学 
10:00～10:15 三浦 伸義先生：東北薬科大学病院 
10:15～10:30 岡崎 伸郎先生：仙台医療センター 
10:30～10:50 佐藤 茂樹先生：成田赤十字病院 
S3 津波被害に遭った精神科病院の立場から 座長 浅野 弘毅先生：せんだんホスピタル 
 11:00～11:25 木村 勤先生：鹿島記念病院（元 恵愛病院医師） 
 11:25～11:50 高階 憲之先生：南浜中央病院 
 11:50～12:15 新階 敏恭先生：麻見江ホスピタル（元 光ヶ丘保養園医師） 
12:30～13:30 ：昼食・休憩 
S4 被災地の精神科病院の立場から 座長 岩舘敏晴先生：国見台病院 
13:30～13:50 佐藤 宗一郎先生：こだまホスピタル 
13:50～14:10 連記 成史先生：三峰病院 
14:10～14:30 小高 晃先生：宮城県立精神医療センター 
S5 精神科医療と関連する領域・組織の立場から 座長 小原 聡子先生：宮城県立精神保健福
祉センター 
14:40～15:00 姉歯 純子様：なごみの里サポートセンター 
15:00～15:20 沼田 周一様：安田病院 
15:20～15:40 大場 ゆかり様：宮城県立精神保健福祉センター（元 宮城県障害福祉課） 
総合討論 15:45～16:30 座長 白澤 英勝先生：東北会病院、松本 和紀：東北大学 
指定発言：金 吉晴先生（国立精神・神経医療研究センター） 
加藤 寛先生（兵庫県こころのケアセンター） 
パネリスト：三浦伸義先生、高階憲之先生、小高晃先生、小原聡子先生 
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Ⅲ．研究費 
 
１．予防精神医学寄附講座 
平成 23 年 10 月 1 日～平成 26 年 9 月 30 日 
 
寄附者 宮城県知事 村井 嘉浩 
寄附の時期及び金額 
時期  平成 23 年 10 月～24 年 3 月  15,000,000 円 
    平成 24 年 4 月～25 年 3 月   30,000,000 円 
    平成 25 年 4 月～26 年 3 月  30,000,000 円 
    平成 26 年 4 月～26 年 9 月  15,000,000 円 
総額 90,000,000 円 
 
 
２．厚生労働省科学研究費補助金 
 
１）東日本大震災における精神疾患の実態についての疫学的調査と効果的な介入方法
の開発についての研究 
期間 平成 24 年 7 月 27 日から平成 27 年 3 月 31 日 
「H24－精神－一般－002（復興）」  
3 カ年計画 代表研究者 松岡 洋夫 
分担研究者 松本 和紀 
補助金交付基準額 
平成 24 年度  10,000,000 円 
平成 25 年度  10,000,000 円 
平成 26 年度  10,300,000 円 
総額 30,300,000 円 
 
２）被災地における精神障害等の情報把握と介入効果の検証及び介入手法の向上に資
する研究 
期間 平成 24 年 6 月 19 日から平成 27 年 3 月 31 日 
「H24－精神－指定－002（復興）」 
3 カ年計画 代表研究者  金 吉晴 
分担研究者 松本 和紀 
補助金交付基準額 
代表一括計上 
総額（平成 26 年度現在 0 円） 
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３．厚生労働省科学研究費委託費 
 
１）精神疾患患者に対する早期介入とその体制の確立のための研究 
期間 平成 26 年 7 月 17 日から平成 29 年 3 月 31 日 
「H26－精神－一般－009」 
3 カ年計画 代表研究者 水野 雅文 
分担研究者 松本 和紀 
補助金交付基準額 
平成 26 年度  2,500,000 円 
平成 27 年度  未定（2,500,000 円予定） 
平成 28 年度  未定（2,500,000 円予定） 
総額 7,500,000 円 
 
 
 
４．文部科学省科学研究費補助金 
 
１）精神病発症リスク群と初回精神病の予後予測法の確立:リスクと予後の多次元評
価モデル 
「基盤研究 B 22390219」 
3 カ年計画 代表研究者 松本 和紀 
補助金交付基準額 
平成 22 年度   5,900,000 円 
平成 23 年度   3,600,000 円 
平成 24 年度   4,200,000 円 
総額      13,700,000 円 
 
２）東日本大震災の被災看護師を対象としたメンタルヘルスの実態調査と心理的支援
の試み 
「挑戦的萌芽研究 24659941」 
1 カ年計画 代表研究者 高橋 葉子 
補助金交付基準額 
平成 24 年度   1,700,000 円 
総額       1,700,000 円 
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３）精神病発症リスク状態における認知症的洞察の検討:認知機能障害との関連を踏
まえて 
「若手研究 B 24730567」 
2 カ年計画 代表研究者 内田 知宏 
補助金交付基準額 
平成 24 年度   1,200,000 円 
平成 25 年度    900,000 円 
総額       2,100,000 円 
 
４）統合失調症前駆期の神経発達病態解明と生物学的早期診断法の開発 
「基盤研究 B 24390281」 
4 カ年計画 研究代表者 鈴木 道雄 
分担研究者 松本 和紀 
補助金交付基準額 
平成 24 年度   500,000 円 
平成 25 年度   150,000 円 
平成 26 年度   150,000 円 
平成 27 年度   未定（150,000 円予定） 
総額       950,000 円予定 
 
５）慢性経過する精神病発症リスク状態の病態を明らかにする縦断追跡研究 
「基盤研究 C 25461747」 
3 カ年計画 研究代表者 松本 和紀 
補助金交付基準額 
平成 25 年度   1,500,000 円 
平成 26 年度   1,200,000 円（予定） 
平成 27 年度   1,100,000 円（予定） 
総額       3,800,000 円予定 
 
 
６）東日本大震災の被災者看護師を対象としたメンタルヘルスについての縦断追跡研     
究 
「若手研究 B 25862101」 
2 カ年計画 研究代表者 高橋 葉子 
補助金交付基準額 
平成 25 年度   1,100,000 円 
平成 26 年度    700,000 円（予定） 
総額       1,800,000 円予定 
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7）大災害後の市町村職員への看護相談活動の中・長期的支援ネットワーク構築に関
する研究 
「基盤研究 C 24593211」 
4 カ年計画 研究代表者 阿部 幹佳 
補助金交付基準額 
平成 24 年度    850,000 円＜宮城大学にて＞ 
平成 25 年度    619,026 円（予定） 
平成 26 年度    650,000 円（予定） 
平成 27 年度    850,000 円（予定） 
総額       2,969,026 円予定 
 
 
 
５．被災地支援研究助成金 
平成 23 年 12 月 1 日～平成 25 年 11 月 30 日 
東日本大震災後の宮城県の精神科医療機関における精神科医療の実態調査 
 
寄附者 公益財団法人 先進医薬研究振興財団 理事長 小峰 健嗣 
寄附の時期及び金額 
  平成 23 年 12 月 1 日～24 年 11 月 30 日  1,500,000 円 
  平成 24 年 12 月 1 日～25 年 11 月 30 日   1,500,000 円 
総額 3,000,000 円 
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Ⅳ．学会発表・論文発表 
【国際学会発表】 
1. Masahiro Katsura, Noriyuki Ohumuro, Chika Obara, Tatsuo Kikuchi, Yumiko 
Hamaie, Emi Sunakawa, Fumiaki Ito, Tetsuo Miyakoshi, Atsushi Sakuma, 
Hiroo Matsuoka, Kazunori Matsumoto. Clinical and functional course of 
youths at ultra-high risk for psychosis: outcomes of non-converters in Japan. 
4th Schizophrenia International Research Society Conference（ポスター），
2014 年 4 月 5 日～9 日（Firenze,Italy）． 
2. Yumiko Hamaie, Noriyuki Ohmuro, Masahiro Katsura, Chika Obara, Tatsuo 
Kikuchi, Emi Sunakawa, Fumiaki Ito, Tetsuo Miyakoshi, Hiroo Matsuoka, 
Kazunori Matsumoto. Longitudinal follow-up of criticism and depression in 
family members of first-episode psychosis patients（ポスター），2014 年 4 月 5
日～9 日（Firenze,Italy）． 
3. Atsushi Sakuma.Mental health issues and countermeasures after the Great 
East Japan Earthquake in Miyagi Prefecture.2012 年世界精神医学会国際会議
（シンポジウム），2012 年 10 月 19 日(Praha,Czech Republic). 
4. Yumiko Hamaie, Tomohiro Uchida, Masahiro Katsura, Noriyuki Ohmuro, 
Chika Obara, Takeo Kikuchi, Emi Sunakawa, Hiroo Matsuoka, Kazunori 
Matsumoto. Family Attitude Scale: Relatives'expressed emotion to the 
patients with early psychosis.8th International Conference on Early 
Psychosis:From Neurobiology to Public Policy,2012 年 10 月 13 日(San 
Francisco,USA). 
5. Masahiro Katsura, Kazunori Matsumoto, Tomohiro Uchida, Noriyuki Ohmuro, 
Tatsuo Kikuchi, Chika Obara, Yumiko Hamaie, Emi Sunakawa, Hiroo 
Matsuoka.Negative schemata and positive symptoms in ARMS:Comparison 
with FEP using the brief Core Shema Scales.8th International Conference on 
Early Psychosis:From Neurobiology to Public Policy,2012 年 10 月 12 日(San 
Francisco,USA). 
6. Noriyuki Ohmuro, Kazunori Matsumoto, Masahiro Katsura, Atsushi Sakuma, 
Kunio Iizuka, Tatsuo Kikuchi, Chika Obara, Yumiko Hamaie, Tomohiro 
Uchida, Emi Sunakawa, Fumiaki Ito, Hiroo Matsuoka.Association of deficits 
in theory of mind and functioning in at-risk mental states and first-episode 
psychosis.8th International Conference on Early Psychosis:From 
Neurobiology to Public Policy,2012 年 10 月 11 日(San Francisco,USA). 
7. Tomohiro Uchida, Noriyuki Omuro, Masahiro Katsura, Yumiko Hamaie, Emi 
Sunakawa, Kazunori Matsumoto, Hiroo Matsuoka.Cognitive insight and 
attenuated positive symptoms in At-Risk Mental State.3rd Biennial 
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Schizophrenia International Research Conference,2012 年 4 月 18 日
(Florence,Italy).  
8. Masahiro Katsura.The Relief Effort in Miyagi Prefecture After the 2011 East 
Japan Disaster.2011 WPA Regional Meeting,2011 年 11 月 4 日
(Kaoshung,Taiwan). 
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【国内学会発表】 
シンポジウム 
1. 松本和紀．CBTp の研修システムの構築にむけて：厚労省 CBT 研修事業に学ぶ．
第 14 回日本認知療法学会（シンポジウム），2014 年 9 月 13 日（大阪）． 
2. 松本和紀．東日本大震災直後期の宮城県の精神科医療の被害状況の概観．第 110
回日本精神神経学会学術総会（シンポジウム），2014 年 6 月 28 日（横浜）． 
3. 高橋葉子．東日本大震災後 3 年間の被災地看護職支援で見えてきたもの．第 13
回トラウマティック・ストレス学会（シンポジウム），2014 年 5 月 17～18 日（福
島）． 
4. 高橋葉子，大澤智子，上田一気，加藤寛，松本和紀．災害復興期の心理支援法で
ある Skills for Psychological Recovery(SPR)の普及を通した支援者支援．第 13
回トラウマティック・ストレス学会（シンポジウム），2014 年 5 月 17～18 日（福
島）． 
5. 佐久間篤. 宮城県沿岸部の災害支援者に対する支援. 第 10回日本うつ病学会総会
（シンポジウム） 2013 年 7 月 19～20 日（北九州） 
6. 松本和紀，佐久間篤，桂雅宏，佐藤博俊，高橋葉子，内田知宏，林みづ穂，小原
聡子，福地成, 原敬造, 松岡洋夫. 宮城県の活動を振り返って．第 109 回日本精神
神経学会（シンポジウム），2013 年 5 月 23 日（福岡）． 
7. 内田知宏，松本和紀，高橋葉子，越道理恵，佐久間篤，桂雅宏，佐藤博俊，松岡
洋夫．災害後の精神疾患予防の取り組み．第 109 回日本精神神経学会学術総会（シ
ンポジウム），2013 年 5 月 23 日（福岡）． 
8. 桂雅宏，大室則幸，小原千佳，菊池達郎，濱家由美子，内田知宏，光永憲香，松
本和紀，松岡洋夫． At-Risk Mental State (ARMS) のサイコーシス非移行例の
縦断的経過．第 109 回日本精神神経学会（シンポジウム），2013 年 5 月 23～25
日（福岡）． 
9. 上田一気, 佐久間篤, 高橋葉子, 内田知宏, 越道理恵, 松岡洋夫, 松本和紀. 宮城
県における東日本大震災後の 精神健康の現状と課題．第 12 回トラウマティッ
ク・ストレス学会(シンポジウム），2013 年 5 月 11～12 日(東京）． 
10. 松本和紀，高橋葉子，大澤智子．大規模災害後の支援：認知行動的な心理支援の
普及に向けた取り組み．第 12 回日本認知療法学会（シンポジウム），2012 年 11
月 24 日（東京）． 
11. 高橋葉子．被災地看護職へのこころのケアと今後の課題．第 14 回日本災害看護
学会（シンポジウム），2012 年 7 月 29 日（愛知）． 
12. 高橋葉子．東日本大震災において、今できること？―中長期支援の課題―被災地の
看護師支援に焦点を当てて．第 22 回日本精神保健看護学会（シンポジウム），2012
年 6 月 23 日（熊本）． 
13. 高橋葉子．東日本大震災におけるトラウマティック・ストレスが看護師に及ぼす
影響と今後の支援課題．第 11 回日本トラウマティック・ストレス学会（シンポ
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ジウム），2012 年 6 月 10 日（福岡）． 
14. 松本和紀，白澤英勝，岩舘敏晴，原敬造，樹神学，連記成史，小高晃，新階敏恭，
三浦伸義，小原聡子，林みづ穂，上田一気，佐久間篤，松岡洋夫．宮城県におけ
る震災後の精神医療の状況 震災から１年を経て．第 108 回日本精神神経学会学
術総会（シンポジウム），2012 年 5 月 24 日（北海道）． 
15. 松本和紀，濱家由美子，光永憲香，内田知宏，砂川恵美，大室則幸，桂雅宏，松
岡洋夫．サイコーシス早期段階における CBT の活用．第 108 回日本精神神経学
会学術総会（シンポジウム），2012 年 5 月 24 日（北海道）． 
16. 大野高志，船越俊一，角藤芳久，谷口宏，三塚杏子，野村綾，横川信弘，齋藤和
子，香山明美，石黒奈々子，大室則幸，桂雅宏，濱家由美子，小高晃，松本和紀，
松岡洋夫．名取 EI プロジェクト：宮城県立精神医療センターを中心とした早期
介入プロジェクト．第 108 回日本精神神経学会学術総会（シンポジウム），2012
年 5 月 26 日（北海道）． 
17. 高橋葉子．Systematic Nursing Care : Keep on Providing Mental Health 
Support．国際ケアリング学会（シンポジウム），2012 年 3 月 24 日（広島）． 
18. 佐久間篤．気仙沼市における精神科病院の現状について．第 52 回中国四国精神
神経学会（シンポジウム），2011 年 11 月 19 日（高知）． 
19. 松本和紀．宮城の全体的な現状と課題．第 54 回日本病院・地域精神医学会（シ
ンポジウム），2011 年 11 月 18 日（宜野湾）． 
20. 佐藤博俊．震災と IT(information technology):現地からの報告．第 10 回日本ト
ラウマティック・ストレス学会（シンポジウム），2011 年 10 月 10 日（兵庫）． 
21. 佐久間篤．被災地における震災後急性期における活動の経験から．第 10 回日本
トラウマティック・ストレス学会（シンポジウム），2011 年 10 月 10 日（神戸）． 
 
ワークショップ 
1. 松本和紀.災害支援チーム支援に入る立場と受け入れる立場.第 109 回日本精神神
経学会（ワークショップ）,2013 年 5 月 23 日(福岡) 
2. 高橋葉子．急性ストレス反応から外傷後ストレス障害に至るまでのこころのケア
―精神看護の専門家として必要なケア技法の検討．第 31 回日本看護科学学会（ワ
ークショップ），2011 年 12 月 3 日（高知）． 
 
ランチョンセミナー 
1. 松本和紀．宮城家における東日本大震災の精神保健医療 ～最近の活動を踏まえ
て～．第 11 回日本トラウマティック・ストレス学会（ランチョンセミナー），2012
年 6 月 10 日（福岡）． 
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一般演題 
1. 本庄谷奈央，桂雅宏，大室則幸，菊池達郎，小原千佳，越道理恵，松本和紀，松
岡洋夫．早期精神病診療に求められる社会支援 専門外来での就学・就労状況調
査より．第 4 回東北精神保健福祉学会（一般演題），2013 年 10 月 13 日（仙台）． 
2. 高橋葉子．東日本大震災の被災地看護師における惨事ストレスの長期的影響．第
15 回日本災害看護学会（一般演題），2013 年 8 月 23 日（札幌）． 
3. 石井優，内田知宏，桂雅宏，大室則幸，小原千佳，菊池達郎，高杢高志，松本和
紀，松岡洋夫．ARMS における QOL の検討：関連要因の検討．第 16 回日本精
神保健・予防学会学術集会（一般演題），2012 年 12 月 15 日（東京）．  
4. 内田知宏，松本和紀，大室則幸，桂雅宏，濱家由美子，砂川恵美，前澤裕子，石
井優，高杢高志，松岡洋夫．At-Risk Mental State における認知機能障害と認知
的洞察との関連．第 16 回日本精神保健・予防学会学術集会（一般演題），2012
年 12 月 15 日（東京）． 
5. 小原千佳，大室則幸，桂雅宏，菊池達郎，濱家由美子，内田知宏，砂川恵美，松
本和紀，松岡洋夫．ARMS(At-Risk Mental State)における抗精神病薬・抗うつ
薬の処方状況とその特徴．第 16 回日本精神保健・予防学会学術集会（一般演題），
2012 年 12 月 15 日（東京）． 
6. 桂 雅宏．ARMS の若者に対する実践的な支援をいかにして行うか？．第 15 回
日本精神保健・予防学会，2011 年 12 月 4 日（東京）． 
7. 本庄谷奈央，桂雅宏，大室則幸，濱家由美子，内田知宏，砂川恵美，松本和紀，
松岡洋夫．早期精神病診療における就学支援の重要性：専門外来での通学状況調
査より．第 15 回日本精神保健・予防学会学術集会（一般演題），2011 年 12 月 3
日（東京）． 
8. 佐藤博俊．震災における精神科からの支援．第 31 回日本精神科診断学会（一般
演題），2011 年 11 月 19 日（長野）． 
 
ポスター 
1. 佐久間篤, 上田一気, 松本和紀, 松岡洋夫.  東日本大震災における宮城県の精神
科病院への影響. 第 13 回トラウマティック・ストレス学会（ポスター），2014 年
5 月 17 日～18 日（福島）. 
2. 上田一気, 佐久間篤, 高橋葉子, 内田知宏, 越道理恵, 松岡洋夫, 松本和紀. 東日
本大震災から1年半後の社会福祉協議会職員のメンタルヘルス. 第13回トラウマ
ティック・ストレス学会（ポスター），2014 年 5 月 17 日～18 日（福島）． 
3. 砂川 恵美, 濱家 由美子, 大室 則幸, 桂 雅宏, 小原 千佳, 菊池 達郎, 松本 和
紀, 松岡 洋夫. 初回エピソード・サイコーシスに対する認知行動療法による介入
の試み. 第 9 回日本統合失調症学会（ポスター），2014 年 3 月 14 日（京都）． 
4. 濱家由美子, 大室則幸, 桂雅宏, 小原千佳, 菊池達郎, 松本和紀, 松岡洋夫. サイ
コーシス早期段階の家族の批判的態度と抑うつ症状. 第 9 回日本統合失調症学会
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（ポスター），2014 年 3 月 14 日（京都）． 
5. 加賀谷隼輔，桂雅宏，小原千佳，大室則幸，菊池達郎，濱家由美子，砂川恵美，
越道理恵，伊藤文晃，宮越哲生，松本和紀，松岡洋夫．At-Risk Mental State(ARMS)
はいつまで ARMS か？ ～SAFE クリニックにおける予備的調査から～．第 17
回日本精神保健・予防学会（ポスター），2013 年 11 月 23～24 日（東京）． 
6. 内田知宏，越道理恵，谷口浩子，八木宏子，駒米勝利，山崎剛．東日本大震災に
おける支援者支援に向けた取り組み III：－メンタルヘルスに関する健康調査、研
修の活動から－．日本心理臨床学会第 32 回秋季大会(ポスター），2013 年 8 月 25
～28 日（神奈川）． 
7. 越道理恵，内田知宏，八木宏子，駒米勝利，山崎剛．東日本大震災における支援
者支援に向けた取り組み IV―自治体における派遣職員の支援報告―．日本心理臨
床学会第 32 回秋季大会（ポスター），2013 年 8 月 25～26 日（神奈川）． 
8. 上田一気，佐久間篤，高橋葉子，内田知宏，越道理恵，松岡洋夫，松本和紀．宮
城県における東日本大震災後の精神健康の現状と課題．第 12 回トラウマティッ
ク・ストレス学会(ポスター），2013 年 5 月 11～12 日（東京）． 
9. 越道理恵，高橋葉子，佐久間篤，八木宏子，駒米勝利，丹野孝雄，阿部幹佳，松
本和紀．東日本大震災後の派遣職員のメンタルヘルス対策研修についての報告―
派遣職員のニーズと対処法―．第 12 回トラウマティック・ストレス学会(ポスタ
ー），2013 年 5 月 11～12 日（東京）． 
10. 内田知宏，高橋葉子，上田一気，松本和紀，伊丹敬祐，鈴木妙子，山崎剛．東日
本大震災における被災自治体の職員に対する支援：メンタルヘルス研修会の報告．
第 12 回トラウマティック・ストレス学会(ポスター），2013.5.11～12(東京）． 
 
その他 
1. 高橋葉子．東日本大震災における 3 年間の被災地看護職支援から．第 16 回日本
災害看護学会（パネルディスカッション），2014 年 8 月 19 日～20 日（東京）． 
2. 松本和紀．被災者と支援者への心のケア．日本公衆衛生学会シンポジウム東日本
大震災後 3 年目の復興活動の共有「被災地の復興の現状と今後の課題・公衆衛生
従事者にできること」（特別講演），2014 年 3 月 16 日（仙台）． 
3. 高橋葉子．被災地の看護職のメンタルヘルス．第 12 回日本トラウマティック・
ストレス学会(プレコングレス），2013 年 5 月 10 日（東京）． 
4. 佐久間篤．震災後急性期における活動の経験．日本こころとからだの救急学会総
会・学術大会（教育講演），2011 年 11 月 12 日（東京）． 
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【論文発表】 英文  
1. Masahiro Katsura,Noriyuki Ohmura, Chika Obara, Tatsuo Kikuchi, Tetuo 
Miyakoshi, Hiroo Matsuoka,Kasunori Matsumoto.  A naturalistic 
longitudinal study of at-risk mental state with a 2.4 year 2 follow-up at a 
specialized clinic setting in Japan. Schizophrenia Research 158:32-38, 2014． 
2. Tomohiro Uchida, Kazunori Matsumoto, Fumiaki Ito, Noriyuki Ohmuro, 
Tetsuo Miyakoshi, Takashi Ueno, Hiroo Matsuoka. Relationship between 
cognitive insight and attenuated delusional symptoms in individuals with 
at-risk mental state. Psychiatry Research 217（1-2）:20-24,2014． 
3. Ito F, Matsumoto K, Miyakoshi T, Ohmuro N, Uchida T, Matsuoka H., 
Emotional processing during speech communication and positive symptoms in 
schizophrenia. Psychiatry and Clinical Neurosciences 67: 526-531, 
doi:10.1111/pcn.12103, 2013． 
4. Matsumoto K, Tilo T. J. Kircher, Paul R. A. Stokes, Michael J. Brammer, Peter 
F. Liddle, Philip K. McGuire. Frequency and neural correlates of pauses in 
patients with formal thought disorder. frontiers in PSYCHIATRY 10(4): 1-9, 
doi:10.3389/fpsyt.2013.00127, 2013． 
5. Matsumoto K. Mental Health of Disaster Relief Supporters. Japan Medical 
Association Journal 56(2): 70-72, 2013． 
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【論文発表】 和文 
1. 高橋葉子．看護師に怒りを向ける患者・家族への対応．Oncology NURSE 7(5)：
58-62，2014 ． 
2. 松本和紀．東日本大震災の直後期と急性期における精神医療と精神保健-宮城県の
状況と支援活動-．精神神経学雑誌 116（3）：175-188，2014． 
3. 光永憲香, 濱家由美子, 内田知宏, 砂川恵美, 大室則幸, 吉井初美, 松岡洋夫, 松
本和紀, 齋藤秀光．初回エピソードサイコーシス(FEP)患者への個別心理・社会的
介入プログラムの検討．日本看護学会論文集: 精神看護 44,  137-140, 2014. 
4. 松本和紀，小原聡子，林みづ穂，原敬造，白澤英勝：東日本大震災における宮城
県の精神科医の活動．精神医学 55（4）：391-400，2013． 
5. 松本和紀, 白澤英勝, 岩舘敏晴, 原敬造, 樹神學, 連記成史, 新階敏恭, 小高晃, 
三浦伸義, 小原聡子, 林みづ穂, 上田一気, 佐久間篤, 松岡洋夫．宮城県における
震災後の精神医療の状況―震災から１年を経て―．精神神経学雑誌,115(5) ： 
492-498, 2013 
6. 松本和紀，濱家由美子，光永憲香，内田知宏，砂川恵美，大室則幸，桂雅宏，松
岡洋夫．サイコーシス早期段階における CBT の活用．精神神経学雑誌 115（4）：
390-398，2013． 
7. 松本和紀．支援者と働く人々のケア - 東日本大震災の経験から．精神医療 72：
31-40，2013． 
8. 松本和紀，高橋葉子，大澤智子．災害後支援．Ⅲ 大規模災害後の支援：被災地の
状況と認知行動的な心理支援の普及に向けた取り組み．認知療法研究 6(2)：
118-120，2013． 
9. 重村淳, 前田正治, 大江美佐里, 加藤寛, 亀岡智美, 藤井千太, 松本和紀, 佐久間 
篤, 上田一気, 矢部博興, 増子博文, 三浦至, 國井泰人, 谷知正章, 郡司啓文, 中
野友子, 白潟光男, 児玉芳夫, 脇園知宣, 丹羽真一．大規模災害後の外傷後ストレ
ス障害(PTSD)の薬物療法実態調査 多施設間後方視調査．トラウマティック・ス
トレス 11：51-62, 2013 
10. 大野高志，舩越俊一，角藤芳久，谷口宏，高松杏子，野村綾，横川信弘，齋藤和
子，香山明美，石黒奈々子，大室則幸，桂雅宏，濱家由美子，小高晃，松本和紀，
松岡洋夫．名取 EI プロジェクト－宮城県立精神医療センターを中心とした早期
介入プロジェクトについて－．精神神経学雑誌 115（2）：147-153，2013． 
11. 高橋葉子．被災地の看護師における惨事ストレスの長期的影響―2 年経ってから
みえてくるもの．Emergency Care26(7)：726-727，2013． 
12. 飯塚邦夫，松本和紀，松岡洋夫．統合失調症の認知リハビリテーションと脳神経
画像研究．精神科，23（5）：562-568，2013． 
13. 松本和紀：東日本大震災における精神保健医療・宮城での経験から．治療の聲 13
（1）：77-84，2012． 
14. 松本和紀，佐久間篤，上田一気：大規模災害後のうつ病．内科 110（6）：1085-1089，
－ 115 －
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2012． 
15. 松本和紀，震災８ヵ月後の宮城県の全体の状況と課題．病院・地域精神医学 55：
8-10, 2012. 
16. 松本和紀：被災者のメンタルヘルスケア．日本医師会雑誌 141（1）：56-60，2012． 
17. 高橋葉子：東日本大震災の支援者支援―支援者であり被災者である人たちを支え
るということ．精神医療 67：114-120，2012． 
18. 高橋葉子：震災から半年後に宮城県気仙沼市で行った研修「災害後の看護師の心
のケア」の概要．日本精神保健看護学会誌 21(1)：23-27，2012． 
19. 高橋葉子：東日本大震災における中長期支援の課題―被災地看護師支援に焦点を
あてて―．日本精神保健看護学会誌 21(2)：100-101，2012． 
20. 高橋葉子，松本和紀：東日本大震災におけるトラウマ．こころの科学 165：50-55，
2012． 
21. 内田知宏，川村知慧子，三船奈緒子，濱家由美子，松本和紀，安保英勇，上埜高
志：日本版 Brief Core Schema Scale を用いた自己，他者スキーマの検討―クラ
スターパターンの類型化および抑うつとの関連．パーソナリティ研究 20：143-154，
2012． 
22. 桂雅宏，小原千佳，松本和紀：精神病アットリスク状態（ARMS)に対する早期介
入．臨床精神医学 41（10）：1413-1419，2012． 
23. 松本和紀：宮城県における現状と課題．精神科 19（6）：543-547，2011． 
24. 高橋葉子：宮城県出身・在住の精神看護専門看護師として―故郷の人々を守るた
めに―．日本精神保健看護学会誌 20：79-80，2011． 
 
  
－ 116 －
116 
 
【著書】 
1. 松本和紀，上田一気．（翻訳）今後の研究のための鍵となる問いと課題．PTSD ハ
ンドブック－科学と実践．金吉晴監訳（Handbook of PTSD: Science and Practice. 
edited by Freidman, Keane, Resick, Guilford Press, 2001）507-526, 金剛出版，
2014． 
2. 松本和紀．第 2 部 疾患別の早期段階における徴候、治療、対応．統合失調症．
A. 早期徴候．精神科臨床エキスパート，重症化させないための精神疾患の診方と
対応（水野雅文編），医学書院：80-92, 2014． 
3. 松本和紀，大室則幸：第 8 章精神科医療 8-3-9 精神疾患に対する早期介入．精
神保健福祉白書 2013 年版．中央法規，165，2013． 
4. 松本和紀：第 3 章 診断・症状トピックス 31 FEP/32 DCP/33ARMS．精神
科臨床サービス 13（2）：188-189，2013． 
5. 松本和紀．統合失調症 第63章前駆期．日本統合失調症学会．医学書院：633-639，
2013． 
6. 大室則幸，松本和紀．第 8 章精神科医療 8-3-4 統合失調症への早期介入．精神
保健福祉白書 2012 年版 中央法規, 160，2012． 
7. 高橋葉子：11.災害遭った方へのかかわり．リエゾンナースと考える「困りごと」
にどうかかわるか,ナースツールズ，91-102，2011． 
8. 高橋葉子：10.災害時におけるトラウマケアに関する基礎知識．リエゾンナースと
考える「困りごと」にどうかかわるか．ナースツールズ，184-191，2011． 
 
【その他】 
1. 東北大学大学院医学系研究科予防精神医学寄附講座．[シンポジウム記録集]東日
本大震災の精神医療における被災とその対応―宮城県の直後期から急性期を振り
返る―：全 157 頁，2014. 
2. 内田知宏．「こころとからだのケアノート」支援者を支援する．読売新聞，2013
年 2 月 22 日． 
3. 大塚耕太郎，松本和紀，丹羽真一，［司会］岡崎祐士，［企画担当］大久保善朗：［座
談会］災害と精神医学．臨床精神医学 41（9）：1095-1110，2012． 
4. 内田知宏．「こころとからだのケアノート」心の健康問題に関心を．読売新聞，
2012 年 11 月 16 日． 
5. 内田知宏．「こころとからだのケアノート」最適な睡眠時間確保を．読売新聞，
2012 年 9 月 7 日． 
6. 内田知宏．「こころとからだのケアノート」うつ病対策「予防意識」重要．読売新
聞，2012 年 6 月 8 日． 
7. 石毛鍈子，岩尾俊一郎，來住由樹，原敬造，松本和紀，[司会]岡崎伸郎：［座談会］
東日本大震災とこころのケア．精神医療 64：8-51，2011． 
 
